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第７節 

近畿総合通信局 



第1款 714MHz 超の周波数の利用状況の概況 

(1) 714MHz超の周波数帯の利用状況

① 714MHz超の周波数を利用する無線局数及び免許人数

 

*1 714MHz 超の周波数を利用しているもの。第 2款から第 17 款までの延べ数を集計している。複数の周波数区分・電

波利用システムを利用している免許人・無線局は、それぞれの周波数区分・電波利用システムで計上している。

詳細は、第 2 章第 2節を参照のこと。 

*2 登録人(令和元年度又は平成 30年度 315 者、令和 3年度 440者)を含む。

*3 包括免許の無線局(令和元年度又は平成 30 年度 59,401局、令和 3 年度 114,762 局)、登録局(令和元年度又は平

成 30 年度 20 局、令和 3年度 21局)及び包括登録の登録局(令和元年度又は平成 30年度 20,053局、令和 3 年度

21,117 局)を含む。 

② 総合通信局別無線局数の推移

無線局数の増減の傾向は総合通信局ごとに異なった。無線局数については、いずれの年度にお

いても関東局が最も多く、次いで近畿局が多かった。 

近畿局では、令和元年度又は平成 30年度では、113,649局であったのに対し、令和 3年度では

169,584 局となっており、増加している他の総合通信局と比較し、特に大きく増加している。 

図表－近－1－1 総合通信局別無線局数の推移 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。

令和元年度又は平成30年度集計 令和3年度集計 増減
管轄地域の免許人数(対全国比)*1 22,417者(13.62%)*2 20,930者(13.55%)*2 -1,487者
管轄地域の無線局数(対全国比)*1 113,649局(12.84%)*3 169,584局(17.70%)*3 55,935局

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成28年度又は平成27年度 40,578 47,586 583,783 18,388 15,367 71,402 90,333 36,713 24,870 77,125 9,100

令和元年度又は平成30年度 37,874 40,732 458,658 15,706 14,381 64,551 113,649 37,002 26,132 68,187 8,561

令和3年度 38,492 38,678 469,969 15,677 14,696 66,406 169,584 40,231 29,016 67,619 7,679
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(2) 714MHz超の周波数の区分ごとに見た利用状況の概要

無線局数の増減の傾向は、周波数区分ごとに異なった。無線局数の割合は、平成 28年度又は

平成 27 年度においては、714MHz 超 960MHz以下が最も高かったが、令和 3年度においては、

2.4GHz 超 2.7GHz 以下が最も高かった。 

図表－近－1－2 周波数区分別無線局数の割合及び局数の推移 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。

*2 0.005%未満については、0.00%と表示している。

*3 上記割合は、各年度の無線局の総数に対する、周波数区分ごとの無線局数の割合を示す。

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

（無線局数）
平成28年度又は平成27年度 令和元年度又は平成30年度 令和3年度

714MHz超
960MHz以下

960MHz超
1.215GHz以下

1.215GHz超
1.4GHz以下

1.4GHz超
1.71GHz以下

1.71GHz超
2.4GHz以下

2.4GHz超
2.7GHz以下

2.7GHz超
3.4GHz以下

3.4GHz超
4.4GHz以下

35,723局 605局 19,502局 226局 18,118局 2,349局 110局 142局

39.55% 0.67% 21.59% 0.25% 20.06% 2.60% 0.12% 0.16%

27,164局 698局 17,317局 386局 17,100局 37,414局 143局 153局

23.90% 0.61% 15.24% 0.34% 15.05% 32.92% 0.13% 0.13%

25,439局 726局 15,516局 611局 16,312局 96,698局 152局 159局

15.00% 0.43% 9.15% 0.36% 9.62% 57.02% 0.09% 0.09%

平成28年度又は平成27年度

令和元年度又は平成30年度

令和3年度

4.4GHz超
5.85GHz以下

5.85GHz超
8.5GHz以下

8.5GHz超
10.25GHz以下

10.25GHz超
13.25GHz以下

13.25GHz超
21.2GHz以下

21.2GHz超
23.6GHz以下

23.6GHz超
36GHz以下

36GHz超

2,204局 1,646局 4,505局 1,234局 1,215局 26局 2,400局 328局
2.44% 1.82% 4.99% 1.37% 1.35% 0.03% 2.66% 0.36%

3,190局 1,613局 4,603局 1,007局 861局 22局 1,681局 297局
2.81% 1.42% 4.05% 0.89% 0.76% 0.02% 1.48% 0.26%

4,319局 1,560局 5,059局 882局 575局 21局 1,254局 301局
2.55% 0.92% 2.98% 0.52% 0.34% 0.01% 0.74% 0.18%

令和3年度

平成28年度又は平成27年度

令和元年度又は平成30年度
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周波数区分別に無線局数の割合を見ると、全国及び各総合通信局において、割合が最も大きい

周波数区分は、714MHz 超 960MHz以下、1.71GHz 超 2.4GHz 以下、2.4GHz 超 2.7GHz 以下、4.4GHz

超 5.85GHz 以下のいずれかである。  

図表－近－1－3 総合通信局ごとの周波数区分別無線局数の割合 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。

*2 0.005%未満については、0.00%と表示している。

*3 総合通信局ごとに、各周波数区分の中で無線局数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。

714MHz超
960MHz以下

960MHz超
1.215GHz以

下

1.215GHz超
1.4GHz以下

1.4GHz超
1.71GHz以下

1.71GHz超
2.4GHz以下

2.4GHz超
2.7GHz以下

2.7GHz超
3.4GHz以下

3.4GHz超
4.4GHz以下

全国 18.28% 0.61% 10.62% 6.60% 25.51% 23.25% 0.14% 0.16%

北海道 28.83% 0.61% 18.08% 0.20% 12.38% 4.16% 0.05% 0.08%

東北 16.71% 0.67% 21.62% 0.42% 28.77% 3.06% 0.10% 0.08%

関東 15.49% 0.66% 6.55% 13.19% 36.48% 19.43% 0.09% 0.22%

信越 19.67% 0.22% 23.24% 0.10% 23.94% 9.17% 0.15% 0.03%

北陸 26.69% 0.20% 20.56% 0.20% 18.69% 13.58% 0.03% 0.05%

東海 32.12% 0.72% 18.39% 0.15% 17.72% 11.12% 0.14% 0.19%

近畿 15.00% 0.43% 9.15% 0.36% 9.62% 57.02% 0.09% 0.09%

中国 13.70% 0.39% 15.33% 0.12% 18.51% 18.64% 0.31% 0.05%

四国 9.11% 0.25% 13.13% 0.23% 11.58% 30.62% 0.77% 0.04%

九州 31.70% 0.86% 16.25% 0.17% 15.26% 6.49% 0.28% 0.14%

沖縄 18.53% 1.75% 4.30% 0.40% 17.96% 4.01% 0.39% 0.42%

4.4GHz超
5.85GHz以下

5.85GHz超
8.5GHz以下

8.5GHz超
10.25GHz以

下

10.25GHz超
13.25GHz以

下

13.25GHz超
21.2GHz以下

21.2GHz超
23.6GHz以下

23.6GHz超
36GHz以下

36GHz超

全国 3.19% 1.57% 5.75% 1.11% 2.08% 0.01% 0.76% 0.35%

北海道 10.45% 2.55% 17.76% 1.51% 1.72% 0.02% 1.24% 0.35%

東北 5.23% 4.03% 13.46% 2.06% 2.08% 0.02% 1.27% 0.43%

関東 1.61% 0.63% 1.39% 0.56% 2.90% 0.01% 0.48% 0.31%

信越 5.84% 5.00% 4.44% 2.99% 2.51% 0.05% 1.86% 0.78%

北陸 2.23% 3.37% 9.57% 1.67% 1.42% 0.00% 1.33% 0.42%

東海 4.82% 2.65% 6.49% 2.47% 1.25% 0.02% 1.11% 0.65%

近畿 2.55% 0.92% 2.98% 0.52% 0.34% 0.01% 0.74% 0.18%

中国 5.07% 4.21% 16.67% 3.21% 1.70% 0.02% 1.38% 0.69%

四国 5.33% 3.44% 17.01% 2.81% 3.85% 0.03% 1.37% 0.43%

九州 3.77% 2.99% 17.92% 1.70% 1.27% 0.03% 0.83% 0.35%

沖縄 26.79% 3.35% 17.07% 1.13% 2.21% 0.01% 0.82% 0.86%
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第2款 714MHz 超 960MHz 以下の周波数の利用状況 

(1) 本周波数区分を利用する主な電波利用システム

本周波数区分を利用する電波利用システムは次のとおりである。

① 無線局免許等を要する電波利用システムの割当状況

② 電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合

*1 複数の電波利用システムを利用している免許人・無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細

は、第 2 章第 2 節を参照のこと。

*2 免許人数は、同一免許人が複数の総合通信局から免許を受けている場合、一免許人として集計している。詳細

は、第 2 章第 2 節を参照のこと。

*3 0.005%未満については、0.00%と表示している。

*4 〔-〕と表示している場合は、当該システムの無線局が存在しないことを示している。

*5 個別及び包括免許の無線局数の合算値を示している。

*6 登録人数を示している。

*7 個別及び包括登録の登録局数の合算値を示している。

免許人数 無線局数 無線局数の割合
800MHz帯映像FPU(陸上移動局) 0者 0局 -
800MHz帯映像FPU(携帯局) 0者 0局 -
800MHz帯デジタル特定ラジオマイク(A型)(陸上移動局) 0者 0局 -
炭坑用(基地局) 0者 0局 -
炭坑用(陸上移動局) 0者 0局 -
800MHz帯MCA陸上移動通信(基地局) 0者 0局 -
800MHz帯MCA陸上移動通信(陸上移動中継局) 1者 10局 0.04%
800MHz帯MCA陸上移動通信(陸上移動局) 690者 21,190局*5 83.30%
900MHz帯電波規正用無線局 1者 1局 0.00%
920MHz帯移動体識別(構内無線局(免許局)) 269者 1,277局 5.02%
920MHz帯移動体識別(構内無線局(登録局)) 296者*6 2,230局*7 8.77%
920MHz帯移動体識別(アクティブ系)(陸上移動局(登録局)) 7者*6 430局*7 1.69%
920MHz帯移動体識別(陸上移動局(免許局)) 4者 15局 0.06%
920MHz帯移動体識別(陸上移動局(登録局)) 53者*6 218局*7 0.86%
950MHz帯移動体識別(構内無線局(免許局)) 0者 0局 -
950MHz帯移動体識別(構内無線局(登録局)) 0者*6 0局*7 -
950MHz帯移動体識別(簡易無線局(登録局)) 0者*6 0局*7 -
実験試験局(714MHz超960MHz以下) 24者 60局 0.24%
その他(714MHz超960MHz以下) 7者 8局 0.03%

合計 1,352者 25,439局 100.0%
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③ 調査票設問一覧

表中に「○」が記載されている設問についてのみ評価を実施している。

カ テゴリ 1

○

○

予備電源を保有して

いる場合
予備電源による最大運用可能時間 ○

予備電源を保有して

いない場合
予備電源を保有していない理由 ※2

○

○

○

※2

○

○

○

※2

○

○

○

○

他システムからの移

行・代替の場合

移行・代替元システ

ム
※2

※2

他システムへの移

行・代替の場合

移行・代替先システ

ム（無線局数減少・

廃止が予定される場

合）

※2

○

増加予定の場合 ○

減少予定の場合 ※2

○

通信量を管理してる

場合
○

○

※2

計画無の場合 ※2

計画有の場合 ※2

○

○

調査票設問 /  電波利用システム

災害対策等

運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無

対策している場合

運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の具体的

内容

運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無

対策している場合
運用継続性の確保を目的とした運用管理

や体制等の対策の具体的内容

地震対策の有無

対策していない場合 地震対策を実施していない理由

水害対策の有無

対策していない場合 水害対策を実施していない理由

火災対策の有無

対策していない場合 火災対策を実施していない理由

運用時間
年間の送信日数

送信実績がある場合 一日の送信時間帯

今後の無線局

の増減予定

今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無

予定有の場合

増加予定の場合

無線局数増加理由

減少又は廃止予定

の場合

無線局数減少・廃止理由

今後の通信量

の増減予定

今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無

通信量増加理由

通信量減少理由

通信量の管理

通信量の管理の有無

最繁時の平均通信量

デジタル方式

の導入等

通信方式

アナログ方式を利用

している場合

デジタル方式の導入計画の有無

デジタル方式の導入予定がない理由

移行・代替先システム（デジタル方式の導

入予定がない場合）

社会的貢献性
電波を利用する社会的貢献性

電波を利用する社会的貢献性の具体的な内容

－ ：調査対象外である。		

※1 ：無線局が存在しない。

※2 ：他の設問の回答により、回答対象外となり、回答が存在しない。

〇 ：回答が存在する。

1：800MHz帯MCA陸上移動通信(陸上移動中継局)
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(2) 無線局の分布状況等についての評価

無線局数が年々減少傾向にある総合通信局が多かった。その一方で、北海道局及び関東局並び

に四国局においては、令和元年度又は平成 30年度から令和 3年度にかけて無線局が増加した。 

近畿局では、令和元年度又は平成 30年度から令和 3年度にかけて無線局が減少しており、令和

3年度では 25,439局となっている。 

減少の理由としては、920MHz帯移動体識別(構内無線局(登録局))や 920MHz帯移動体識別(構内

無線局(免許局))等増加しているシステムもある一方、800MHz 帯 MCA 陸上移動通信(陸上移動局)

が大きく減少（3,100 局）しているためである。 

図表－近－2－1 総合通信局別無線局数の推移 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。

いずれの総合通信局においても、800MHz帯 MCA陸上移動通信(陸上移動局)が最大割合となった。 

図表－近－2－2 総合通信局ごとのシステム別無線局数の割合 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。 

*2 0.005%未満については、0.00%と表示している。

*3 総合通信局ごとに、各周波数区分の中で無線局数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。

*4 〔-〕と表示している場合は、当該システムの無線局が存在しないことを示している。

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成28年度又は平成27年度 12,231 9,576 73,183 4,898 4,779 27,372 35,723 6,696 2,614 27,320 1,638

令和元年度又は平成30年度 10,618 6,864 66,385 3,229 4,120 21,850 27,164 6,247 2,411 21,953 1,593

令和3年度 11,096 6,464 72,821 3,083 3,923 21,332 25,439 5,511 2,644 21,438 1,423

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

（無線局数） 平成28年度又は平成27年度 令和元年度又は平成30年度 令和3年度

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄
800MHz帯映像FPU(陸上移動局) - - - - - - - - - - - -
800MHz帯映像FPU(携帯局) - - - - - - - - - - - -
800MHz帯デジタル特定ラジオマイク(A型)(陸上移動局) - - - - - - - - - - - -
炭坑用(基地局) - - - - - - - - - - - -
炭坑用(陸上移動局) - - - - - - - - - - - -
800MHz帯MCA陸上移動通信(基地局) - - - - - - - - - - - -
800MHz帯MCA陸上移動通信(陸上移動中継局) 0.07% 0.09% 0.25% 0.02% 0.32% 0.10% 0.08% 0.04% 0.20% 0.19% 0.12% 0.28%
800MHz帯MCA陸上移動通信(陸上移動局) 78.37% 95.14% 79.29% 67.32% 82.91% 86.77% 85.51% 83.30% 83.23% 64.90% 91.55% 87.84%
900MHz帯電波規正用無線局 0.00% - 0.02% - 0.03% 0.03% 0.00% 0.00% - - 0.00% -
920MHz帯移動体識別(構内無線局(免許局)) 3.48% 1.09% 4.41% 3.21% 4.25% 2.68% 3.98% 5.02% 4.19% 10.78% 2.11% 1.26%
920MHz帯移動体識別(構内無線局(登録局)) 9.63% 3.16% 9.78% 13.43% 9.70% 7.06% 6.20% 8.77% 9.98% 11.31% 4.65% 9.98%
920MHz帯移動体識別(アクティブ系)(陸上移動局(登録
局))

3.65% 0.17% 3.02% 6.52% 1.01% 1.20% 1.43% 1.69% 1.31% 11.72% 1.10% 0.07%

920MHz帯移動体識別(陸上移動局(免許局)) 0.08% - 0.06% 0.14% 0.06% 0.03% 0.04% 0.06% 0.11% - 0.01% -
920MHz帯移動体識別(陸上移動局(登録局)) 3.88% 0.07% 2.55% 7.80% 1.36% 1.58% 2.42% 0.86% 0.65% 0.61% 0.24% -
950MHz帯移動体識別(構内無線局(免許局)) - - - - - - - - - - - -
950MHz帯移動体識別(構内無線局(登録局)) - - - - - - - - - - - -
950MHz帯移動体識別(簡易無線局(登録局)) - - - - - - - - - - - -
実験試験局(714MHz超960MHz以下) 0.26% 0.10% 0.11% 0.37% 0.10% 0.43% 0.22% 0.24% 0.16% 0.19% 0.08% 0.21%
その他(714MHz超960MHz以下) 0.59% 0.17% 0.53% 1.20% 0.26% 0.13% 0.12% 0.03% 0.16% 0.30% 0.14% 0.35%
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無線局数が多い上位 6 システムの増減の傾向は様々であった。920MHz 帯移動体識別(陸上移動

局(登録局))については、過去の調査時には 0 局であったが、令和 3 年度には無線局が存在した。 

920MHz 帯移動体識別(陸上移動局(免許局))、920MHz 帯移動体識別(アクティブ系)(陸上移動局

(登録局))及び 920MHz 帯移動体識別(陸上移動局(登録局))は、令和元年度又は平成 30 年度では、

それぞれ 0 局、92局、0 局であったが、令和 3 年度では 15 局、430 局、218局となっている。こ

の理由は、平成 31 年にそれまで構内無線局として制度整備されていた 920MHz 帯移動体識別用無

線局を構外で使用することが可能な陸上移動局として制度整備されたことにより増加したもので

ある。 

図表－近－2－3 システム別無線局数の推移 

*1 「その他」には上記の表に表示している電波利用システムが含まれている。

*2 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。

800MHz帯MCA陸上移動

通信(陸上移動局)

920MHz帯移動体識別

(構内無線局(登録局))

920MHz帯移動体識別

(構内無線局(免許局))

920MHz帯移動体識別

(アクティブ系)(陸上

移動局(登録局))

920MHz帯移動体識別

(陸上移動局(登録局))

実験試験局(714MHz超

960MHz以下)
その他

平成28年度又は平成27年度 32,157 435 501 8 0 61 2,561

令和元年度又は平成30年度 24,290 1,699 983 92 0 51 49

令和3年度 21,190 2,230 1,277 430 218 60 34

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

（無線局数） 平成28年度又は平成27年度 令和元年度又は平成30年度 令和3年度

平成28年度又は
平成27年度

令和元年度又は平
成30年度

令和3年度

920MHz帯移動体識別(陸上移動局(免許局)) 0 0 15

800MHz帯MCA陸上移動通信(陸上移動中継局) 10 10 10

その他(714MHz超960MHz以下) 441 38 8

900MHz帯電波規正用無線局 1 1 1

800MHz帯映像FPU(陸上移動局) 0 0 0

800MHz帯映像FPU(携帯局) 13 0 0

800MHz帯デジタル特定ラジオマイク(A型)(陸上移動局) 2,077 0 0

炭坑用(基地局) 0 0 0

炭坑用(陸上移動局) 0 0 0

800MHz帯MCA陸上移動通信(基地局) 0 0 0

950MHz帯移動体識別(構内無線局(免許局)) 0 0 0

950MHz帯移動体識別(構内無線局(登録局)) 19 0 0

950MHz帯移動体識別(簡易無線局(登録局)) 0 0 0
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(3) 無線局の具体的な使用実態

① 運用時間

「年間の送信日数」では、免許人 1者を対象としている。

当該免許人は、「365日」と回答した。

「一日の送信時間帯」では、「年間の送信日数」において、「送信実績がある」と回答した免許

人 1者を対象としている。 

800MHz 帯 MCA 陸上移動通信(陸上移動中継局)の当該免許人は、24 時間送信していると回答し

た。 

② 災害対策等

「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無」では、免許人 1 者を対象として

いる。 

当該免許人は、「全ての無線局について対策を実施している」と回答した。 

「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の具体的内容」では、「運用継続性の確保

を目的とした設備や装置等の対策の有無」において、「全ての無線局について対策を実施している」

又は「一部の無線局について対策を実施している」と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「無線設備を構成する一部の装置や代替部品を保有している」、「予備電源を保有

している」、「設備や装置等の保守を委託している」と回答した。 

「予備電源による最大運用可能時間」では、「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対

策の具体的内容」において、「予備電源を保有している」と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「72時間（3 日）以上」と回答した。 

「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無」では、免許人 1 者を対象と

している。 

当該免許人は、「全ての無線局について対策を実施している」と回答した。 

「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の具体的内容」では、「運用継続性の

確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無」において、「全ての無線局について対策を実施

している」又は「一部の無線局について対策を実施している」と回答した免許人 1 者を対象とし

ている。 

当該免許人は、「運用状況を常時監視（遠隔含む）している」、「復旧要員の常時体制を構築して

いる」、「定期保守点検を実施している」、「防災訓練や慣熟訓練を実施している」、「非常時に備え

たマニュアルを策定している」、「運用管理や保守等を委託している」と回答した。 
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「地震対策の有無」では、免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「全ての無線局について地震対策を実施している」と回答した。 

「水害対策の有無」では、免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「一部の無線局について水害対策を実施している」と回答した。 

「水害対策を実施していない理由」は、「水害対策の有無」において、「一部の無線局について

水害対策を実施している」又は「水害対策を実施していない」と回答した免許人 1 者を対象とし

ている。 

当該免許人は、「自己以外の要因で水害対策が困難であるため」、「水害対策が必要の無い設置場

所（浸水区域ではない、高所である、建物内の２階以上である等）であるため」と回答した。 

「火災対策の有無」では、免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「全ての無線局について火災対策を実施している」と回答した。
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(4) 電波を有効利用するための計画(他の電気通信手段への代替可能性及び使用周波数の移

行計画等を含む。)  

① 今後の無線局の増減予定 

 

「今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無」では、免許人 1者を対象とし

ている。 

当該免許人は、「無線局数は増加予定」と回答した。 

 

 

「無線局数増加理由」は、「今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無」に

おいて、「無線局数は増加予定」と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「新規導入を予定しているため」と回答した。 

 

 

② 今後の通信量の増減予定  

「通信量の管理の有無」では、免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「全ての無線局について通信量を管理している」と回答した。 

 

 

本図表では、「通信量の管理の有無」において、「全ての無線局について通信量を管理している」

又は「一部の無線局について通信量を管理している」と回答した免許人 1者を対象としている。 

「最繁時の平均通信量」に対する回答は、データ通信量、音声通信量ともに 0.0Mbps となって

おり、ほとんど通信が行われていない。 

 

図表－近－2－4 最繁時の平均通信量

 
*1 音声通信量は通話時間を実際のデジタル伝送速度をもとに換算している。 

*2 データ通信量はパケットを含む。 

*3 最繁時の通信量は、音声とデータの合計通信量が最大となる通信量としている。 

*4 0.005 未満については、0.00 と表示している。 

 

 

「今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無」では、免許人 1者を対象として

いる。 

当該免許人は、「通信量は増加予定」と回答した。 

 

 

「通信量増加理由」では、「今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無」にお

いて、「通信量は増加予定」と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「現在の通信量より大容量の通信を行う予定のため」、「通信の頻度が増加する予

定のため」と回答した。 

 

 

 

電波利用システム名 小項目 全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄
音声通信量 [Mbps/局] 0.69 10.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
データ通信量 [Mbps/局] 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

800MHz帯MCA陸上移動通
信(陸上移動中継局)
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③ デジタル方式の導入等

「通信方式」では、免許人 1者を対象としている。

当該免許人は、「デジタル方式を利用」と回答した。

(5) 電波利用システムの社会的貢献性

① 社会的貢献性

「電波を利用する社会的貢献性」では、免許人 1者を対象としている。

当該免許人は、「非常時等における国民の生命及び財産の保護」、「国民生活の利便の向上、新規

事業及び雇用の創出その他の経済発展」と回答した。 

なお、具体的な内容としては、800MHz帯 MCA陸上移動通信(陸上移動中継局)については「自営

用無線として自治体や各種企業が防災等の目的で利用する」や「国民生活の利便の向上及び生命

や財産の保護に寄与する」と回答した免許人が多かった。 

(6) 総合評価

① 周波数割当ての動向

第 4章第 2節第 2款(6)総合評価①周波数割り当ての動向と同様のため、記載を割愛する。

② 電波に関する需要の動向

第 4章第 2節第 2款(6)総合評価②電波に関する需要の動向と同様のため、記載を割愛する。

③ 総括

本周波数区分は、800MHz帯 MCA陸上移動通信システムが全体の８割を超えており、24時間 365

日常時利用されている。 

当該システムは、自営用無線として自治体等が防災等の目的で利用する等、非常時等における

国民の生命及び財産の保護に寄与しており、社会的貢献性が高い。また、運動継続性の確保を目

的とした取り組みは、予備電源の確保や非常時のマニュアルの策定などにより、適切に実施され

ている。 

また、高度 MCA 陸上移動通信システムが令和 3 年 4 月にサービスが開始されたことにより、

800MHz 帯 MCA陸上移動通信システムは、高度 MCA陸上移動通信システムへ移行が進むものと想定

されるところであり、今後、早期に移行を促進するとともに新たな無線システムの導入に向けた

技術的条件等について検討を進めることが適当である。 

さらに、920MHz 帯移動識別システムは、平成 31 年に利用可能な無線局が拡大されたことを受

け、無線局数は増加傾向にあり、新たな利用ニーズの需要はより高まっていることがうかがえる。 
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第3款 960MHz 超 1.215GHz 以下の周波数の利用状況 

(1) 本周波数区分を利用する主な電波利用システム 

本周波数区分を利用する電波利用システムは次のとおりである。 

① 無線局免許等を要する電波利用システムの割当状況 

 
 

 

 

② 電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している免許人・無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細

は、第 2 章第 2 節を参照のこと。  

*2 免許人数は、同一免許人が複数の総合通信局から免許を受けている場合、一免許人として集計している。詳細

は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*3 0.005%未満については、0.00%と表示している。 

*4 〔-〕と表示している場合は、当該システムの無線局が存在しないことを示している。 

  

免許人数 無線局数 無線局数の割合
航空用DME／TACAN(無線航行陸上局) 2者 17局 2.34%
航空用DME／TACAN(航空機局) 73者 227局 31.27%
航空交通管制用レーダービーコンシステム(ATCRBS)・二次監視レーダー
(SSR)又は洋上航空路監視レーダー(ORSR)

1者 7局 0.96%

航空交通管制用レーダービーコンシステム(ATCRBS)・ATCトランスポンダ
(無線航行移動局)

0者 0局 -

航空交通管制用レーダービーコンシステム(ATCRBS)・ATCトランスポンダ
(航空機局)

115者 304局 41.87%

航空機衝突防止システム(ACAS) 33者 150局 20.66%
RPM・マルチラテレーション 1者 3局 0.41%
実験試験局(960MHz超1.215GHz以下) 1者 3局 0.41%
その他(960MHz超1.215GHz以下) 2者 15局 2.07%

合計 228者 726局 100.0%
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③ 調査票設問一覧   

表中に「○」が記載されている設問についてのみ評価を実施している。 

 

 

  

カ テゴリ 1 2 3

○ ○ ○

○ ○ ○

予備電源を保有して

いる場合
予備電源による最大運用可能時間 ○ ○ ○

予備電源を保有して

いない場合
予備電源を保有していない理由 ※2 ※2 ※2

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

※2 ※2 ※2

○ ○ ○

※2 ※2 ※2

○ ○ ○

※2 ※2 ※2

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

※2 ※2 ※2

他システムからの移

行・代替の場合
移行・代替元システム ※2 ※2 ※2

※2 ※2 ※2

他システムへの移

行・代替の場合

移行・代替先システム

（無線局数減少・廃止

が予定される場合）

※2 ※2 ※2

○ ○ ○

増加予定の場合 ※2 ※2 ※2

減少予定の場合 ※2 ※2 ※2

○ ○ ○

- - -

- - -

○ ○ ○

○ ○ ○
社会的貢献性

電波を利用する社会的貢献性

電波を利用する社会的貢献性の具体的な内容

－ ：調査対象外である。		

※1 ：無線局が存在しない。	

※2 ：他の設問の回答により、回答対象外となり、回答が存在しない。		

〇 ：回答が存在する。

1：航空用DME／TACAN(無線航行陸上局)

2：航空交通管制用レーダービーコンシステム(ATCRBS)・二次監視レーダー(SSR)又は洋上航空路監視レーダー(ORSR)

3：RPM・マルチラテレーショ ン

デジタル方式

の導入等

レーダー技術の高度化の予定

受信フィルタ（混信低減・除去を行う)

送信フィルタ（帯域外輻射を抑圧する）

今後の通信量

の増減予定

今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無

通信量増加理由

通信量減少理由

今後の無線局

の増減予定

今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無

予定有の場合

増加予定の場合

無線局数増加理由

減少又は廃止予定

の場合

無線局数減少・廃止理由

火災対策を実施していない理由

運用時間
年間の送信日数

送信実績がある場合 一日の送信時間帯

調査票設問 /  電波利用システム

災害対策等

運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無

対策している場合

運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の具体的内

容

運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無

対策している場合
運用継続性の確保を目的とした運用管理や

体制等の対策の具体的内容

地震対策の有無

対策していない場合 地震対策を実施していない理由

水害対策の有無

対策していない場合 水害対策を実施していない理由

火災対策の有無

対策していない場合
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(2) 無線局の分布状況等についての評価 

無線局数が年々増加傾向にある総合通信局が多かった。その一方で、関東局及び九州局におい

ては、令和元年度又は平成 30年度から令和 3年度にかけて無線局が減少した。 

近畿局では、全体と同じ傾向で、令和元年度又は平成 30年度から令和 3年度にかけて増加して

おり、令和 3年度では 726局と関東局に次いで多い。 

増加の理由としては、航空用 DME／TACAN(航空機局)、航空機衝突防止システム(ACAS)等が増加

したためである。 

 

図表－近－3－1 総合通信局別無線局数の推移 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。 

  

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成28年度又は平成27年度 171 241 2,825 40 30 432 605 125 68 528 101

令和元年度又は平成30年度 219 250 3,221 30 28 473 698 139 70 592 103

令和3年度 236 260 3,107 35 29 477 726 157 72 579 134

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

（無線局数） 平成28年度又は平成27年度 令和元年度又は平成30年度 令和3年度
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いずれの総合通信局においても、航空交通管制用レーダービーコンシステム(ATCRBS)・ATC ト

ランスポンダ(航空機局)が最大割合となった。 

 

図表－近－3－2 総合通信局ごとのシステム別無線局数の割合 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。 

*2 0.005%未満については、0.00%と表示している。 

*3 総合通信局ごとに、各周波数区分の中で無線局数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。  

*4 〔-〕と表示している場合は、当該システムの無線局が存在しないことを示している。 

 

 

 

無線局数が多い上位 6システムのうち、上位 3システムは年々増加傾向にあり、それ以外のシ

ステムについては、ほぼ横ばいであることが分かる。 

 

図表－近－3－3 システム別無線局数の推移

 

 

*1 「その他」には上記の表に表示している電波利用システムが含まれている。 

*2 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。  

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄
航空用DME／TACAN(無線航行陸上局) 3.30% 11.86% 7.31% 0.93% 8.57% 17.24% 1.89% 2.34% 12.10% 13.89% 6.22% 12.69%
航空用DME／TACAN(航空機局) 30.16% 24.15% 25.77% 31.83% 17.14% 17.24% 30.19% 31.27% 23.57% 26.39% 28.67% 26.87%
航空交通管制用レーダービーコンシステム(ATCRBS)・
二次監視レーダー(SSR)又は洋上航空路監視レーダー
(ORSR)

1.79% 2.97% 3.08% 0.87% 2.86% 3.45% 1.05% 0.96% 3.18% 5.56% 5.35% 5.97%

航空交通管制用レーダービーコンシステム(ATCRBS)・
ATCトランスポンダ(無線航行移動局)

0.10% - - 0.19% - - - - - - - -

航空交通管制用レーダービーコンシステム(ATCRBS)・
ATCトランスポンダ(航空機局)

39.19% 39.41% 39.23% 38.30% 57.14% 48.28% 41.30% 41.87% 47.13% 40.28% 37.65% 27.61%

航空機衝突防止システム(ACAS) 23.14% 14.41% 16.92% 26.23% 14.29% 10.34% 24.95% 20.66% 13.38% 11.11% 19.86% 23.13%
RPM・マルチラテレーション 0.65% 2.54% 2.69% 0.19% - 3.45% 0.42% 0.41% 0.64% 2.78% 1.04% 2.99%
実験試験局(960MHz超1.215GHz以下) 0.79% 0.42% 5.00% 0.93% - - - 0.41% - - - -
その他(960MHz超1.215GHz以下) 0.86% 4.24% - 0.51% - - 0.21% 2.07% - - 1.21% 0.75%

航空交通管制用レー

ダービーコンシステム

(ATCRBS)・ATCトラン

スポンダ(航空機局)

航空用DME／TACAN(航

空機局)

航空機衝突防止システ

ム(ACAS)

航空用DME／TACAN(無

線航行陸上局)

その他(960MHz超

1.215GHz以下)

航空交通管制用レー

ダービーコンシステム

(ATCRBS)・二次監視

レーダー(SSR)又は洋

上航空路監視レーダー

(ORSR)

その他

平成28年度又は平成27年度 265 184 105 21 14 8 8

令和元年度又は平成30年度 298 212 140 19 14 8 7

令和3年度 304 227 150 17 15 7 6

0

50

100

150

200

250

300

350

（無線局数） 平成28年度又は平成27年度 令和元年度又は平成30年度 令和3年度

平成28年度又
は平成27年度

令和元年度又
は平成30年度

令和3年度

RPM・マルチラテレーション 3 3 3

実験試験局(960MHz超1.215GHz以下) 5 4 3

航空交通管制用レーダービーコンシステム(ATCRBS)・ATCトランスポンダ(無線航行移動
局)

0 0 0
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(3) 無線局の具体的な使用実態  

① 運用時間  

「年間の送信日数」では、免許人 4者を対象としている。 

全ての免許人が、「365 日」と回答した。 

 

 

本図表では、「年間の送信日数」において、「送信実績がある」と回答した免許人 4 者を対象と

している。 

「一日の送信時間帯」をみると、航空用 DME／TACAN(無線航行陸上局)は早朝と夜間に送信して

いると回答した免許人の割合が比較的小さくなっている。その他のシステムは全ての免許人が 24

時間送信している。 

図表－近－3－4 一日の送信時間帯

 
*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 送信状態とは、電波を送信(発射)している状態の時間帯で、電波を受信している状態のみの時間帯は含まない。 

*3 送信実績がある日のうち、代表的な電波を発射している日（電波を発射している状態（送信状態）の時間帯のパ

ターンとして最も実績が多い時間帯を含む日）に基づく、電波を発射している時間帯の回答を示している。 

*4 複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

 

 

 

  

0～1

時

1～2

時

2～3

時

3～4

時

4～5

時

5～6

時

6～7

時

7～8

時

8～9

時

9～10

時

10～

11時

11～

12時

12～

13時

13～

14時

14～

15時

15～

16時

16～

17時

17～

18時

18～

19時

19～

20時

20～

21時

21～

22時

22～

23時

23～

24時

航空用DME／TACAN(無線航行陸上局) 50.0% 50.0% 50.0% 50.0% 50.0% 50.0% 50.0% 50.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%50.0% 50.0% 50.0% 50.0% 50.0% 50.0%

航空交通管制用レーダービーコンシステム(ATCRBS)・二次監視レー

ダー(SSR)又は洋上航空路監視レーダー(ORSR)
100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%

RPM・マルチラテレーション 100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%
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② 災害対策等  

「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無」では免許人 4 者を対象としてい

る。 

全ての免許人が、「全ての無線局について対策を実施している」と回答した。 

 

 

 

 

「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の具体的内容」では、「運用継続性の確保

を目的とした設備や装置等の対策の有無」において、「全ての無線局について対策を実施している」

又は「一部の無線局について対策を実施している」と回答した免許人 4者を対象としている。 

「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の具体的内容」に対する回答は、「無線設

備を構成する一部の装置や代替部品を保有している」、「予備電源を保有している」、「設備や装置

等の保守を委託している」が多かった。 

 

 

 

「予備電源による最大運用可能時間」では、「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対

策の具体的内容」において、「予備電源を保有している」と回答した免許人 4者を対象としている。 

「予備電源による最大運用可能時間」に対する回答は、「48 時間（2日）以上 72時間（3日）未

満」、「72 時間（3日）以上」が多かった。 

 

 

 

「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無」では、免許人 4 者を対象と

している。 

全ての免許人が、「全ての無線局について対策を実施している」と回答した。 
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本図表では、「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無」において、「全

ての無線局について対策を実施している」又は「一部の無線局について対策を実施している」と

回答した免許人 4者を対象としている。 

「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の具体的内容」に対する回答は、「非

常時に備えたマニュアルを策定している」、「その他」を除く全ての選択肢で多かった。 

 

図表－近－3－5 運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の具体的内容

 
*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 有効回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*4 システムごとに、回答割合が最も大きい選択肢の値に網掛けをしている。 

*5 当該設問は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

*6 複数の無線局を保有している場合、全て又は一部の無線局でも対策を実施していれば該当する全ての選択肢を回

答している。 

 

 

 

 

「地震対策の有無」では、免許人 4者を対象としている。 

全ての免許人が、「全ての無線局について地震対策を実施している」と回答した。 

 

 

「水害対策の有無」では、免許人 4者を対象としている。 

全ての免許人が、「全ての無線局について水害対策を実施している」と回答した。 

 

 

「火災対策の有無」では、免許人 4者を対象としている。 

全ての免許人が、「全ての無線局について火災対策を実施している」と回答した。 

  

有効回答数

運用状況を常
時監視（遠隔
含む）してい

る

復旧要員の常
時体制を構築
している

定期保守点検
を実施してい

る

防災訓練や慣
熟訓練を実施
している

非常時に備え
たマニュアル
を策定してい

る

非常時におけ
る代替運用手
順を規定して

いる

運用管理や保
守等を委託し

ている
その他

航空用DME／TACAN(無線航行陸上局) 2 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 50.0% 50.0% 100.0% 0.0%

航空交通管制用レーダービーコンシ
ステム(ATCRBS)・二次監視レーダー
(SSR)又は洋上航空路監視レーダー
(ORSR)

1 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0%

RPM・マルチラテレーション 1 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0%
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(4) 電波を有効利用するための計画(他の電気通信手段への代替可能性及び使用周波数の移

行計画等を含む。)  

① 今後の無線局の増減予定 

「今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無」では、免許人 4者を対象とし

ている。 

全ての免許人が、「無線局数の増減の予定なし」と回答した。 

 

 

② 今後の通信量の増減予定  

「今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無」では、免許人 4者を対象として

いる。 

全ての免許人が、「通信量の増減の予定なし」と回答した。 

 

 

③ デジタル方式の導入等 

本図表では、免許人 4者を対象としている。 

「レーダー技術の高度化の予定」に対する回答は、「導入済み・導入中」、「導入予定なし」が

多かった。  

図表－近－3－6 レーダー技術の高度化の予定

 

*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 有効回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*4 システムごとに、回答割合が最も大きい選択肢の値に網掛けをしている。 

*5 当該設問は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

 

 

 

 

 

 

  

有効回答数 導入済み・導入中 3年以内に導入予定 3年超に導入予定 導入予定なし

航空用DME／TACAN(無線航行陸上局) 2 50.0% 0.0% 0.0% 50.0%

航空交通管制用レーダービーコンシ
ステム(ATCRBS)・二次監視レーダー
(SSR)又は洋上航空路監視レーダー
(ORSR)

1 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

RPM・マルチラテレーション 1 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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(5) 電波利用システムの社会的貢献性 

① 社会的貢献性  

「電波を利用する社会的貢献性」では、免許人 4者を対象としている。 

「電波を利用する社会的貢献性」に対する回答は、「国民生活の利便の向上、新規事業及び雇用

の創出その他の経済発展」、「国の安全確保及び公共の秩序維持」が多かった。 

なお、具体的な内容としては、RPM・マルチラテレーションでは「航空交通の安全確保のため当

該無線施設が利用されており、当該利用は国民生活の利便の向上に寄与する」、航空交通管制用レ

ーダービーコンシステム(ATCRBS)・二次監視レーダー(SSR)又は洋上航空路監視レーダー(ORSR)で

は「航空機の出発・進入の誘導及び航空機相互間の設定等ターミナル・レーダー管制業務に使用

しており、当該利用は国民生活の利便の向上に寄与する」、航空用 DME／TACAN(無線航行陸上局)で

は「航空機が利用する航空保安無線施設であり、当該利用は国民生活の利便の向上に寄与する」

と回答した免許人が多かった。 

 

 

 

(6) 総合評価 

② 周波数割当ての動向  

第 4章第 2節第 2款(6)総合評価①周波数割り当ての動向と同様のため、記載を割愛する。 

 

 

③ 電波に関する需要の動向 

第 4章第 2節第 2款(6)総合評価②電波に関する需要の動向と同様のため、記載を割愛する。 

 

 

 

④ 総括 

本周波数区分は、国際的に航空無線航行業務に分配された周波数帯であり、国内の無線局だけ

でなく、外国の無線局（航空機局）との通信にも利用されている。 

災害対策等において、予備電源の確保などの設備面、復旧要員の常時体制の構築などの体制面

の対策を行われており、運用管理の取組状況の充実も図られており、また、国民生活の利便の向

上、新規事業及び雇用の創出その他の経済発展に寄与しており、社会貢献性が高いものと考えら

れる。 

国際的な整合性等から判断すると、本周波数区分は適切に利用されている。 

なお、航空無線航行に利用される電波利用システムは、国際的に使用周波数等が決められてい

ることから、他の周波数帯へ移行又は他の電気通信手段へ大体することは困難であり、無線局数

についても今後大きな状況の変化はないと考えられる。 
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第4款 1.215GHz 超 1.4GHz 以下の周波数の利用状況 

(1) 本周波数区分を利用する主な電波利用システム

本周波数区分を利用する電波利用システムは次のとおりである。

① 無線局免許等を要する電波利用システムの割当状況

② 電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合

 

*1 複数の電波利用システムを利用している免許人・無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細

は、第 2 章第 2 節を参照のこと。

*2 免許人数は、同一免許人が複数の総合通信局から免許を受けている場合、一免許人として集計している。詳細

は、第 2 章第 2 節を参照のこと。

*3 0.005%未満については、0.00%と表示している。

*4 〔-〕と表示している場合は、当該システムの無線局が存在しないことを示している。

免許人数 無線局数 無線局数の割合
災害時救出用近距離レーダー 4者 5局 0.03%
テレメータ・テレコントロール・データ伝送用(構内無線局) 0者 0局 -
1.2GHz帯アマチュア無線 13,028者 13,446局 86.66%
1.2GHz帯画像伝送用携帯局 21者 30局 0.19%
1.2GHz帯電波規正用無線局 0者 0局 -
航空路監視レーダー(ARSR) 0者 0局 -
1.2GHz帯映像FPU(陸上移動局) 0者 0局 -
1.2GHz帯映像FPU(携帯局) 5者 20局 0.13%
1.2GHz帯特定ラジオマイク・1.2GHz帯デジタル特定ラジオマイク(A
型)(陸上移動局)

109者 2,007局 12.94%

1.3GHz帯ウインドプロファイラレーダー 1者 1局 0.01%
実験試験局(1.215GHz超1.4GHz以下) 3者 7局 0.05%
その他(1.215GHz超1.4GHz以下) 0者 0局 -

合計 13,171者 15,516局 100.0%

7-21



③ 調査票設問一覧   

表中に「○」が記載されている設問についてのみ評価を実施している。 

 

 

  

カ テゴリ 1 2 3 4

※1 - - ○

※1 - - ○

予備電源を保有して

いる場合
予備電源による最大運用可能時間 ※1 - - ○

予備電源を保有して

いない場合
予備電源を保有していない理由 ※1 - - ※2

※1 - - ○

※1 - - ○

- ※1 ○ -

- ※1 ○ -

※1 - - ○

※1 - - ※2

※1 - - ○

※1 - - ○

※1 - - ○

※1 - - ※2

※1 ※1 ○ ○

※1 ※1 ○ ○

- - - -

災害時の放送番組

の素材中継に使用し

ている場合

- - - -

※1 ※1 ○ ○

※1 ※1 ※2 ※2

他システムからの移

行・代替の場合

移行・代替元システ

ム
※1 ※1 ※2 ※2

※1 ※1 ※2 ※2

他システムへの移

行・代替の場合

移行・代替先システ

ム（無線局数減少・

廃止が予定される場

合）

※1 ※1 ※2 ※2

※1 ※1 ○ ○

増加予定の場合 ※1 ※1 ○ ※2

減少予定の場合 ※1 ※1 ※2 ※2

- ※1 ○ -

- ※1 ※2 -

計画無の場合 - ※1 ※2 -

計画有の場合 - ※1 ※2 -

※1 - - ○

- - - -

- - - -

※1 ※1 ○ ○

※1 ※1 ○ ○
社会的貢献性

電波を利用する社会的貢献性

電波を利用する社会的貢献性の具体的な内容

－ ：調査対象外である。		

※1 ：無線局が存在しない。	

※2 ：他の設問の回答により、回答対象外となり、回答が存在しない。		

〇 ：回答が存在する。

1：航空路監視レーダー(ARSR)

2：1.2GHz帯映像FPU(陸上移動局)

3：1.2GHz帯映像FPU(携帯局)

4：1.3GHz帯ウインドプロファイラレーダー

デジタル方式

の導入等

通信方式

アナログ方式を利用

している場合

デジタル方式の導入計画の有無

デジタル方式の導入予定がない理由

移行・代替先システム（デジタル方式の導

入予定がない場合）

レーダー技術の高度化の予定

受信フィルタ（混信低減・除去を行う)

送信フィルタ（帯域外輻射を抑圧する）

対策していない場合 水害対策を実施していない理由

今後の通信量

の増減予定

今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無

通信量増加理由

通信量減少理由

今後の無線局

の増減予定

今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無

予定有の場合

増加予定の場合

無線局数増加理由

減少又は廃止予定

の場合

無線局数減少・廃止理由

対策していない場合 火災対策を実施していない理由

運用時間

年間の送信日数

送信実績がある場合 一日の送信時間帯

無線局の運用状態

災害時の運用日数

調査票設問 /  電波利用システム

災害対策等

運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無

対策している場合

運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の具体的

内容

運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無

対策している場合
運用継続性の確保を目的とした運用管理

や体制等の対策の具体的内容

運用継続性の確保のための対策の有無

対策している場合
運用継続性の確保のための対策の具体的

内容

地震対策の有無

対策していない場合 地震対策を実施していない理由

水害対策の有無

火災対策の有無
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(2) 無線局の分布状況等についての評価 

無線局数が年々減少傾向にある総合通信局が多かった。その一方で、沖縄事務所においては、

年々増加傾向にあった。 

近畿局では、全体と同じ傾向で、令和元年度又は平成 30年度から令和 3年度にかけて減少し

ているが、令和 3年度では 15,516局で、関東局に次いで多い。 

減少の理由としては、1.2GHz 帯アマチュア無線が減少したためである。 

 

図表－近－4－1 総合通信局別無線局数の推移 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。 

 

  

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成28年度又は平成27年度 8,824 10,954 31,104 4,777 4,079 15,912 19,502 8,130 4,531 13,420 316

令和元年度又は平成30年度 7,812 9,397 31,764 4,156 3,531 13,716 17,317 6,984 4,188 11,890 320

令和3年度 6,961 8,363 30,766 3,644 3,022 12,213 15,516 6,169 3,809 10,987 330

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

（無線局数） 平成28年度又は平成27年度 令和元年度又は平成30年度 令和3年度
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いずれの総合通信局においても、1.2GHz 帯アマチュア無線が最大割合となった。 

 

図表－近－4－2 総合通信局ごとのシステム別無線局数の割合 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。  

*2 0.005%未満については、0.00%と表示している。 

*3 総合通信局ごとに、各周波数区分の中で無線局数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。  

*4 〔-〕と表示している場合は、当該システムの無線局が存在しないことを示している。 

 

 

 

無線局数が多い上位 6システムについて、増減の傾向は様々であった。1位の 1.2GHz 帯アマ

チュア無線について年々減少傾向であるが、2位の 1.2GHz 帯特定ラジオマイク・1.2GHz 帯デジ

タル特定ラジオマイク(A 型)(陸上移動局)については年々増加傾向であることが分かる。 

 

図表－近－4－3 システム別無線局数の推移 

 

 

*1 「その他」には上記の表に表示している電波利用システムが含まれている。 

*2 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。  

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄
災害時救出用近距離レーダー 0.01% 0.01% - 0.01% - - 0.01% 0.03% 0.02% 0.03% 0.02% -
テレメータ・テレコントロール・データ伝送用(構内無
線局)

0.04% - - 0.13% - - - - - - - -

1.2GHz帯アマチュア無線 84.83% 94.05% 90.55% 73.55% 90.70% 85.54% 92.70% 86.66% 89.53% 90.42% 88.71% 66.36%
1.2GHz帯画像伝送用携帯局 0.22% 0.24% 0.23% 0.27% 0.52% 0.33% 0.09% 0.19% 0.23% 0.11% 0.18% 0.61%
1.2GHz帯電波規正用無線局 0.00% 0.01% - 0.00% - - 0.01% - - 0.03% - -
航空路監視レーダー(ARSR) - - - - - - - - - - - -
1.2GHz帯映像FPU(陸上移動局) - - - - - - - - - - - -
1.2GHz帯映像FPU(携帯局) 0.12% 0.03% 0.08% 0.17% - 0.07% 0.07% 0.13% 0.13% 0.18% 0.12% -
1.2GHz帯特定ラジオマイク・1.2GHz帯デジタル特定ラ
ジオマイク(A型)(陸上移動局)

14.70% 5.60% 9.09% 25.74% 8.75% 14.03% 7.09% 12.94% 10.07% 9.16% 10.89% 32.42%

1.3GHz帯ウインドプロファイラレーダー 0.03% 0.04% 0.05% 0.02% 0.03% 0.03% 0.02% 0.01% 0.03% 0.08% 0.07% 0.61%
実験試験局(1.215GHz超1.4GHz以下) 0.04% - - 0.12% - - - 0.05% - - - -
その他(1.215GHz超1.4GHz以下) - - - - - - - - - - - -

1.2GHz帯アマチュア無

線

1.2GHz帯特定ラジオマ

イク・1.2GHz帯デジタ

ル特定ラジオマイク(A

型)(陸上移動局)

1.2GHz帯画像伝送用携

帯局

1.2GHz帯映像FPU(携帯

局)

実験試験局(1.215GHz

超1.4GHz以下)

災害時救出用近距離

レーダー
その他

平成28年度又は平成27年度 18,290 1,154 37 1 12 5 3

令和元年度又は平成30年度 15,373 1,866 42 20 8 6 2

令和3年度 13,446 2,007 30 20 7 5 1

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

（無線局数） 平成28年度又は平成27年度 令和元年度又は平成30年度 令和3年度

平成28年度又
は平成27年度

令和元年度又
は平成30年度

令和3年度

1.3GHz帯ウインドプロファイラレーダー 0 1 1

テレメータ・テレコントロール・データ伝送用(構内無線局) 0 0 0

1.2GHz帯電波規正用無線局 3 1 0

航空路監視レーダー(ARSR) 0 0 0

1.2GHz帯映像FPU(陸上移動局) 0 0 0

その他(1.215GHz超1.4GHz以下) 0 0 0
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(3) 無線局の具体的な使用実態  

① 運用時間  

「年間の送信日数」では、免許人 6者を対象としている。 

「年間の送信日数」に対する回答は、「365日」、「1日～30日」が多かった。 

 

 

 

本図表では、「年間の送信日数」において、「送信実績がある」と回答した免許人 6 者を対象と

している。 

「一日の送信時間帯」を見ると、1.2GHz 帯映像 FPU(携帯局)では早朝、夜間は送信していない

が、日中から夕方にかけて送信している割合が高くなっている。一方で、1.3GHz 帯ウインドプロ

ファイラレーダーでは全ての免許人が 24時間送信している。 

 

図表－近－4－4 一日の送信時間帯

 
*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 送信状態とは、電波を送信(発射)している状態の時間帯で、電波を受信している状態のみの時間帯は含まない。 

*3 送信実績がある日のうち、代表的な電波を発射している日（電波を発射している状態（送信状態）の時間帯のパ

ターンとして最も実績が多い時間帯を含む日）に基づく、電波を発射している時間帯の回答を示している。 

*4 複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

 

 

 

  

0～1

時

1～2

時

2～3

時

3～4

時

4～5

時

5～6

時

6～7

時

7～8

時

8～9

時

9～10

時

10～

11時

11～

12時

12～

13時

13～

14時

14～

15時

15～

16時

16～

17時

17～

18時

18～

19時

19～

20時

20～

21時

21～

22時

22～

23時

23～

24時

1.2GHz帯映像FPU(携帯局) 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 20.0% 40.0% 80.0% 80.0% 80.0% 80.0% 80.0% 100.0% 100.0% 80.0% 80.0% 60.0% 20.0% 20.0% 0.0% 0.0% 0.0%

1.3GHz帯ウインドプロファイラレー

ダー
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

0.0%

10.0%
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30.0%

40.0%

50.0%

60.0%
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② 災害対策等  

「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無」では免許人 1 者を対象としてい

る。 

当該免許人は、「全ての無線局について対策を実施している」と回答した。 

 

 

「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の具体的内容」では、「運用継続性の確保

を目的とした設備や装置等の対策の有無」において、「全ての無線局について対策を実施している」

又は「一部の無線局について対策を実施している」と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「無線設備を構成する一部の装置や代替部品を保有している」、「予備電源を保有

している」、「設備や装置等の保守を委託している」と回答した。 

 

 

 

「予備電源による最大運用可能時間」では、「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対

策の具体的内容」において、「予備電源を保有している」と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「72時間（3 日）以上」と回答した。 

 

 

「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無」では、免許人 1 者を対象と

している。 

当該免許人は、「全ての無線局について対策を実施している」と回答した。 

 

 

「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の具体的内容」では、「運用継続性の

確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無」において、「全ての無線局について対策を実施

している」又は「一部の無線局について対策を実施している」と回答した免許人 1 者を対象とし

ている。 

当該免許人は、「運用状況を常時監視（遠隔含む）している」、「復旧要員の常時体制を構築して

いる」、「定期保守点検を実施している」、「防災訓練や慣熟訓練を実施している」、「非常時に備え

たマニュアルを策定している」、「非常時における代替運用手順を規定している」、「運用管理や保

守等を委託している」と回答した。 

 

 

 

「運用継続性の確保のための対策の有無」では、免許人 5者を対象としている。 

「運用継続性の確保のための対策の有無」に対する回答は、「対策を実施している」が多かった。 

 

 

 

「運用継続性の確保のための対策の具体的内容」では、「運用継続性の確保のための対策の有無」

において、「対策を実施している」と回答した免許人 4者を対象としている。 

「運用継続性の確保のための対策の具体的内容」に対する回答は、「代替用の予備の無線設備一

式を保有」、「運用状況の常時監視（遠隔含む）」が多かった。 
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「地震対策の有無」では、免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「全ての無線局について地震対策を実施している」と回答した。 

 

 

「水害対策の有無」では、免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「水害対策を実施していない」と回答した。 

 

 

「水害対策を実施していない理由」は、「水害対策の有無」において、「一部の無線局について

水害対策を実施している」又は「水害対策を実施していない」と回答した免許人 1 者を対象とし

ている。 

当該免許人は、「自己以外の要因で水害対策が困難であるため」と回答した。 

 

 

 

「火災対策の有無」では、免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「全ての無線局について火災対策を実施している」と回答した。 
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(4) 電波を有効利用するための計画(他の電気通信手段への代替可能性及び使用周波数の移

行計画等を含む。)  

① 今後の無線局の増減予定 

「今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無」では、免許人 6者を対象とし

ている。 

全ての免許人が、「無線局数の増減の予定なし」と回答した。 

 

 

② 今後の通信量の増減予定  

「今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無」では、免許人 6者を対象として

いる。 

「今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無」に対する回答は、「通信量の増

減の予定なし」が多かった。 

 

 

 

本図表では、「今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無」において、「通信量

は増加予定」と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「現在の通信量より大容量の通信を行う予定のため」、「通信の頻度が増加する予

定のため」と回答した。 

 

図表－近－4－5 通信量増加理由

 

*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 有効回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*4 システムごとに、回答割合が最も大きい選択肢の値に網掛けをしている。 

*5 当該設問は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

 

 

 

③ デジタル方式の導入等  

「通信方式」では、免許人 5者を対象としている。 

全ての免許人が、「デジタル方式を利用」と回答した。 

 

 

「レーダー技術の高度化の予定」では、免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「導入済み・導入中」と回答した。 

有効回答数
現在の通信量より
大容量の通信を行

う予定のため

通信の頻度が増加
する予定のため

その他

1.2GHz帯映像FPU(携帯局) 1 100.0% 100.0% 0.0%
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(5) 電波利用システムの社会的貢献性 

① 社会的貢献性  

「電波を利用する社会的貢献性」では、免許人 6者を対象としている。 

「電波を利用する社会的貢献性」に対する回答は、「国民生活の利便の向上、新規事業及び雇用

の創出その他の経済発展」、「非常時等における国民の生命及び財産の保護」が多かった。 

なお、具体的な内容としては、1.2GHz 帯映像 FPU(携帯局)は「非常時の災害等の放送により国

民の安心安全に寄与する」や、「放送による情報提供を通じて国民の生活利便性の向上に寄与する」

と回答した免許人が多く、1.3GHz 帯ウインドプロファイラレーダーでは「観測データをもとに発

表する気象情報の提供により国民生活の利便の向上や国民の生命及び財産の保護に寄与する」と

の回答が見られた。 

 

 

 

 

(6) 総合評価 

① 周波数割当ての動向  

第 4章第 2節第 3款(6)総合評価①周波数割り当ての動向と同様のため、記載を割愛する。 

 

 

② 電波に関する需要の動向 

第 4章第 2節第 3款(6)総合評価②電波に関する需要の動向と同様のため、記載を割愛する。 

 

 

③ 総括 

本周波数区分は、全体の 88.7%を占め多数の無線局が存在する 1.2GHz 帯アマチュア無線では、

無線局数が減少している。一方で、1.2GHz 帯特定ラジオマイク・1.2GHz 帯特定ラジオマイク（A

型）（陸上移動局）の無線局は増加している。1.2GHz 帯映像 FPU と公共業務用の無線局について

は、場所・時間等を考慮した動的な周波数共用の仕組みが本格運用される見込みである。 

災害対策等については、予備電源の確保などの設備面、復旧要員の常時体制の構築などの体制

面の対策がなされており、運用管理の取組状況の充実も図られている。また、国民生活の利便の

向上、新規事業及び雇用の創出その他の経済発展に寄与しており、社会貢献性が高いものと考え

られる。 

これらを踏まえると、本周波数区分は、おおむね適切に利用されている。 

また、1.2GHz 帯を使用するアナログ方式の画像伝送システムは、平成 28年に 2.4GHz 帯、5.7GHz

帯等の周波数の電波を使用し、上空からデジタル方式による画像伝送が可能な無人移動体画像伝

送システムの無線局に係る制度整備が行われた。これを受けて、周波数再編アクションプラン（令

和３年度改訂版）において、2.4GHz 帯、5.7GHz 帯等への移行・集約を図ることとし、令和３年度

を目途に新たな免許取得が可能な期限について検討することとされている。アナログ方式の画像

伝送システムである 1.2GHz 帯画像伝送用携帯局については、電波の有効利用の観点から、免許取

得が可能な期限について検討を行い、早期に移行を図ることが適当である。 
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第5款 1.4GHz 超 1.71GHz 以下の周波数の利用状況 

(1) 本周波数区分を利用する主な電波利用システム 

本周波数区分を利用する電波利用システムは次のとおりである。 

① 無線局免許等を要する電波利用システムの割当状況 

 
 

 

 

② 電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合 

 
*1 複数の電波利用システムを利用している免許人・無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細

は、第 2 章第 2 節を参照のこと。  

*2 免許人数は、同一免許人が複数の総合通信局から免許を受けている場合、一免許人として集計している。詳細

は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*3 0.005%未満については、0.00%と表示している。 

*4 〔-〕と表示している場合は、当該システムの無線局が存在しないことを示している。 

*5 個別及び包括免許の無線局数の合算値を示している。 

  

免許人数 無線局数 無線局数の割合
インマルサットシステム(航空地球局) 0者 0局 -
インマルサットシステム(地球局) 0者 0局 -
インマルサットシステム(海岸地球局) 0者 0局 -
インマルサットシステム(携帯基地地球局) 0者 0局 -
インマルサットシステム(船舶地球局) 1者 72局 11.78%
インマルサットシステム(航空機地球局) 0者 0局 -
インマルサットシステム(携帯移動地球局) 1者 144局*5 23.57%
インマルサットシステム(地球局(可搬)) 0者 0局 -
MTSATシステム(人工衛星局) 0者 0局 -
MTSATシステム(航空地球局) 0者 0局 -
MTSATシステム(航空機地球局) 0者 0局 -
MTSATシステム(地球局) 0者 0局 -
イリジウムシステム(携帯移動地球局) 2者 349局*5 57.12%
1.6GHz帯気象衛星 0者 0局 -
気象援助業務(空中線電力が1kW未満の無線局(ラジオゾンデ)) 0者 0局 -
準天頂衛星システム(人工衛星局) 0者 0局 -
グローバルスターシステム(携帯移動地球局) 0者 0局*5 -
スラヤシステム(携帯移動地球局) 0者 0局*5 -
実験試験局(1.4GHz超1.71GHz以下) 21者 44局 7.20%
その他(1.4GHz超1.71GHz以下) 1者 2局 0.33%

合計 26者 611局 100.0%
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③ 調査票設問一覧   

表中に「○」が記載されている設問についてのみ評価を実施している。 

 

 

  

カ テゴリ 1 2 3 4 5 6 7

※1 ※1 ※1 ※1 - ※1 -

※1 ※1 ※1 ※1 - ※1 -

予備電源を保有して

いる場合
予備電源による最大運用可能時間 ※1 ※1 ※1 ※1 - ※1 -

予備電源を保有して

いない場合
予備電源を保有していない理由 ※1 ※1 ※1 ※1 - ※1 -

※1 ※1 ※1 ※1 - ※1 -

※1 ※1 ※1 ※1 - ※1 -

- - - - ※1 - ※1

- - - - ※1 - ※1

※1 ※1 ※1 ※1 - ※1 -

※1 ※1 ※1 ※1 - ※1 -

※1 ※1 ※1 ※1 - ※1 -

※1 ※1 ※1 ※1 - ※1 -

※1 ※1 ※1 ※1 - ※1 -

※1 ※1 ※1 ※1 - ※1 -

※1 ※1 ※1 ※1 ※1 ※1 ※1

※1 ※1 ※1 ※1 ※1 ※1 ※1

※1 ※1 ※1 ※1 - ※1 -

※1 ※1 ※1 ※1 - ※1 -

他システムからの移

行・代替の場合

移行・代替元システ

ム
※1 ※1 ※1 ※1 - ※1 -

※1 ※1 ※1 ※1 - ※1 -

他システムへの移

行・代替の場合

移行・代替先システ

ム（無線局数減少・

廃止が予定される場

合）

※1 ※1 ※1 ※1 - ※1 -

- - - - ※1 - ※1

- - - - ※1 - ※1

新設予定の場合 - - - - ※1 - ※1

廃止予定の場合 - - - - ※1 - ※1

※1 ※1 ※1 ※1 ※1 ※1 ※1

増加予定の場合 ※1 ※1 ※1 ※1 ※1 ※1 ※1

減少予定の場合 ※1 ※1 ※1 ※1 ※1 ※1 ※1

※1 ※1 ※1 ※1 - ※1 -

※1 ※1 ※1 ※1 - ※1 -

計画無の場合 ※1 ※1 ※1 ※1 - ※1 -

計画有の場合 ※1 ※1 ※1 ※1 - ※1 -

※1 ※1 ※1 ※1 ※1 ※1 ※1

※1 ※1 ※1 ※1 ※1 ※1 ※1
社会的貢献性

電波を利用する社会的貢献性

電波を利用する社会的貢献性の具体的な内容

－ ：調査対象外である。		

※1 ：無線局が存在しない。	

※2 ：他の設問の回答により、回答対象外となり、回答が存在しない。		

〇 ：回答が存在する。

1：インマルサットシステム(航空地球局)

2：インマルサットシステム(地球局)

3：インマルサットシステム(海岸地球局)

4：インマルサットシステム(携帯基地地球局)

5：MTSATシステム(人工衛星局)

6：MTSATシステム(航空地球局)

7：準天頂衛星システム(人工衛星局)

デジタル方式

の導入等

通信方式

アナログ方式を利用

している場合

デジタル方式の導入計画の有無

デジタル方式の導入予定がない理由

移行・代替先システム（デジタル方式の導

入予定がない場合）

今後の通信量

の増減予定

今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無

通信量増加理由

通信量減少理由

今後の無線局

の増減予定

（人工衛星局）

今後、3年間で見込まれる人工衛星局の新設又は廃止に関する計画の有無

計画有の場合

今後、3年間で見込まれる人工衛星局の新設又は廃止に関する

計画

人工衛星局の新設理由

人工衛星局の廃止理由

対策していない場合 水害対策を実施していない理由

今後の無線局

の増減予定

今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無

予定有の場合

増加予定の場合

無線局数増加理由

減少又は廃止予定

の場合

無線局数減少・廃止理由

対策していない場合 火災対策を実施していない理由

運用時間
年間の送信日数

送信実績がある場合 一日の送信時間帯

調査票設問 /  電波利用システム

災害対策等

運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無

対策している場合

運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の具体的

内容

運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無

対策している場合
運用継続性の確保を目的とした運用管理

や体制等の対策の具体的内容

運用継続性の確保のための対策の有無

対策している場合
運用継続性の確保のための対策の具体的

内容

地震対策の有無

対策していない場合 地震対策を実施していない理由

水害対策の有無

火災対策の有無
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(2) 無線局の分布状況等についての評価  

総合通信局ごとに無線局数の増減傾向は異なった。なお、近畿局は顕著な増加傾向を示し

た。 

近畿局では、令和元年度又は平成 30年度から令和 3年度にかけて大きく増加している。増加

の理由としては、イリジウムシステム(携帯移動地球局)が大きく増加（262 局）しているためで

ある。 

 

 

図表－近－5－1 総合通信局別無線局数の推移 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。 

 

 

 

インマルサットシステム(船舶地球局)が最大割合を示す総合通信局が最も多かったが、全国的

に見ると、イリジウムシステム(携帯移動地球局)が最大割合となった。 

 

図表－近－5－2 総合通信局ごとのシステム別無線局数の割合 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。 

*2 0.005%未満については、0.00%と表示している。 

*3 総合通信局ごとに、各周波数区分の中で無線局数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。  

*4 〔-〕と表示している場合は、当該システムの無線局が存在しないことを示している。  

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成28年度又は平成27年度 51 160 60,977 20 23 118 226 37 54 123 17

令和元年度又は平成30年度 72 143 63,059 16 28 99 386 46 66 116 25

令和3年度 77 161 61,966 16 29 97 611 49 68 113 31

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

（無線局数） 平成28年度又は平成27年度 令和元年度又は平成30年度 令和3年度

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄
インマルサットシステム(航空地球局) - - - - - - - - - - - -
インマルサットシステム(地球局) - - - - - - - - - - - -
インマルサットシステム(海岸地球局) - - - - - - - - - - - -
インマルサットシステム(携帯基地地球局) - - - - - - - - - - - -
インマルサットシステム(船舶地球局) 1.48% 84.42% 97.52% 0.52% 43.75% 44.83% 75.26% 11.78% 71.43% 98.53% 87.61% 80.65%
インマルサットシステム(航空機地球局) 0.55% 2.60% - 0.52% - - 8.25% - 22.45% - 0.88% 9.68%
インマルサットシステム(携帯移動地球局) 35.62% - - 36.11% - - - 23.57% - - - -
インマルサットシステム(地球局(可搬)) - - - - - - - - - - - -
MTSATシステム(人工衛星局) - - - - - - - - - - - -
MTSATシステム(航空地球局) - - - - - - - - - - - -
MTSATシステム(航空機地球局) - - - - - - - - - - - -
MTSATシステム(地球局) - - - - - - - - - - - -
イリジウムシステム(携帯移動地球局) 38.76% - - 38.98% - - - 57.12% - - - -
1.6GHz帯気象衛星 - - - - - - - - - - - -
気象援助業務(空中線電力が1kW未満の無線局(ラジ
オゾンデ))

0.02% - - 0.02% - - - - - - - -

準天頂衛星システム(人工衛星局) 0.01% - - 0.01% - - - - - - - -
グローバルスターシステム(携帯移動地球局) 0.58% - - 0.59% - - - - - - - -
スラヤシステム(携帯移動地球局) 22.56% - - 23.01% - - - - - - - -
実験試験局(1.4GHz超1.71GHz以下) 0.36% 5.19% 2.48% 0.18% 56.25% 51.72% 15.46% 7.20% 6.12% 1.47% 11.50% 9.68%
その他(1.4GHz超1.71GHz以下) 0.07% 7.79% - 0.06% - 3.45% 1.03% 0.33% - - - -
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令和 3 年度に無線局が存在したのは 5 システムであり、それらの増減傾向は様々であった。そ

のうち、イリジウムシステム(携帯移動地球局)は年々顕著に増加していることが分かる。 

イリジウムシステム(携帯移動地球局)は、令和元年度又は平成 30年度では、87局であったが、

令和 3 年度では 349 局となっている。この理由は、新たな免許人の参入や免許人の営業努力によ

って、船舶の使用者が船舶に設置する一般通信設備として同システムの無線局を選択したことに

より、開設局数が増加しているものと考えられる。 

 

図表－近－5－3 システム別無線局数の推移 

 

 

*1 「その他」には上記の表に表示している電波利用システムが含まれている。 

*2 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。  

 

  

イリジウムシステム

(携帯移動地球局)

インマルサットシステ

ム(携帯移動地球局)

インマルサットシステ

ム(船舶地球局)

実験試験局(1.4GHz超

1.71GHz以下)

その他(1.4GHz超

1.71GHz以下)

インマルサットシステ

ム(航空地球局)
その他

平成28年度又は平成27年度 2 114 57 51 0 0 2

令和元年度又は平成30年度 87 179 71 48 0 0 1

令和3年度 349 144 72 44 2 0 0

0

50

100

150

200

250

300

350

400

（無線局数） 平成28年度又は平成27年度 令和元年度又は平成30年度 令和3年度

平成28年度又は
平成27年度

令和元年度又は
平成30年度

令和3年度

インマルサットシステム(地球局) 0 0 0

インマルサットシステム(海岸地球局) 0 0 0

インマルサットシステム(携帯基地地球局) 0 0 0

インマルサットシステム(航空機地球局) 0 0 0

インマルサットシステム(地球局(可搬)) 0 0 0

MTSATシステム(人工衛星局) 0 0 0

MTSATシステム(航空地球局) 0 0 0

MTSATシステム(航空機地球局) 0 0 0

MTSATシステム(地球局) 1 1 0

1.6GHz帯気象衛星 0 0 0

気象援助業務(空中線電力が1kW未満の無線局(ラジオゾンデ)) 1 0 0

準天頂衛星システム(人工衛星局) 0 0 0

グローバルスターシステム(携帯移動地球局) 0 0 0

スラヤシステム(携帯移動地球局) 0 0 0
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(3) 総合評価

① 周波数割当ての動向

第 4章第 2節第 4款(6)総合評価①周波数割り当ての動向と同様のため、記載を割愛する。

② 電波に関する需要の動向

第 4章第 2節第 4款(6)総合評価②電波に関する需要の動向と同様のため、記載を割愛する。

③ 総括

本周波数区分は、イリジウムシステムやインサルマットシステムの衛星通信システムを中心に、

前回の調査時と比較し、多数の無線局により稠密に利用されている。今後も引き続き高いニーズ

が維持されることが想定される。 
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第6款 1.71GHz 超 2.4GHz 以下の周波数の利用状況 

(1) 本周波数区分を利用する主な電波利用システム 

本周波数区分を利用する電波利用システムは次のとおりである。 

① 無線局免許等を要する電波利用システムの割当状況 

 

 

 

 

 

② 電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合 

 
*1 複数の電波利用システムを利用している免許人・無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細

は、第 2 章第 2 節を参照のこと。  

*2 免許人数は、同一免許人が複数の総合通信局から免許を受けている場合、一免許人として集計している。詳細

は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*3 0.005%未満については、0.00%と表示している。 

*4 〔-〕と表示している場合は、当該システムの無線局が存在しないことを示している。 

*5 個別及び包括免許の無線局数の合算値を示している。 

*6 登録人数を示している。  

*7 個別及び包括登録の登録局数の合算値を示している。 

   

  

免許人数 無線局数
無線局数の割

合
公衆PHSサービス(基地局) 0者 0局 -
公衆PHSサービス(基地局(登録局)) 1者*6 16,223局*7 99.45%
公衆PHSサービス(陸上移動局(登録局)) 0者*6 0局*7 -
公衆PHSサービス(陸上移動中継局) 0者 0局 -
公衆PHSサービス(陸上移動局) 1者 12局 0.07%
ルーラル加入者系無線(基地局) 0者 0局 -
ルーラル加入者系無線(陸上移動局) 0者 0局*5 -
衛星管制(地球局) 0者 0局 -
衛星管制(人工衛星局) 0者 0局 -
2.3GHz帯映像FPU(陸上移動局) 0者 0局 -
2.3GHz帯映像FPU(携帯局) 5者 20局 0.12%
準天頂衛星システム(携帯基地地球局) 0者 0局 -
準天頂衛星システム(携帯移動地球局) 0者 0局*5 -
実験試験局(1.71GHz超2.4GHz以下) 22者 54局 0.33%
その他(1.71GHz超2.4GHz以下) 2者 3局 0.02%

合計 31者 16,312局 100.0%
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③ 調査票設問一覧   

表中に「○」が記載されている設問についてのみ評価を実施している。 

 

 

  

カ テゴリ 1 2 3 4 5

※1 ※1 - - ※1

※1 ※1 - - ※1

予備電源を保有して

いる場合
予備電源による最大運用可能時間 ※1 ※1 - - ※1

予備電源を保有して

いない場合
予備電源を保有していない理由 ※1 ※1 - - ※1

※1 ※1 - - ※1

※1 ※1 - - ※1

- - ※1 ○ -

- - ※1 ○ -

※1 ※1 - - ※1

※1 ※1 - - ※1

※1 ※1 - - ※1

※1 ※1 - - ※1

※1 ※1 - - ※1

※1 ※1 - - ※1

※1 ※1 ※1 ○ ※1

※1 ※1 ※1 ○ ※1

- - - - -

災害時の放送番組

の素材中継に使用し

ている場合

- - - - -

- ※1 - - -

- ※1 - - -

- ※1 - - -

- ※1 - - -

※1 - - - -

全て又は一部の無

線局で移行・代替・

廃止のいずれかが

令和5年3月末まで

に完了する場合

※1 - - - -

一部又は全ての無

線局で移行・代替・

廃止のいずれの予

定もない場合

※1 - - - -

- - ※1 ○ ※1

- - ※1 ※2 ※1

他システムからの移

行・代替の場合

移行・代替元システ

ム
- - ※1 ※2 ※1

- - ※1 ※2 ※1

他システムへの移

行・代替の場合

移行・代替先システ

ム（無線局数減少・

廃止が予定される場

合）

- - ※1 ※2 ※1

- - ※1 ○ ※1

増加予定の場合 - - ※1 ○ ※1

減少予定の場合 - - ※1 ※2 ※1

※1 ※1 ※1 ○ ※1

- ※1 ※1 ※2 ※1

計画無の場合 - ※1 ※1 ※2 ※1

計画有の場合 - - ※1 ※2 ※1

※1 ※1 ※1 ○ ※1

※1 ※1 ※1 ○ ※1
社会的貢献性

電波を利用する社会的貢献性

電波を利用する社会的貢献性の具体的な内容

－ ：調査対象外である。		

※1 ：無線局が存在しない。	

※2 ：他の設問の回答により、回答対象外となり、回答が存在しない。		

〇 ：回答が存在する。

1：公衆PHSサービス(基地局)

2：ルーラル加入者系無線(基地局)

3：2.3GHz帯映像FPU(陸上移動局)

4：2.3GHz帯映像FPU(携帯局)

5：準天頂衛星システム(携帯基地地球局)

デジタル方式

の導入等

通信方式

アナログ方式を利用

している場合

デジタル方式の導入計画の有無

デジタル方式の導入予定がない理由

移行・代替先システム（デジタル方式の導

入予定がない場合）

デジタル移行

等予定

（移行期限に

定めあり）

今後の通信量

の増減予定

今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無

通信量増加理由

通信量減少理由

今後の無線局

の増減予定

今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無

予定有の場合

増加予定の場合

無線局数増加理由

減少又は廃止予定

の場合

無線局数減少・廃止理由

デジタル移行

等予定

（移行期限に

定めなし）

移行・代替・廃止計画の有無

計画有の場合

移行・代替・廃止予定時期（全て）

移行・代替・廃止予定時期（一部）

移行・代替・廃止手段（移行期限等に定めなし①）

対策していない場合 水害対策を実施していない理由

移行・代替・廃止予定時期②

移行・代替・廃止手段（移行期限等に定めあり②）

移行・代替・廃止が困難な理由②

対策していない場合 火災対策を実施していない理由

運用時間

年間の送信日数

送信実績がある場合 一日の送信時間帯

無線局の運用状態

災害時の運用日数

調査票設問 /  電波利用システム

災害対策等

運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無

対策している場合

運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の具体的

内容

運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無

対策している場合
運用継続性の確保を目的とした運用管理

や体制等の対策の具体的内容

運用継続性の確保のための対策の有無

対策している場合
運用継続性の確保のための対策の具体的

内容

地震対策の有無

対策していない場合 地震対策を実施していない理由

水害対策の有無

火災対策の有無
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(2) 無線局の分布状況等についての評価 

いずれの総合通信局についても無線局数は減少傾向にあった。特に関東局については、平成 28

年度又は平成 27年度から令和 3年度にかけて、無線局数は約半分になっている。 

近畿局では、全体と同じ傾向で令和元年度又は平成 30年度から令和 3年度にかけて減少してお

り、令和 3年度では 16,312 局となっている。 

減少の理由としては、公衆 PHS サービス(基地局(登録局))が減少したためである。 

 

図表－近－6－1 総合通信局別無線局数の推移 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。 

 

 

 

関東局以外の総合通信局については、公衆 PHSサービス(基地局(登録局))が最大割合であった

が、全国的に見ると、公衆 PHS サービス(陸上移動局(登録局))が最大割合となった。 

 

図表－近－6－2 総合通信局ごとのシステム別無線局数の割合 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。  

*2 0.005%未満については、0.00%と表示している。 

*3 総合通信局ごとに、各周波数区分の中で無線局数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。  

*4 〔-〕と表示している場合は、当該システムの無線局が存在しないことを示している。 

 

 

  

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成28年度又は平成27年度 5,214 12,233 331,668 4,105 2,991 12,912 18,118 8,135 3,646 11,348 1,520

令和元年度又は平成30年度 4,880 11,359 194,367 3,893 2,824 12,076 17,100 7,654 3,503 10,557 1,434

令和3年度 4,766 11,126 171,449 3,753 2,746 11,767 16,312 7,446 3,359 10,320 1,379

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

（無線局数） 平成28年度又は平成27年度 令和元年度又は平成30年度 令和3年度

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄
公衆PHSサービス(基地局) - - - - - - - - - - - -
公衆PHSサービス(基地局(登録局)) 43.54% 99.22% 99.34% 19.84% 99.63% 98.94% 99.29% 99.45% 99.52% 99.20% 98.46% 99.20%
公衆PHSサービス(陸上移動局(登録局)) 54.87% - - 78.23% - - - - - - - -
公衆PHSサービス(陸上移動中継局) - - - - - - - - - - - -
公衆PHSサービス(陸上移動局) 0.77% 0.21% 0.41% 1.02% 0.27% 0.18% 0.16% 0.07% 0.21% 0.03% 0.23% 0.15%
ルーラル加入者系無線(基地局) 0.01% - - 0.00% - - - - 0.03% 0.09% 0.07% -
ルーラル加入者系無線(陸上移動局) 0.02% - - 0.00% - - - - - 0.15% 0.33% -
衛星管制(地球局) 0.00% - - 0.00% - - - - - - - 0.07%
衛星管制(人工衛星局) 0.00% - - 0.00% - - - - - - - -
2.3GHz帯映像FPU(陸上移動局) - - - - - - - - - - - -
2.3GHz帯映像FPU(携帯局) 0.05% 0.04% 0.06% 0.03% - 0.07% 0.08% 0.12% 0.11% 0.21% 0.13% -
準天頂衛星システム(携帯基地地球局) 0.00% - - 0.00% - - - - - - - -
準天頂衛星システム(携帯移動地球局) 0.27% - - 0.39% - - - - - - - -
実験試験局(1.71GHz超2.4GHz以下) 0.26% 0.36% 0.14% 0.23% 0.08% 0.62% 0.37% 0.33% 0.08% 0.12% 0.60% 0.29%
その他(1.71GHz超2.4GHz以下) 0.21% 0.17% 0.04% 0.25% 0.03% 0.18% 0.10% 0.02% 0.05% 0.21% 0.18% 0.29%
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無線局数が多い上位 6 システムのうち、公衆 PHS サービス(基地局(登録局))及び公衆 PHS サー

ビス(陸上移動局)については、年々減少傾向にあることが分かる。 

公衆 PHS サービス(基地局)は、平成 28 年度又は 27 年度から令和 3 年度にかけて、0 局のまま、

増加していない。この理由として、当該システムを含む 1.9GHz 帯を使用する公衆 PHS サービス

は、令和 5 年 3 月末に終了予定であり、公衆 PHS サービスの利用頻度の低下が見込まれ、新規の

利用も見込まれないことが考えられる。 

 

図表－近－6－3 システム別無線局数の推移 

 

 
*1 「その他」には上記の表に表示している電波利用システムが含まれている。 

*2 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。  

  

公衆PHSサービス(基地

局(登録局))

実験試験局(1.71GHz超

2.4GHz以下)

2.3GHz帯映像FPU(携帯

局)

公衆PHSサービス(陸上

移動局)

その他(1.71GHz超

2.4GHz以下)

公衆PHSサービス(基地

局)
その他

平成28年度又は平成27年度 17,927 58 1 130 0 0 2

令和元年度又は平成30年度 17,007 53 20 19 0 0 1

令和3年度 16,223 54 20 12 3 0 0

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

（無線局数） 平成28年度又は平成27年度 令和元年度又は平成30年度 令和3年度

平成28年度又は
平成27年度

令和元年度又は
平成30年度

令和3年度

公衆PHSサービス(陸上移動局(登録局)) 0 0 0

公衆PHSサービス(陸上移動中継局) 0 0 0

ルーラル加入者系無線(基地局) 1 0 0

ルーラル加入者系無線(陸上移動局) 0 0 0

衛星管制(地球局) 1 1 0

衛星管制(人工衛星局) 0 0 0

2.3GHz帯映像FPU(陸上移動局) 0 0 0

準天頂衛星システム(携帯基地地球局) 0 0 0

準天頂衛星システム(携帯移動地球局) 0 0 0
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(3) 無線局の具体的な使用実態  

① 運用時間  

本図表では、免許人 5者を対象としている。 

「年間の送信日数」に対する回答は、「31日～90日」が多かった。 

 

図表－近－6－4 年間の送信日数

 
*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 データラベルは、10%以上の値のみを表示している。 

*3 送信状態とは、電波を送信（発射）している状態の時間帯で、電波を受信している状態のみの時間帯は含まな

い。 

*4 令和 2 年 4月 1 日から令和 3 年 3 月 31 日において、管理する全ての無線局のうち 1局でも送信状態(1日あたりの

送信時間がどの程度かは問わない)であった場合、1日とカウントしている。記録がない場合は、おおよその日数

で回答されている。 

 

 

 

  

60.0% 40.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2.3GHz帯映像FPU(携帯局)

365日 271日～364日 181日～270日 91日～180日 31日～90日 1日～30日 送信実績なし
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本図表では、「年間の送信日数」において、「送信実績がある」と回答した免許人 5 者を対象と

している。 

「一日の送信時間帯」を見ると、2.3GHz 帯映像 FPU(携帯局)については早朝、夜間は送信して

いないが、日中から夕方にかけて送信している割合が高くなっている。 

 

図表－近－6－5 一日の送信時間帯

 

*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 送信状態とは、電波を送信(発射)している状態の時間帯で、電波を受信している状態のみの時間帯は含まない。 

*3 送信実績がある日のうち、代表的な電波を発射している日（電波を発射している状態（送信状態）の時間帯のパ

ターンとして最も実績が多い時間帯を含む日）に基づく、電波を発射している時間帯の回答を示している。 

*4 複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

 

 

② 災害対策等  

「運用継続性の確保のための対策の有無」では、免許人 5者を対象としている。 

「運用継続性の確保のための対策の有無」に対する回答は、「対策を実施している」が多かった。 

 

 

 

「運用継続性の確保のための対策の具体的内容」では、「運用継続性の確保のための対策の有無」

において、「対策を実施している」と回答した免許人 4者を対象としている。 

「運用継続性の確保のための対策の具体的内容」に対する回答は、「代替用の予備の無線設備一

式を保有」、「運用状況の常時監視（遠隔含む）」が多かった。 
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(4) 電波を有効利用するための計画(他の電気通信手段への代替可能性及び使用周波数の移

行計画等を含む。)  

① 今後の無線局の増減予定 

「今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無」では、免許人 5者を対象とし

ている。 

全ての免許人が、「無線局数の増減の予定なし」と回答した。 

 

 

② 今後の通信量の増減予定  

「今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無」では、免許人 5者を対象として

いる。 

「今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無」に対する回答は、「通信量の増

減の予定なし」が多かった。 

 

 

 

本図表では、「今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無」において、「通信量

は増加予定」と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「現在の通信量より大容量の通信を行う予定のため」、「通信の頻度が増加する予

定のため」と回答した。 

 

図表－近－6－6 通信量増加理由

 

*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 有効回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*4 システムごとに、回答割合が最も大きい選択肢の値に網掛けをしている。 

*5 当該設問は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

 

 

 

③ デジタル方式の導入等  

「通信方式」では、免許人 5者を対象としている。 

全ての免許人が、「デジタル方式を利用」と回答した。 

④ デジタル移行等予定（移行期限に定め無し）  

  

有効回答数
現在の通信量より
大容量の通信を行

う予定のため

通信の頻度が増加
する予定のため

その他

2.3GHz帯映像FPU(携帯局) 1 100.0% 100.0% 0.0%
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(5) 電波利用システムの社会的貢献性 

① 社会的貢献性  

本図表では、免許人 5者を対象としている。 

「電波を利用する社会的貢献性」に対する回答は、「国民生活の利便の向上、新規事業及び雇用

の創出その他の経済発展」、「非常時等における国民の生命及び財産の保護」が多かった。 

なお、2.3GHz 帯映像 FPU(携帯局)の具体的な内容としては、「災害中継等により公共の秩序を維

持する」や「非常災害時の情報伝送により国民の生命・財産を守ることに寄与する」との回答が

多かった。 

 

図表－近－6－7 電波を利用する社会的貢献性

 

*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 有効回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*4 当該設問は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

 

 

 

(6) 総合評価 

② 周波数割当ての動向  

第 4章第 2節第 5款(6)総合評価①周波数割り当ての動向と同様のため、記載を割愛する。 

 

③ 電波に関する需要の動向 

第 4章第 2節第 5款(6)総合評価②電波に関する需要の動向と同様のため、記載を割愛する。 

 

④ 総括 

本周波数区分は、様々な分野のシステムの無線局で利用されている。2.3GHz 帯映像 FPUについ

ては、電波有効利用促進センターによりダイナミック周波数共用管理システムの実運用が開始さ

れており、今後本システムを活用した携帯無線通信の実サービスとの動的共用が行われる予定で

ある。 

災害対策等については、代替用の予備の無線設備の保有などの設備面での対策が行われており、

運用管理の取組状況の充実も図られている。また、国民生活の利便の向上、新規事業及び雇用の

創出その他の経済発展に寄与しており、社会貢献性が高いものと考えられる。 

これらを踏まえると、本周波数区分は、おおむね適切に利用されている。 

一方、公衆 PHS サービスについては、令和 5 年 3 月でサービスが終了することから、早期に周

波数の有効利用に向け検討を行い、同帯域を利用しているデジタルコードレス電話の周波数拡張

や高度化など、公衆 PHS サービス終了後の有効利用方策をとりまとめていくことが適当である。 

 

有効回答数
国の安全確保及び公

共の秩序維持

非常時等における国
民の生命及び財産の

保護

国民生活の利便の向
上、新規事業及び雇
用の創出その他の経

済発展

電波の有効利用技術
の開発等科学技術の
進歩及びそれへの貢

献

その他

2.3GHz帯映像FPU(携帯局) 5 20.0% 80.0% 80.0% 20.0% 0.0%
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第7款 2.4GHz 超 2.7GHz 以下の周波数の利用状況 

(1) 本周波数区分を利用する主な電波利用システム 

本周波数区分を利用する電波利用システムは次のとおりである。 

① 無線局免許等を要する電波利用システムの割当状況 

 

 

 

 

② 電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している免許人・無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細

は、第 2 章第 2 節を参照のこと。  

*2 免許人数は、同一免許人が複数の総合通信局から免許を受けている場合、一免許人として集計している。詳細

は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*3 0.005%未満については、0.00%と表示している。 

*4 〔-〕と表示している場合は、当該システムの無線局が存在しないことを示している。 

*5 個別及び包括免許の無線局数の合算値を示している。 

*6 登録人数を示している。 

*7 個別及び包括登録の登録局数の合算値を示している。 

   

免許人数 無線局数
無線局数の割

合
2.4GHz帯アマチュア無線 773者 799局 0.83%
2.4GHz帯移動体識別(構内無線局(免許局)) 14者 40局 0.04%
2.4GHz帯移動体識別(構内無線局(登録局)) 0者*6 0局*7 -
2.4GHz帯道路交通情報通信システム(VICSビーコン) 1者 368局 0.38%
2.4GHz帯無人移動体画像伝送システム 3者 10局 0.01%
N-STAR衛星移動通信システム(人工衛星局) 0者 0局 -
N-STAR衛星移動通信システム(携帯基地地球局) 0者 0局 -
N-STAR衛星移動通信システム(携帯移動地球局) 0者 0局*5 -
地域広帯域移動無線アクセスシステム(基地局(屋内小型基地局・
フェムトセル基地局を除く))

9者 2,287局 2.37%

地域広帯域移動無線アクセスシステム(陸上移動中継局) 0者 0局 -
地域広帯域移動無線アクセスシステム(陸上移動局) 7者 93,079局*5 96.26%
地域広帯域移動無線アクセスシステム(フェムトセル基地局・屋内
小型基地局)

0者 0局 -

自営等広帯域移動無線アクセスシステム(基地局(屋内小型基地局・
フェムトセル基地局を除く))

0者 0局 -

自営等広帯域移動無線アクセスシステム(陸上移動中継局) 0者 0局 -
自営等広帯域移動無線アクセスシステム(陸上移動局) 0者 0局*5 -
自営等広帯域移動無線アクセスシステム(フェムトセル基地局・屋
内小型基地局)

0者 0局 -

実験試験局(2.4GHz超2.7GHz以下) 22者 113局 0.12%
その他(2.4GHz超2.7GHz以下) 1者 2局 0.00%

合計 830者 96,698局 100.0%

7-43



③ 調査票設問一覧   

表中に「○」が記載されている設問についてのみ評価を実施している。 

 

 

カ テゴリ 1 2 3 4

○ - ※1 ○

※2 - ※1 ○

予備電源を保有して

いる場合
予備電源による最大運用可能時間 ※2 - ※1 ○

予備電源を保有して

いない場合
予備電源を保有していない理由 ※2 - ※1 ○

○ - ※1 ○

○ - ※1 ○

- ※1 - -

- ※1 - -

○ - ※1 ○

※2 - ※1 ○

○ - ※1 ○

○ - ※1 ○

○ - ※1 ○

○ - ※1 ○

○ ※1 ※1 ○

○ ※1 ※1 ○

サービス提供

内容
- - - ○

○ - ※1 ○

※2 - ※1 ○

他システムからの移

行・代替の場合

移行・代替元システ

ム
※2 - ※1 ○

○ - ※1 ※2

他システムへの移

行・代替の場合

移行・代替先システ

ム（無線局数減少・

廃止が予定される場

合）

※2 - ※1 ※2

- ※1 - -

- ※1 - -

新設予定の場合 - ※1 - -

廃止予定の場合 - ※1 - -

○ ※1 ※1 ○

増加予定の場合 ※2 ※1 ※1 ○

減少予定の場合 ○ ※1 ※1 ※2

- - - ○

通信量を管理してる

場合
- - - ○

○ - ※1 ○

※2 - ※1 ※2

計画無の場合 ※2 - ※1 ※2

計画有の場合 ※2 - ※1 ※2

○ ※1 ※1 ○

○ ※1 ※1 ○
社会的貢献性

電波を利用する社会的貢献性

電波を利用する社会的貢献性の具体的な内容

－ ：調査対象外である。		

※1 ：無線局が存在しない。	

※2 ：他の設問の回答により、回答対象外となり、回答が存在しない。		

〇 ：回答が存在する。

1：2.4GHz帯道路交通情報通信システム(VICSビーコン)

2：N-STAR衛星移動通信システム(人工衛星局)

3：N-STAR衛星移動通信システム(携帯基地地球局)

4：地域広帯域移動無線アクセスシステム(基地局(屋内小型基地局・フェムトセル基地局を除く))

デジタル方式

の導入等

通信方式

アナログ方式を利用

している場合

デジタル方式の導入計画の有無

デジタル方式の導入予定がない理由

移行・代替先システム（デジタル方式の導

入予定がない場合）

今後の通信量

の増減予定

今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無

通信量増加理由

通信量減少理由

通信量の管理

通信量の管理の有無

最繁時の平均通信量

無線局を利用したサービス提供内容

今後の無線局

の増減予定

（人工衛星局）

今後、3年間で見込まれる人工衛星局の新設又は廃止に関する計画の有無

計画有の場合

今後、3年間で見込まれる人工衛星局の新設又は廃止に関する

計画

人工衛星局の新設理由

人工衛星局の廃止理由

今後の無線局

の増減予定

今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無

予定有の場合

増加予定の場合

無線局数増加理由

減少又は廃止予定

の場合

無線局数減少・廃止理由

対策していない場合 火災対策を実施していない理由

対策していない場合 水害対策を実施していない理由

運用時間
年間の送信日数

送信実績がある場合 一日の送信時間帯

調査票設問 /  電波利用システム

災害対策等

運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無

対策している場合

運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の具体的

内容

運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無

対策している場合
運用継続性の確保を目的とした運用管理

や体制等の対策の具体的内容

運用継続性の確保のための対策の有無

対策している場合
運用継続性の確保のための対策の具体的

内容

地震対策の有無

対策していない場合 地震対策を実施していない理由

水害対策の有無

火災対策の有無
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(2) 無線局の分布状況等についての評価 

無線局数が年々増加傾向にある総合通信局が多かった。なお、近畿局は顕著な増加傾向を示し

ており、令和元年度又は平成 30 年度から令和 3 年度にかけて無線局数は約 2.5 倍になっている。 

近畿局では、令和元年度又は平成 30年度から令和 3年度にかけて大きく増加しており、令和 3

年度では 96,698局で、全国でも最も多い。 

増加の理由としては、地域広帯域移動無線アクセスシステム(陸上移動局)が大きく増加（58,620

局）しているほか、地域広帯域移動無線アクセスシステム(基地局(屋内小型基地局・フェムトセ

ル基地局を除く))、2.4GHz 帯無人移動体画像伝送システムが増加しているためである。 

 

図表－近－7－1 総合通信局別無線局数の推移 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。  

 

 

 

  

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成28年度又は平成27年度 734 2,525 47,757 679 690 1,884 2,349 836 3,789 4,946 344

令和元年度又は平成30年度 696 1,145 63,282 723 934 3,725 37,414 3,182 6,089 3,335 313

令和3年度 1,600 1,185 91,332 1,437 1,996 7,385 96,698 7,500 8,884 4,389 308

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

（無線局数） 平成28年度又は平成27年度 令和元年度又は平成30年度 令和3年度
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関東局以外の総合通信局については、地域広帯域移動無線アクセスシステム(陸上移動局)が最

大割合であり、全国的に見ても同システムが最大割合となった。一方で関東局については、N-

STAR 衛星移動通信システム(携帯移動地球局)が最大割合となった。 

 

図表－近－7－2 総合通信局ごとのシステム別無線局数の割合 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。  

*2 0.005%未満については、0.00%と表示している。 

*3 総合通信局ごとに、各周波数区分の中で無線局数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。  

*4 〔-〕と表示している場合は、当該システムの無線局が存在しないことを示している。 

 

  

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄
2.4GHz帯アマチュア無線 2.82% 24.00% 34.09% 1.97% 25.26% 8.97% 10.93% 0.83% 4.55% 3.04% 20.28% 10.39%
2.4GHz帯移動体識別(構内無線局(免許局)) 0.12% 0.88% 1.60% 0.10% 0.90% 0.45% 0.45% 0.04% 0.37% 0.09% 0.36% -
2.4GHz帯移動体識別(構内無線局(登録局)) 0.01% - - 0.02% 0.07% - - - - - - -
2.4GHz帯道路交通情報通信システム(VICSビーコン) 0.90% 4.69% 10.55% 0.60% 3.48% - 3.52% 0.38% 2.51% 1.20% 6.02% 4.55%
2.4GHz帯無人移動体画像伝送システム 0.04% 0.63% 0.34% 0.05% - - 0.32% 0.01% 0.05% - 0.05% -
N-STAR衛星移動通信システム(人工衛星局) 0.00% - - 0.00% - - - - - - - -
N-STAR衛星移動通信システム(携帯基地地球局) 0.00% - - 0.00% - - - - - - - -
N-STAR衛星移動通信システム(携帯移動地球局) 21.50% - - 52.42% - - - - - - - -
地域広帯域移動無線アクセスシステム(基地局(屋内小
型基地局・フェムトセル基地局を除く))

2.29% 23.94% 4.73% 1.51% 5.36% 3.31% 3.93% 2.37% 1.69% 1.58% 6.74% 2.92%

地域広帯域移動無線アクセスシステム(陸上移動中継
局)

0.01% - 1.10% - - - - - - - 0.07% -

地域広帯域移動無線アクセスシステム(陸上移動局) 71.90% 44.31% 47.00% 42.62% 63.19% 86.42% 80.37% 96.26% 90.72% 94.08% 65.80% 81.17%
地域広帯域移動無線アクセスシステム(フェムトセル基
地局・屋内小型基地局)

- - - - - - - - - - - -

自営等広帯域移動無線アクセスシステム(基地局(屋内
小型基地局・フェムトセル基地局を除く))

0.02% 0.31% - 0.04% - - - - 0.01% - 0.09% -

自営等広帯域移動無線アクセスシステム(陸上移動中継
局)

- - - - - - - - - - - -

自営等広帯域移動無線アクセスシステム(陸上移動局) 0.11% 1.06% - 0.24% - - - - 0.07% - 0.16% -
自営等広帯域移動無線アクセスシステム(フェムトセル
基地局・屋内小型基地局)

- - - - - - - - - - - -

実験試験局(2.4GHz超2.7GHz以下) 0.28% 0.19% 0.59% 0.43% 1.74% 0.80% 0.47% 0.12% 0.03% 0.01% 0.43% 0.97%
その他(2.4GHz超2.7GHz以下) 0.00% - - - - 0.05% 0.01% 0.00% - - - -
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無線局数が多い上位 6システムの増減の傾向は様々であった。 

その中でも、地域広帯域移動無線アクセスシステム(陸上移動局)及び地域広帯域移動無線アク

セスシステム(基地局(屋内小型基地局・フェムトセル基地局を除く))は年々顕著な増加傾向にあ

ることが分かる。 

地域広帯域移動無線アクセスシステム(陸上移動局)及び地域広帯域移動無線アクセスシステム

(基地局(屋内小型基地局・フェムトセル基地局を除く))は、令和元年度又は平成 30年度では、そ

れぞれ 34,459局、1,447局であったが、令和 3年度では 93,079局、2,287局となっている。この

理由は、事業者の基地局等の設置計画により増加したものと考えられる。 

2.4GHz 帯無人移動体画像伝送システムは、令和元年度又は平成 30 年度では、0 局であったが、

令和 3 年度では 10 局となっている。この理由は、当該システムは平成 28 年に制度整備され、近

年のドローン需要の高まりに伴い当該システムの免許申請が増えたものと考えられる。 

 

図表－近－7－3 システム別無線局数の推移 

 

 

*1 「その他」には上記の表に表示している電波利用システムが含まれている。 

*2 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。  

  

地域広帯域移動無線ア

クセスシステム(陸上

移動局)

地域広帯域移動無線ア

クセスシステム(基地

局(屋内小型基地局・

フェムトセル基地局を

除く))

2.4GHz帯アマチュア無

線

2.4GHz帯道路交通情報

通信システム(VICS

ビーコン)

実験試験局(2.4GHz超

2.7GHz以下)

2.4GHz帯移動体識別

(構内無線局(免許局))
その他

平成28年度又は平成27年度 610 58 1,090 506 23 62 0

令和元年度又は平成30年度 34,459 1,447 932 476 55 45 0

令和3年度 93,079 2,287 799 368 113 40 12

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

（無線局数） 平成28年度又は平成27年度 令和元年度又は平成30年度 令和3年度

平成28年度又は
平成27年度

令和元年度又は
平成30年度

令和3年度

2.4GHz帯無人移動体画像伝送システム 0 0 10

その他(2.4GHz超2.7GHz以下) 0 0 2

2.4GHz帯移動体識別(構内無線局(登録局)) 0 0 0

N-STAR衛星移動通信システム(人工衛星局) 0 0 0

N-STAR衛星移動通信システム(携帯基地地球局) 0 0 0

N-STAR衛星移動通信システム(携帯移動地球局) 0 0 0

地域広帯域移動無線アクセスシステム(陸上移動中継局) 0 0 0

地域広帯域移動無線アクセスシステム(フェムトセル基地局・屋内小型基地局) 0 0 0

自営等広帯域移動無線アクセスシステム(基地局(屋内小型基地局・フェムトセル基地局を除
く))

0 0 0

自営等広帯域移動無線アクセスシステム(陸上移動中継局) 0 0 0

自営等広帯域移動無線アクセスシステム(陸上移動局) 0 0 0

自営等広帯域移動無線アクセスシステム(フェムトセル基地局・屋内小型基地局) 0 0 0
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(3) 無線局の具体的な使用実態  

① 運用時間  

「年間の送信日数」では、免許人 10者を対象としている。 

「年間の送信日数」に対する回答は、「365日」が多かった。 

 

 

 

本図表では、「年間の送信日数」において、「送信実績がある」と回答した免許人 9 者を対象と

している。 

「一日の送信時間帯」について、地域広帯域移動無線アクセスシステム(基地局(屋内小型基地

局・フェムトセル基地局を除く))は 90%以上の免許人が全時間帯で送信していると回答しており、

特に 16 時から 17時にかけては、他システムを含め、全ての免許人が送信していると回答した。 

 

図表－近－7－4 一日の送信時間帯

 

*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 送信状態とは、電波を送信(発射)している状態の時間帯で、電波を受信している状態のみの時間帯は含まない。 

*3 送信実績がある日のうち、代表的な電波を発射している日（電波を発射している状態（送信状態）の時間帯のパ

ターンとして最も実績が多い時間帯を含む日）に基づく、電波を発射している時間帯の回答を示している。 

*4 複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

 

 

 

② 災害対策等  

「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無」では免許人 10者を対象としてい

る。 

全ての免許人が、「全ての無線局について対策を実施している」と回答した。 
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時
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時
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時
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19～
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20～
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22～

23時

23～
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2.4GHz帯道路交通情報通信システム(VICSビーコン) 100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%

地域広帯域移動無線アクセスシステム(基地局(屋内小型基地局・フェ

ムトセル基地局を除く))
88.9% 88.9% 88.9% 88.9% 88.9% 88.9% 88.9% 88.9% 88.9% 88.9% 88.9% 88.9% 88.9% 88.9% 88.9% 88.9%100.0%88.9% 88.9% 88.9% 88.9% 88.9% 88.9% 88.9%
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本図表では、「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無」において、「全ての

無線局について対策を実施している」又は「一部の無線局について対策を実施している」と回答

した免許人 9者を対象としている。 

「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の具体的内容」に対する回答は、「代替用

の予備の無線設備一式を保有している」、「設備や装置等の保守を委託している」が多かった。 

 

図表－近－7－5 運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の具体的内容

 
*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 有効回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*4 システムごとに、回答割合が最も大きい選択肢の値に網掛けをしている。 

*5 当該設問は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

*6 複数の無線局を保有している場合、全て又は一部の無線局でも対策を実施していれば該当する全ての選択肢を回

答している。 

 

 

 

「予備電源による最大運用可能時間」では、「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対

策の具体的内容」において、「予備電源を保有している」と回答した免許人 5者を対象としている。 

「予備電源による最大運用可能時間」に対する回答は、「12 時間未満」が多かった。 

 

 

 

「予備電源を保有していない理由」は、「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の

具体的内容」において、「予備電源を保有している」と回答していない免許人 4者を対象としてい

る。 

「予備電源を保有していない理由」に対する回答は、「経済的に困難であるため」が多かった。 

 

 

 

「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無」では、免許人 10者を対象と

している。 

「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無」に対する回答は、「全ての無

線局について対策を実施している」が多かった。 

 

 

 

  

有効回答数

他の電波利用
システムによ
る臨時無線設
備を確保して

いる

代替用の予備
の無線設備一
式を保有して

いる

無線設備を構
成する一部の
装置や代替部
品を保有して

いる

有線を利用し
て冗長性を確
保している

無線設備の通
信経路の多
ルート化等に
より冗長性を
確保している

予備電源を保
有している

設備や装置等
の保守を委託
している

その他

地域広帯域移動無線アクセスシステ
ム(基地局(屋内小型基地局・フェム
トセル基地局を除く))

9 0.0% 77.8% 22.2% 22.2% 0.0% 55.6% 77.8% 11.1%
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「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の具体的内容」では、「運用継続性の

確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無」において、「全ての無線局について対策を実施

している」又は「一部の無線局について対策を実施している」と回答した免許人 10者を対象とし

ている。 

「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の具体的内容」に対する回答は、「運

用状況を常時監視（遠隔含む）している」、「復旧要員の常時体制を構築している」、「定期保守点

検を実施している」、「運用管理や保守等を委託している」が多かった。 

 

 

 

「地震対策の有無」では、免許人 10者を対象としている。 

「地震対策の有無」に対する回答は、「全ての無線局について地震対策を実施している」が多か

った。 

 

 

 

「地震対策を実施していない理由」は、「地震対策の有無」において、「一部の無線局について

地震対策を実施している」又は「地震対策を実施していない」と回答した免許人 2 者を対象とし

ている。 

「地震対策を実施していない理由」に対する回答は、「自己以外の要因（無線局設置施設が耐震

化未整備など）で地震対策が困難であるため」が多かった。 

 

 

 

「水害対策の有無」では、免許人 10者を対象としている。 

「水害対策の有無」に対する回答は、「一部の無線局について水害対策を実施している」が多か

った。 

 

 

 

「水害対策を実施していない理由」は、「水害対策の有無」において、「一部の無線局について

水害対策を実施している」又は「水害対策を実施していない」と回答した免許人 8 者を対象とし

ている。 

「水害対策を実施していない理由」に対する回答は、「水害対策が必要の無い設置場所（浸水区

域ではない、高所である、建物内の 2階以上である等）であるため」が多かった。 
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本図表では、免許人 10者を対象としている。 

「火災対策の有無」に対する回答は、「一部の無線局について火災対策を実施している」が多か

った。 

 

図表－近－7－6 火災対策の有無

 
*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 データラベルは、10%以上の値のみを表示している。 

*3 火災対策とは、火災受信設備（火災探知機、火災報知器、火災警報器等を指す）の設置や、防火・耐火構造（屋

根、柱、梁、床等の構造物の防火・耐火機能を指す）等の対策をいう。 

 

 

 

「火災対策を実施していない理由」は、「火災対策の有無」において、「一部の無線局について

火災対策を実施している」又は「火災対策を実施していない」と回答した免許人 8 者を対象とし

ている。 

「火災対策を実施していない理由」に対する回答は、「設置場所等の理由で対策が困難もしくは

必要無いと考えるため」、「その他」が多かった。「その他」の具体的な内容は、「屋外の単独施設

のため」であった。 

 

 

 

③ サービス提供内容  

「無線局を利用したサービス提供内容」では、免許人 9者を対象としている。 

「無線局を利用したサービス提供内容」に対する回答は、「公共向け防災・災害対策サービス（避

難所 Wi-Fiサービス、防災無線代替・補完又は河川監視カメラ等）」、「一般利用者向けインターネ

ット接続サービス」が多かった。 

 

 

 

  

22.2%

100.0%

55.6% 22.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2.4GHz帯道路交通情報通信システム(VICSビー

コン)

地域広帯域移動無線アクセスシステム(基地局

(屋内小型基地局・フェムトセル基地局を除

く))

全ての無線局について火災対策を実施している 一部の無線局について火災対策を実施している
火災対策を実施していない
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(4) 電波を有効利用するための計画(他の電気通信手段への代替可能性及び使用周波数の移

行計画等を含む。)  

① 今後の無線局の増減予定 

本図表では、免許人 10者を対象としている。 

2.4GHz 帯道路交通情報通信システム(VICS ビーコン)では、全ての免許人が「全ての無線局を廃

止予定」と回答し、地域広帯域移動無線アクセスシステム(基地局(屋内小型基地局・フェムトセ

ル基地局を除く))では、全ての免許人が「無線局数は増加予定」と回答した。 

 

図表－近－7－7 今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無

 

*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 データラベルは、10%以上の値のみを表示している。 

 

 

 

「無線局数増加理由」は、「今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無」に

おいて、「無線局数は増加予定」と回答した免許人 9者を対象としている。 

「無線局数増加理由」に対する回答は、「新規導入を予定しているため」が多かった。 

 

 

 

「移行・代替元システム」は、「無線局数増加理由」において、「他の電波利用システムから本

システムへ移行・代替予定のため」と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は「1.9GHz 帯の公衆 PHS サービス」から本システムへ移行・代替予定と回答した。 

 

 

 

「無線局数減少・廃止理由」では、「今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の

有無」において、「全ての無線局を廃止予定」と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「事業を縮小又は廃止予定のため」と回答した。 

 

 

 

  

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2.4GHz帯道路交通情報通信システム(VICSビー

コン)

地域広帯域移動無線アクセスシステム(基地局

(屋内小型基地局・フェムトセル基地局を除

く))

無線局数は増加予定 無線局数は減少予定 全ての無線局を廃止予定 無線局数の増減の予定なし
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② 今後の通信量の増減予定  

「通信量の管理の有無」では、免許人 9者を対象としている。 

「通信量の管理の有無」に対する回答は、「全ての無線局について通信量を管理している」が多

かった。 

 

 

 

本図表では、「通信量の管理の有無」において、「全ての無線局について通信量を管理している」

又は「一部の無線局について通信量を管理している」と回答した免許人 8者を対象としている。 

「最繁時の平均通信量」に対する回答は、音声通信はほとんどされていない一方、データ通信

は行われている。 

 

図表－近－7－8 最繁時の平均通信量

 

*1 音声通信量は通話時間を実際のデジタル伝送速度をもとに換算している。 

*2 データ通信量はパケットを含む。 

*3 最繁時の通信量は、音声とデータの合計通信量が最大となる通信量としている。 

*4 0.005未満については、0.00 と表示している。 

 

 

 

「今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無」では、免許人 10者を対象とし

ている。 

「今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無」に対する回答は、「通信量は増

加予定」が多かったが、「通信量は減少予定」が多いシステムも存在した。 

 

 

 

「通信量増加理由」では、「今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無」にお

いて、「通信量は増加予定」と回答した免許人 8者を対象としている。 

「通信量増加理由」に対する回答は、「通信の頻度が増加する予定のため」が多かった。 

 

 

 

「通信量減少理由」では、「今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無」にお

いて、「通信量は減少予定」と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「無線局の廃止予定があるため」と回答した。 

 

 

 

③ デジタル方式の導入等  

「通信方式」では、免許人 10者を対象としている。 

全ての免許人が、「デジタル方式を利用」と回答した。 

 

電波利用システム名 小項目 全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

音声通信量 [Mbps/局] 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

データ通信量 [Mbps/局 5890.52 9.33 34.80 3.87 18.23 12566.03 19.56 13.27 11.36 29633.77 1.56 0.00

地域広帯域移動無線アクセスシステ
ム(基地局(屋内小型基地局・フェムト

セル基地局を除く))
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(5) 電波利用システムの社会的貢献性 

① 社会的貢献性  

「電波を利用する社会的貢献性」では、免許人 10者を対象としている。 

「電波を利用する社会的貢献性」に対する回答は、「非常時等における国民の生命及び財産の保

護」、「国民生活の利便の向上、新規事業及び雇用の創出その他の経済発展」が多かった。なお、

システムごとの具体的な内容は以下の通りである。 

2.4GHz 帯道路交通情報通信システム(VICS ビーコン)では「道路交通情報の提供により国民生活

の利便の向上に寄与する」、N-STAR 衛星移動通信システム(携帯基地地球局)では「陸上では災害対

策等・海上では船舶の連絡手段として、非常時も安全な通信を提供する」、地域広帯域移動無線ア

クセスシステム(基地局(屋内小型基地局・フェムトセル基地局を除く))では「災害時の情報発信

に利用することにより国民の安心安全に寄与する」や「平常時の情報提供により国民生活の利便

性の向上に寄与する」との回答が多かった。 

 

 

 

(6) 総合評価 

① 周波数割当ての動向  

第 4章第 2節第 6款(6)総合評価①周波数割当ての動向と同様のため、記載を割愛する。 

 

 

② 電波に関する需要の動向 

第 4章第 2節第 6款(6)総合評価②電波に関する需要の動向と同様のため、記載を割愛する。 

 

 

③ 総括 

本周波数区分は、地域広帯域移動無線アクセスシステムの無線局が全体の 9 割以上を占めてお

り、周波数が有効利用されており、新たな無線システムの導入や既存無線システムの高度化が進

んでいるほか、渋滞・交通情報の提供や災害時のライフラインとしての利用もあり、国民生活の

利便の向上や非常時等における国民の生命及び財産の保護の観点で社会的貢献性は高いものと考

えられる。これらのことから、本周波数区分は、おおむね適切に利用されている。 

一方で、2.6GHz帯衛星移動通信システムは、主として、海上、山間地、離島等での通信手段や

災害時のライフラインとして活用されているが、2.6GHz 帯は 3GPP が策定する携帯電話用の国際

標準バンドでもある。そのため、新たな携帯電話用周波数の確保に向けて、2.6GHz帯衛星移動通

信システムの利用形態を踏まえた平時と災害時のダイナミック周波数共用の適用を含め、移動通

信システムの導入の可能性について検討することが適当である。 
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第8款 2.7GHz 超 3.4GHz 以下の周波数の利用状況 

(1) 本周波数区分を利用する主な電波利用システム 

本周波数区分を利用する電波利用システムは次のとおりである。 

① 無線局免許等を要する電波利用システムの割当状況 

 

 

 

 

 

② 電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している免許人・無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細

は、第 2 章第 2 節を参照のこと。  

*2 免許人数は、同一免許人が複数の総合通信局から免許を受けている場合、一免許人として集計している。詳細

は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*3 0.005%未満については、0.00%と表示している。 

*4 〔-〕と表示している場合は、当該システムの無線局が存在しないことを示している。 

  

免許人数 無線局数 無線局数の割合
空港監視レーダー(ASR) 1者 4局 2.63%
位置・距離測定用レーダー(船位計) 0者 0局 -
3GHz帯船舶レーダー(船舶局) 51者 127局 83.55%
3GHz帯船舶レーダー(特定船舶局) 3者 3局 1.97%
実験試験局(2.7GHz超3.4GHz以下) 3者 15局 9.87%
その他(2.7GHz超3.4GHz以下) 2者 3局 1.97%

合計 60者 152局 100.0%
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③ 調査票設問一覧   

表中に「○」が記載されている設問についてのみ評価を実施している。 

 

 

  

カ テゴリ 1

○

○

予備電源を保有して

いる場合
予備電源による最大運用可能時間 ○

予備電源を保有して

いない場合
予備電源を保有していない理由 ※2

○

○

○

※2

○

※2

○

※2

○

○

○

※2

他システムからの移

行・代替の場合

移行・代替元システ

ム
※2

※2

他システムへの移

行・代替の場合

移行・代替先システ

ム（無線局数減少・

廃止が予定される場

合）

※2

○

増加予定の場合 ※2

減少予定の場合 ※2

○

-

-

○

○
社会的貢献性

電波を利用する社会的貢献性

電波を利用する社会的貢献性の具体的な内容

－ ：調査対象外である。		

※1 ：無線局が存在しない。	

※2 ：他の設問の回答により、回答対象外となり、回答が存在しない。		

〇 ：回答が存在する。

1：空港監視レーダー(ASR)

デジタル方式

の導入等

レーダー技術の高度化の予定

受信フィルタ（混信低減・除去を行う)

送信フィルタ（帯域外輻射を抑圧する）

今後の通信量

の増減予定

今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無

通信量増加理由

通信量減少理由

今後の無線局

の増減予定

今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無

予定有の場合

増加予定の場合

無線局数増加理由

減少又は廃止予定

の場合

無線局数減少・廃止理由

火災対策を実施していない理由

運用時間
年間の送信日数

送信実績がある場合 一日の送信時間帯

調査票設問 /  電波利用システム

災害対策等

運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無

対策している場合

運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の具体的

内容

運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無

対策している場合
運用継続性の確保を目的とした運用管理

や体制等の対策の具体的内容

地震対策の有無

対策していない場合 地震対策を実施していない理由

水害対策の有無

対策していない場合 水害対策を実施していない理由

火災対策の有無

対策していない場合
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(2) 無線局の分布状況等についての評価 

無線局数が増加傾向にある総合通信局と、いずれの調査年度においても増減がほとんど無い総

合通信局で、二分された。特に北陸局については、3カ年の変動は無かった。 

近畿局では、令和元年度又は平成 30年度から令和 3年度にかけて増加しており、令和 3年度で

は 152 局となっている。 

増加の理由としては、3GHz 帯船舶レーダー(船舶局)が増加したためである。 

 

図表－近－8－1 総合通信局別無線局数の推移 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している免許人・無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細

は、第 2 章第 2 節を参照のこと。  

 

  

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成28年度又は平成27年度 19 35 395 25 4 94 110 97 179 160 27

令和元年度又は平成30年度 22 40 418 23 4 92 143 108 207 183 28

令和3年度 19 37 424 24 4 92 152 123 223 191 30

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

（無線局数） 平成28年度又は平成27年度 令和元年度又は平成30年度 令和3年度
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信越局以外の総合通信局については、3GHz帯船舶レーダー(船舶局)が最大割合であり、全国

的に見ても同システムが最大割合となった。一方で信越局については、実験試験局(2.7GHz 超

3.4GHz 以下)が最大割合となった。 

図表－近－8－2 総合通信局ごとのシステム別無線局数の割合 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。

*2 0.005%未満については、0.00%と表示している。

*3 総合通信局ごとに、各周波数区分の中で無線局数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。

*4 〔-〕と表示している場合は、当該システムの無線局が存在しないことを示している。

令和 3 年度に無線局が存在したのは 5 システムであった。それら 5 システムはいずれも、令和

元年度又は平成 30年度から令和 3年度にかけての増減はわずかであることが分かる。 

図表－近－8－3 システム別無線局数の推移 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄
空港監視レーダー(ASR) 2.27% 5.26% 2.70% 0.94% 4.17% - 3.26% 2.63% 0.81% 0.90% 4.71% 13.33%
位置・距離測定用レーダー(船位計) - - - - - - - - - - - -
3GHz帯船舶レーダー(船舶局) 90.67% 94.74% 91.89% 88.68% 33.33% 100.00% 92.39% 83.55% 98.37% 98.65% 93.72% 80.00%
3GHz帯船舶レーダー(特定船舶局) 0.99% - 2.70% 0.24% - - 2.17% 1.97% 0.81% 0.45% 1.05% 6.67%
実験試験局(2.7GHz超3.4GHz以下) 5.69% - 2.70% 9.91% 62.50% - 2.17% 9.87% - - - -
その他(2.7GHz超3.4GHz以下) 0.38% - - 0.24% - - - 1.97% - - 0.52% -

3GHz帯船舶レーダー(船舶

局)

実験試験局(2.7GHz超

3.4GHz以下)
空港監視レーダー(ASR)

3GHz帯船舶レーダー(特定

船舶局)

その他(2.7GHz超3.4GHz以

下)

位置・距離測定用レーダー

(船位計)

平成28年度又は平成27年度 91 13 5 1 0 0

令和元年度又は平成30年度 120 16 5 2 0 0

令和3年度 127 15 4 3 3 0

0

20

40

60

80

100

120

140

（無線局数） 平成28年度又は平成27年度 令和元年度又は平成30年度 令和3年度
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(3) 無線局の具体的な使用実態  

① 運用時間  

 「年間の送信日数」では、免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「365日」と回答した。 

 

 

 

本図表では、「年間の送信日数」において、「送信実績がある」と回答した免許人 1 者を対象と

している。 

「一日の送信時間帯」について、空港監視レーダー(ASR)の当該免許人は 24 時間送信している

と回答した。 

 

図表－近－8－4 一日の送信時間帯

 
*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 送信状態とは、電波を送信(発射)している状態の時間帯で、電波を受信している状態のみの時間帯は含まない。 

*3 送信実績がある日のうち、代表的な電波を発射している日（電波を発射している状態（送信状態）の時間帯のパ

ターンとして最も実績が多い時間帯を含む日）に基づく、電波を発射している時間帯の回答を示している。 

*4 複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

 

 

 

  

0～1時 1～2時 2～3時 3～4時 4～5時 5～6時 6～7時 7～8時 8～9時
9～10

時

10～11

時

11～12

時

12～13

時

13～14

時

14～15

時

15～16

時

16～17

時

17～18

時

18～19

時

19～20

時

20～21

時

21～22

時

22～23

時

23～24

時

空港監視レーダー(ASR) 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%
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② 災害対策等  

「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無」では免許人 1 者を対象としてい

る。 

当該免許人は、「全ての無線局について対策を実施している」と回答した。 

 

 

 

本図表では、「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無」において、「全ての

無線局について対策を実施している」と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「その他」を除く全選択肢について 100％と回答した。 

 

図表－近－8－5 運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の具体的内容

 
*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 有効回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*4 システムごとに、回答割合が最も大きい選択肢の値に網掛けをしている。 

*5 当該設問は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

*6 複数の無線局を保有している場合、全て又は一部の無線局でも対策を実施していれば該当する全ての選択肢を回

答している。 

 

 

 

「予備電源による最大運用可能時間」では、「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対

策の具体的内容」において、「予備電源を保有している」と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「48時間（2 日）以上 72時間（3日）未満」と回答した。 

 

 

 

「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無」では、免許人 1 者を対象と

している。 

当該免許人は、「全ての無線局について対策を実施している」と回答した。 

 

 

  

有効回答数

他の電波利用
システムによ
る臨時無線設
備を確保して

いる

代替用の予備
の無線設備一
式を保有して

いる

無線設備を構
成する一部の
装置や代替部
品を保有して

いる

有線を利用し
て冗長性を確
保している

無線設備の通
信経路の多
ルート化等に
より冗長性を
確保している

予備電源を保
有している

設備や装置等
の保守を委託
している

その他

空港監視レーダー(ASR) 1 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0%
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本図表では、「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無」において、「全

ての無線局について対策を実施している」と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「運用状況を常時監視（遠隔含む）している」、「復旧要員の常時体制を構築して

いる」「定期保守点検を実施している」、「防災訓練や慣熟訓練を実施している」、「非常時における

代替運用手順を規定している」、「運用管理や保守等を委託している」と回答した。 

 

図表－近－8－6 運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の具体的内容

 

*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 有効回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*4 システムごとに、回答割合が最も大きい選択肢の値に網掛けをしている。 

*5 当該設問は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

*6 複数の無線局を保有している場合、全て又は一部の無線局でも対策を実施していれば該当する全ての選択肢を回

答している。 

 

 

 

「地震対策の有無」では、免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「全ての無線局について地震対策を実施している」と回答した。 

 

 

 

「水害対策の有無」では、免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「全ての無線局について水害対策を実施している」と回答した。 

 

 

 

「火災対策の有無」では、免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「全ての無線局について火災対策を実施している」と回答した。 

 

 

  

有効回答数

運用状況を常
時監視（遠隔
含む）してい

る

復旧要員の常
時体制を構築
している

定期保守点検
を実施してい

る

防災訓練や慣
熟訓練を実施
している

非常時に備え
たマニュアル
を策定してい

る

非常時におけ
る代替運用手
順を規定して

いる

運用管理や保
守等を委託し

ている
その他

空港監視レーダー(ASR) 1 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0%
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(4) 電波を有効利用するための計画(他の電気通信手段への代替可能性及び使用周波数の移

行計画等を含む。)  

① 今後の無線局の増減予定 

「今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無」では、免許人 1者を対象とし

ている。 

当該免許人は、「無線局数の増減の予定なし」と回答した。 

 

 

 

② 今後の通信量の増減予定  

「今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無」では、免許人 1者を対象として

いる。 

当該免許人は、「通信量の増減の予定なし」と回答した。 

 

 

 

③ デジタル方式の導入等  

「レーダー技術の高度化の予定」では、免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「導入済み・導入中」と回答した。 

 

 

 

(5) 電波利用システムの社会的貢献性 

① 社会的貢献性  

「電波を利用する社会的貢献性」では、免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「国の安全確保及び公共の秩序維持」、「国民生活の利便の向上、新規事業及び雇

用の創出その他の経済発展」と回答した。なお、システムごとの具体的な回答は以下の通りであ

る。 

空港監視レーダー(ASR)では「航空機の安全運航のため利用する」や、「国民の生活の利便向上

に寄与する」との回答が多かった。 
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(6) 総合評価 

① 周波数割当ての動向  

第 4章第 2節第 7款(6)総合評価①周波数割当ての動向と同様のため、記載を割愛する。 

 

 

② 電波に関する需要の動向 

第 4章第 2節第 7款(6)総合評価②電波に関する需要の動向と同様のため、記載を割愛する。 

 

 

③ 総括 

本周波数区分は、国際的に無線標定業務及び無線航行業務に分配された周波数帯であり、主に、

航空管制や船舶の航行のために利用されている。そのため、国際的な周波数割当との整合性等か

ら判断すると、おおむね適切に利用されている。 

空港監視レーダー(ASR)については、平成 28年度又は平成 27年度調査時から引き続き 5局と増

減は無く、航空機の安全運航に資するためのものであり、その需要については、空港や航空機の

数が大幅に増減する等の変化がない限り、大きな状況の変化はないものと考えられる。 

一方で、位置・距離測定用レーダー(船位計)も平成 28 年度又は平成 27 年度調査時から引き続

き 0 局となっており、今後の需要動向を踏まえつつ、他のシステムへの代替又は廃止を含めて検

討することが必要である。 

なお、無線標定と無線航行に利用される電波利用システムは、国際的に使用周波数等が決めら

れていることから、他の周波数帯へ移行又は他の電気通信手段へ代替することは困難であり、無

線局数についても今後大きな状況の変化はないものと考えられる。 
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第9款 3.4GHz 超 4.4GHz 以下の周波数の利用状況 

(1) 本周波数区分を利用する主な電波利用システム 

本周波数区分を利用する電波利用システムは次のとおりである。 

① 無線局免許等を要する電波利用システムの割当状況 

 

 

 

 

 

② 電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している免許人・無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細

は、第 2 章第 2 節を参照のこと。  

*2 免許人数は、同一免許人が複数の総合通信局から免許を受けている場合、一免許人として集計している。詳細

は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*3 0.005%未満については、0.00%と表示している。 

*4 〔-〕と表示している場合は、当該システムの無線局が存在しないことを示している。 

  

免許人数 無線局数 無線局数の割合
放送監視制御(Sバンド) 1者 2局 1.26%
衛星ダウンリンク(Cバンド)(3.4GHz超3.6GHz以下) 0者 0局 -
3.4GHz帯音声FPU 0者 0局 -
3.4GHz帯音声STL/TTL/TSL 1者 2局 1.26%
衛星ダウンリンク(Cバンド)(3.6GHz超4.2GHz以下) 0者 0局 -
移動衛星ダウンリンク(Cバンド) 0者 0局 -
航空機電波高度計 28者 149局 93.71%
実験試験局(3.4GHz超4.4GHz以下) 3者 5局 3.14%
その他(3.4GHz超4.4GHz以下) 1者 1局 0.63%

合計 34者 159局 100.0%

7-64



③ 調査票設問一覧   

表中に「○」が記載されている設問についてのみ評価を実施している。 

 

 

  

カ テゴリ 1 2

○ ○

○ ○

予備電源を保有して

いる場合
予備電源による最大運用可能時間 ○ ○

予備電源を保有して

いない場合
予備電源を保有していない理由 ※2 ※2

○ ○

○ ○

○ ○

※2 ※2

○ ○

○ ○

○ ○

※2 ※2

○ ○

○ ○

○ ○

全て又は一部の無

線局で移行・代替・

廃止のいずれかが

令和4年11月末まで

に完了する場合

○ ○

一部又は全ての無

線局で移行・代替・

廃止のいずれの予

定もない場合

※2 ※2

○ ○

※2 ※2

計画無の場合 ※2 ※2

○ ○

※2 ※2
社会的貢献性

電波を利用する社会的貢献性

電波を利用する社会的貢献性の具体的な内容

－ ：調査対象外である。		

※1 ：無線局が存在しない。	

※2 ：他の設問の回答により、回答対象外となり、回答が存在しない。		

〇 ：回答が存在する。

1：放送監視制御(Sバンド)

2：3.4GHz帯音声STL/TTL/TSL

デジタル方式

の導入等

通信方式

アナログ方式を利用

している場合

デジタル方式の導入計画の有無

デジタル方式の導入予定がない理由

デジタル移行

等予定

（移行期限に

定めあり）

移行・代替・廃止予定時期①

移行・代替・廃止手段（移行期限等に定めあり①）

移行・代替・廃止が困難な理由①

火災対策の有無

対策していない場合 火災対策を実施していない理由

運用時間
年間の送信日数

送信実績がある場合 一日の送信時間帯

調査票設問 /  電波利用システム

災害対策等

運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無

対策している場合

運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の具体的

内容

運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無

対策している場合
運用継続性の確保を目的とした運用管理

や体制等の対策の具体的内容

地震対策の有無

対策していない場合 地震対策を実施していない理由

水害対策の有無

対策していない場合 水害対策を実施していない理由
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(2) 無線局の分布状況等についての評価 

総合通信局ごとに無線局数の増減傾向は異なった。 

近畿局では、令和元年度又は平成 30年度から令和 3年度にかけてわずかに増加している。この

理由は、3.4GHz帯音声 STL/TTL/TSL は減少しているものの、航空機電波高度計がそれを上回り増

加しているためである。 

 

図表－近－9－1 総合通信局別無線局数の推移 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。  

 

  

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成28年度又は平成27年度 32 62 873 25 18 122 142 51 36 116 22

令和元年度又は平成30年度 28 53 894 11 13 148 153 33 27 119 26

令和3年度 29 31 1,022 4 8 124 159 21 13 95 32

0

200

400

600

800

1,000

1,200

（無線局数） 平成28年度又は平成27年度 令和元年度又は平成30年度 令和3年度
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全ての総合通信局において航空機電波高度計が最大割合となった。一方で北陸局については、

実験試験局(3.4GHz超 4.4GHz以下)も航空機電波高度計と並び最大割合となった。 

 

図表－近－9－2 総合通信局ごとのシステム別無線局数の割合 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。  

*2 0.005%未満については、0.00%と表示している。 

*3 総合通信局ごとに、各周波数区分の中で無線局数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。  

*4 〔-〕と表示している場合は、当該システムの無線局が存在しないことを示している。 

 

 

無線局数が多い上位 6 システムの増減傾向は様々であった。そのうち、3.4GHz 帯音声

STL/TTL/TSL については、令和元年度又は平成 30年度から令和 3年度にかけて大きく減少してい

ることが分かる。 

3.4GHz 帯音声 STL/TTL/TSL は、令和元年度又は平成 30年度では 18局であったが、令和 3年度

では 2局と大きく減少している。 

この理由は、移行先として制度整備した M バンド（6,570-6,870MHz）又は N バンド（7,425-

7,750MHz）を原則として、周波数移行が進んでいるためと考えられる。 

 

図表－近－9－3 システム別無線局数の推移 

 

 

*1 「その他」には上記の表に表示している電波利用システムが含まれている。 

*2 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。  

  

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄
放送監視制御(Sバンド) 0.33% 6.90% - - - 12.50% - 1.26% - - - -
衛星ダウンリンク(Cバンド)(3.4GHz超3.6GHz以下) - - - - - - - - - - - -
3.4GHz帯音声FPU - - - - - - - - - - - -
3.4GHz帯音声STL/TTL/TSL 0.39% 3.45% 6.45% - - 12.50% - 1.26% - - - -
衛星ダウンリンク(Cバンド)(3.6GHz超4.2GHz以下) 0.46% - - 0.68% - - - - - - - -
移動衛星ダウンリンク(Cバンド) 0.13% - - 0.20% - - - - - - - -
航空機電波高度計 85.44% 72.41% 93.55% 81.70% 100.00% 37.50% 94.35% 93.71% 95.24% 100.00% 95.79% 100.00%
実験試験局(3.4GHz超4.4GHz以下) 13.13% 17.24% - 17.42% - 37.50% 4.84% 3.14% 4.76% - 4.21% -
その他(3.4GHz超4.4GHz以下) 0.13% - - - - - 0.81% 0.63% - - - -

航空機電波高度計
実験試験局(3.4GHz超

4.4GHz以下)

放送監視制御(Sバン

ド)

3.4GHz帯音声

STL/TTL/TSL

その他(3.4GHz超

4.4GHz以下)

衛星ダウンリンク(Cバ

ンド)(3.4GHz超3.6GHz

以下)

その他

平成28年度又は平成27年度 105 1 9 22 0 0 5

令和元年度又は平成30年度 126 0 4 18 0 0 5

令和3年度 149 5 2 2 1 0 0

0

20

40

60

80

100

120

140

160

（無線局数） 平成28年度又は平成27年度 令和元年度又は平成30年度 令和3年度

平成28年度又は
平成27年度

令和元年度又は
平成30年度

令和3年度

3.4GHz帯音声FPU 5 5 0

衛星ダウンリンク(Cバンド)(3.6GHz超4.2GHz以下) 0 0 0

移動衛星ダウンリンク(Cバンド) 0 0 0
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(3) 無線局の具体的な使用実態  

① 運用時間  

 

「年間の送信日数」では、免許人 2者を対象としている。 

全ての免許人が、「365 日」と回答した。 

 

 

 

「一日の送信時間帯」では、「年間の送信日数」において、「送信実績がある」と回答した免許

人 2者を対象としている。 

「一日の送信時間帯」について、いずれのシステムの免許人も 24時間送信していると回答した。 

 

 

 

② 災害対策等  

「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無」では免許人 2 者を対象としてい

る。 

全ての免許人が、「全ての無線局について対策を実施している」と回答した。 

 

 

「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の具体的内容」では、「運用継続性の確保

を目的とした設備や装置等の対策の有無」において、「全ての無線局について対策を実施している」

と回答した免許人 2者を対象としている。 

全ての免許人が、「無線設備を構成する一部の装置や代替部品を保有している」、「予備電源を保

有している」、「設備や装置等の保守を委託している」と回答した。 

 

 

「予備電源による最大運用可能時間」では、「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対

策の具体的内容」において、「予備電源を保有している」と回答した免許人 2者を対象としている。 

全ての免許人が、「72 時間（3日）以上」と回答した。 

 

 

「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無」では、免許人 2 者を対象と

している。 

全ての免許人が、「全ての無線局について対策を実施している」と回答した。 

 

 

「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の具体的内容」では、「運用継続性の

確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無」において、「全ての無線局について対策を実施

している」と回答した免許人 2者を対象としている。 

全ての免許人が、「運用状況を常時監視（遠隔含む）している」、「定期保守点検を実施している」、

「復旧要員の常時体制を構築している」、「防災訓練や慣熟訓練を実施している」、「非常時に備え

たマニュアルを策定している」、「非常時における代替運用手順を規定している」、「運用管理や保

守等を委託している」と回答した。 
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「地震対策の有無」では、免許人 2者を対象としている。 

全ての免許人が、「全ての無線局について地震対策を実施している」と回答した。 

 

 

 

「水害対策の有無」では、免許人 2者を対象としている。 

全ての免許人が、「一部の無線局について水害対策を実施している」と回答した。 

 

 

 

「水害対策を実施していない理由」は、「水害対策の有無」において、「一部の無線局について

水害対策を実施している」と回答した免許人 2者を対象としている。 

全ての免許人が、「水害対策が必要の無い設置場所（浸水区域ではない、高所である、建物内の

2階以上である等）であるため」と回答した。 

 

 

 

「火災対策の有無」では、免許人 2者を対象としている。 

全ての免許人が、「全ての無線局について火災対策を実施している」と回答した。 

 

 

 

(4) 電波を有効利用するための計画(他の電気通信手段への代替可能性及び使用周波数の移

行計画等を含む。)  

① デジタル方式の導入等  

「通信方式」では、免許人 2者を対象としている。 

全ての免許人が、「デジタル方式を利用」と回答した。 

 

 

 

② デジタル移行等予定（移行期限に定めあり）  

「移行・代替・廃止予定時期①」では、免許人 2者を対象としている。 

全ての免許人が、「全ての無線局について令和 4年 11月末までに完了」と回答した。 

 

 

 

「移行・代替・廃止手段（移行期限等に定めあり①）」では、「移行・代替・廃止予定時期①」に

おいて、「全ての無線局について令和 4 年 11 月末までに完了」と回答した免許人 2 者を対象とし

ている。 

全ての免許人が、「Mバンド（6570～6870MHz）へ移行」と回答した。 
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(5) 電波利用システムの社会的貢献性 

① 社会的貢献性 

本図表では、免許人 2者を対象としている。 

全ての免許人が、「国民生活の利便の向上、新規事業及び雇用の創出その他の経済発展」、「非

常時等における国民の生命及び財産の保護」、「国の安全確保及び公共の秩序維持」と回答した。  

なお、システムごとの具体的な内容は以下の通りである。 

3.4GHz 帯音声 STL/TTL/TSL では「公共放送の番組伝送、緊急報道や番組制作に必要不可欠な

システムであり、当該利用は国民生活の向上に寄与」、放送監視制御(Sバンド)では「公共放送

の無線装置を安定運用するために必要不可欠なシステムであり、当該利用は国民生活の向上に寄

与」との回答が多かった。 

 

図表－近－9－4 電波を利用する社会的貢献性

 
*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 有効回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*4 当該設問は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

(6) 総合評価 

① 周波数割当ての動向  

第 4章第 2節第 8款(6)総合評価①周波数割当ての動向と同様のため、記載を割愛する。 

 

 

② 電波に関する需要の動向 

第 4章第 2節第 8款(6)総合評価②電波に関する需要の動向と同様のため、記載を割愛する。 

 

 

③ 総括 

本周波数区分は、航空機電波高度計、3.4GHz 帯 STL/TTL/TSL、放送監視制御などで利用されて

いる周波数帯であるが、平成 31年 1月に携帯無線通信用への割当てに伴う周波数再編が行われて

おり、周波数の有効利用も促進されていることから、適切に利用されている。 

航空機電波高度計については、平成 28 年度又は平成 27 年度調査時から増加傾向にあり、航空

機の離着陸に必要なシステムであることから、空港・ヘリポート等で今後も一定の需要が見込ま

れるものと考えられる。 

放送事業用の無線局については、引き続き、終了促進措置を活用し、使用期限（令和 4年 11月

30日）までの迅速かつ円滑な移行が行われるよう、注視していくことが望ましい。 

 

有効回答数
国の安全確保及び公

共の秩序維持

非常時等における国
民の生命及び財産の

保護

国民生活の利便の向
上、新規事業及び雇
用の創出その他の経

済発展

電波の有効利用技術
の開発等科学技術の
進歩及びそれへの貢

献

その他

放送監視制御(Sバンド) 1 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

3.4GHz帯音声STL/TTL/TSL 1 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0%
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第10款 4.4GHz 超 5.85GHz 以下の周波数の利用状況 

(1) 本周波数区分を利用する主な電波利用システム 

本周波数区分を利用する電波利用システムは次のとおりである。 

① 無線局免許等を要する電波利用システムの割当状況 

 

 

 

 

 

 

② 電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合 

 
*1 複数の電波利用システムを利用している免許人・無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細

は、第 2 章第 2 節を参照のこと。  

*2 免許人数は、同一免許人が複数の総合通信局から免許を受けている場合、一免許人として集計している。詳細

は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*3 0.005%未満については、0.00%と表示している。 

*4 〔-〕と表示している場合は、当該システムの無線局が存在しないことを示している。 

*5 個別及び包括免許の無線局数の合算値を示している。  

*6 登録人数を示している。  

*7 個別及び包括登録の登録局数の合算値を示している。 

  

免許人数 無線局数
無線局数の割

合
ローカル５Ｇ（4.6GHz超4.9GHz以下）(基地局) 1者 1局 0.02%
ローカル５Ｇ（4.6GHz超4.9GHz以下）(陸上移動局) 0者 0局*5 -
5GHz帯無線アクセスシステム(4.9GHz超5.0GHz以下) 0者 0局 -
5GHz帯無線アクセスシステム(4.9GHz超5.0GHz以下)(登録局) 83者*6 2,037局*7 47.16%
5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダー 2者 5局 0.12%
5GHz帯アマチュア 712者 715局 16.55%
5.8GHz帯画像伝送 0者 0局 -
無人移動体画像伝送システム 37者 85局 1.97%
狭域通信(DSRC) 48者 1,350局 31.26%
実験試験局(4.4GHz超5.85GHz以下) 10者 126局 2.92%
その他(4.4GHz超5.85GHz以下) 1者 0局 -

合計 894者 4,319局 100.0%
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③ 調査票設問一覧   

表中に「○」が記載されている設問についてのみ評価を実施している。 

 

 

カ テゴリ 1 2

- ○

- ○

予備電源を保有して

いる場合
予備電源による最大運用可能時間 - ○

予備電源を保有して

いない場合
予備電源を保有していない理由 - ※2

- ○

- ○

※1 -

※1 -

- ○

- ※2

- ○

- ○

- ○

- ※2

※1 ○

※1 ○

※1 ○

※1 ※2

他システムからの移

行・代替の場合

移行・代替元システ

ム
※1 ※2

※1 ※2

他システムへの移

行・代替の場合

移行・代替先システ

ム（無線局数減少・

廃止が予定される場

合）

※1 ※2

※1 ○

増加予定の場合 ※1 ※2

減少予定の場合 ※1 ※2

- ※2

- ※2

- ※2

※1 -

- ○

その他選択肢に無

い技術を使用してい

る場合

※1 ※2

※1 -

- ○

※1 -

- ○

※1 ○

更改予定が無い場

合
※1 ※2

※1 -

※1 ○

※1 ○
社会的貢献性

電波を利用する社会的貢献性

電波を利用する社会的貢献性の具体的な内容

－ ：調査対象外である。		

※1 ：無線局が存在しない。	

※2 ：他の設問の回答により、回答対象外となり、回答が存在しない。		

〇 ：回答が存在する。

1：5GHz帯無線アクセスシステム(4.9GHz超5.0GHz以下)

2：5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダー

その他具体的技術

高度化技術の導入予定①

高度化技術の導入予定②
公共業務用無

線の技術

公共業務用無線の技術①

公共業務用無線の技術②

代替可能性①

選択した理由

高度化技術を使用しない理由

更改予定がある場

合

更改後の無線技術の詳細①

更改後の無線技術の詳細②

デジタル方式

の導入等

レーダー技術の高度化の予定

受信フィルタ（混信低減・除去を行う)

送信フィルタ（帯域外輻射を抑圧する）

今後の通信量

の増減予定

今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無

通信量増加理由

通信量減少理由

対策していない場合 水害対策を実施していない理由

今後の無線局

の増減予定

今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無

予定有の場合

増加予定の場合

無線局数増加理由

減少又は廃止予定

の場合

無線局数減少・廃止理由

対策していない場合 火災対策を実施していない理由

運用時間
年間の送信日数

送信実績がある場合 一日の送信時間帯

調査票設問 /  電波利用システム

災害対策等

運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無

対策している場合

運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の具体的

内容

運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無

対策している場合
運用継続性の確保を目的とした運用管理

や体制等の対策の具体的内容

運用継続性の確保のための対策の有無

対策している場合
運用継続性の確保のための対策の具体的

内容

地震対策の有無

対策していない場合 地震対策を実施していない理由

水害対策の有無

火災対策の有無
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(2) 無線局の分布状況等についての評価 

無線局数が年々増加傾向にある総合通信局が多かった。その一方で、沖縄事務所のみが年々減

少傾向にあった。 

近畿局では、全体と同じ傾向で令和元年度又は平成 30年度から令和 3年度にかけて増加してお

り、令和 3年度では 4,319 局で、関東局に次いで多い。 

増加の理由としては、主に 5GHz帯無線アクセスシステム(4.9GHz超 5.0GHz以下)(登録局)が増

加したためである。 

 

図表－近－10－1 総合通信局別無線局数の推移 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。  

*2 0.005%未満については、0.00%と表示している。 

*3 総合通信局ごとに、各周波数区分の中で無線局数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。  

*4 〔-〕と表示している場合は、当該システムの無線局が存在しないことを示している。 
 

 

 

5GHz帯無線アクセスシステム(4.9GHz超 5.0GHz以下)(登録局)が最大となる総合通信局が多く、

全国的に見ても同システムが最大割合となった。 

 

図表－近－10－2 総合通信局ごとのシステム別無線局数の割合 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。  

*2 0.005%未満については、0.00%と表示している。 

*3 総合通信局ごとに、各周波数区分の中で無線局数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。  

*4 〔-〕と表示している場合は、当該システムの無線局が存在しないことを示している。 

 

  

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成28年度又は平成27年度 3,130 1,618 3,989 593 176 1,546 2,204 1,393 1,001 1,703 3,566

令和元年度又は平成30年度 3,546 1,684 5,765 777 272 2,355 3,190 1,635 1,242 2,300 2,835

令和3年度 4,024 2,021 7,554 916 327 3,198 4,319 2,040 1,548 2,547 2,057

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

（無線局数） 平成28年度又は平成27年度 令和元年度又は平成30年度 令和3年度

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄
ローカル５Ｇ（4.6GHz超4.9GHz以下）(基地局) 0.14% - 0.10% 0.36% - - - 0.02% - 0.32% 0.27% -
ローカル５Ｇ（4.6GHz超4.9GHz以下）(陸上移動局) 0.03% - - 0.08% - - - - - 0.13% - -
5GHz帯無線アクセスシステム(4.9GHz超5.0GHz以下) 0.06% - - 0.23% - - - - - - - -
5GHz帯無線アクセスシステム(4.9GHz超5.0GHz以下)(登
録局)

49.93% 79.90% 47.85% 28.90% 37.23% 31.80% 37.71% 47.16% 50.00% 57.75% 51.98% 95.48%

5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダー 0.19% 0.20% 0.25% 0.09% 0.55% 0.61% 0.19% 0.12% 0.20% 0.19% 0.31% 0.19%
5GHz帯アマチュア 19.52% 6.11% 18.70% 30.69% 29.04% 44.95% 22.08% 16.55% 19.36% 16.54% 19.87% 1.51%
5.8GHz帯画像伝送 0.01% - 0.05% - 0.11% - - - - - - -
無人移動体画像伝送システム 3.95% 0.32% 4.21% 8.17% 1.53% 2.14% 7.16% 1.97% 2.01% 2.65% 2.63% 0.44%
狭域通信(DSRC) 23.77% 12.75% 28.70% 25.28% 30.79% 19.27% 31.21% 31.26% 27.35% 22.22% 24.19% 2.33%
実験試験局(4.4GHz超5.85GHz以下) 2.37% 0.72% 0.15% 6.10% 0.76% 1.22% 1.66% 2.92% 1.08% 0.19% 0.63% 0.05%
その他(4.4GHz超5.85GHz以下) 0.04% - - 0.11% - - - - - - 0.12% -
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無線局数が多い上位 6システムのうち、5システムは年々増加傾向にあった。特に、無人移動体

画像伝送システムは年々顕著に増加していることが分かる。 

無人移動体画像伝送システムは、令和元年度又は平成 30年度では 8局であったが、令和 3年度

では 85 局となっている。この理由は、当該システムが平成 28 年に制度整備され、近年のドロー

ン需要の高まりに伴い当該システムの免許申請が増えたためと考えられる。 

ローカル５Ｇ(4.6GHz超 4.9GHz以下)(基地局)は、令和元年度又は平成 30年度では 0局であっ

たが、令和 3年度では 1局となっている。これは、当該システムでは Sub6 帯のローカル５Ｇが令

和 2年 12月に制度として整備され、新規として免許申請されたものである。 

5GHz 帯無線アクセスシステム(4.9GHz超 5.0GHz以下)(登録局)は、令和元年度又は平成 30年度

では 1,275 局であったが、令和 3 年度では 2,037 局となっている。この理由は、当該システムが

快適にデータ通信を行うことができる高速な無線通信システムとして屋外で使用可能なこともあ

り、従来よりも幅広い業種や地域に浸透し市場が拡大したことなどが考えられる。 

 

図表－近－10－3 システム別無線局数の推移 

 

 
*1 「その他」には上記の表に表示している電波利用システムが含まれている。 

*2 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。 
 

  

5GHz帯無線アクセスシ

ステム(4.9GHz超

5.0GHz以下)(登録局)

狭域通信(DSRC) 5GHz帯アマチュア
実験試験局(4.4GHz超

5.85GHz以下)

無人移動体画像伝送シ

ステム

5GHz帯気象レーダー・

5GHz帯空港気象レー

ダー

その他

平成28年度又は平成27年度 618 1,195 345 41 0 5 0

令和元年度又は平成30年度 1,275 1,310 497 95 8 5 0

令和3年度 2,037 1,350 715 126 85 5 1

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

（無線局数） 平成28年度又は平成27年度 令和元年度又は平成30年度 令和3年度

平成28年度又は
平成27年度

令和元年度又は
平成30年度

令和3年度

ローカル５Ｇ（4.6GHz超4.9GHz以下）(基地局) 0 0 1

ローカル５Ｇ（4.6GHz超4.9GHz以下）(陸上移動局) 0 0 0

5GHz帯無線アクセスシステム(4.9GHz超5.0GHz以下) 0 0 0

5.8GHz帯画像伝送 0 0 0

その他(4.4GHz超5.85GHz以下) 0 0 0
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(3) 無線局の具体的な使用実態  

① 運用時間  

「年間の送信日数」では、免許人 2者を対象としている。 

全ての免許人が、「365 日」と回答した。 

 

 

 

「一日の送信時間帯」では、「年間の送信日数」において、「送信実績がある」と回答した免許

人 2者を対象としている。 

「一日の送信時間帯」について、全免許人が 24時間送信していると回答した。 

 

 

 

② 災害対策等  

「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無」では免許人 2 者を対象としてい

る。 

全ての免許人が、「全ての無線局について対策を実施している」と回答した。 

 

 

 

「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の具体的内容」では、「運用継続性の確保

を目的とした設備や装置等の対策の有無」において、「全ての無線局について対策を実施している」

と回答した免許人 2者を対象としている。 

「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の具体的内容」に対する回答は、「予備電

源を保有している」、「設備や装置等の保守を委託している」が多かった。 

 

 

 

「予備電源による最大運用可能時間」では、「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対

策の具体的内容」において、「予備電源を保有している」と回答した免許人 2者を対象としている。 

全ての免許人が、「72 時間（3日）以上」と回答した。 

 

 

 

「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無」では、免許人 2 者を対象と

している。 

全ての免許人が、「全ての無線局について対策を実施している」と回答した。 
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「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の具体的内容」では、「運用継続性の

確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無」において、「全ての無線局について対策を実施

している」と回答した免許人 2者を対象としている。 

「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の具体的内容」に対する回答は、「運

用状況を常時監視（遠隔含む）している」、「定期保守点検を実施している」が多かった。 

 

 

 

「地震対策の有無」では、免許人 2者を対象としている。 

全ての免許人が、「全ての無線局について地震対策を実施している」と回答した。 

 

 

 

本図表では、免許人 2者を対象としている。 

「水害対策の有無」に対する回答は、「一部の無線局について水害対策を実施している」、「水害

対策を実施していない」に二分された。 

 

図表－近－10－4 水害対策の有無

 
*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 データラベルは、10%以上の値のみを表示している。 

*3 水害対策とは、主に津波や大雨による河川の氾濫等を想定した、海抜や地上高を考慮した無線設備（電源設備含

む）の設置、浸水防止設備（防水扉、止水板、土のう、水のう等）の保有等をいう。 

 

 

 

「水害対策を実施していない理由」は、「水害対策の有無」において、「一部の無線局について

水害対策を実施している」又は「水害対策を実施していない」と回答した免許人 2 者を対象とし

ている。 

全ての免許人が、「水害対策が必要の無い設置場所（浸水区域ではない、高所である、建物内の

2階以上である等）であるため」と回答した。 

 

 

 

「火災対策の有無」では、免許人 2者を対象としている。 

全ての免許人が、「全ての無線局について火災対策を実施している」と回答した。 

 

 

  

50.0% 50.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダー

全ての無線局について水害対策を実施している 一部の無線局について水害対策を実施している
水害対策を実施していない
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(4) 電波を有効利用するための計画(他の電気通信手段への代替可能性及び使用周波数の移

行計画等を含む。)  

① 今後の無線局の増減予定 

「今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無」では、免許人 2者を対象とし

ている。 

全ての免許人が、「無線局数の増減の予定なし」と回答した。 

 

 

 

② 今後の通信量の増減予定  

「今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無」では、免許人 2者を対象として

いる。 

全ての免許人が、「通信量の増減の予定なし」と回答した。 

 

 

 

③ 公共業務用無線の技術  

「公共業務用無線の技術②」では、免許人 2者を対象としている。 

全ての免許人が、「電子管による送信技術」及び「固体素子による送信技術」を使用している
と回答し、実績使用年数にはばらつきが見られた。 

 

 

 

本図表では、「公共業務用無線の技術②」において、比較的効率的ではない技術を使用している

無線局数を回答した免許人 2者を対象としている。 

「高度化技術の導入予定②」に対する回答は、「令和 3 年度中」、「令和 16 年度以降」に二分さ

れた。なお、更改後の無線技術についての回答は、「固体素子による送信技術」が多かった。なお、

その無線技術を選択した理由としては、「システムの安定性や耐障害性の向上のため」や「ランニ

ングコストの低減や周波数利用の効率化のため」との回答が多かった。 

 

図表－近－10－5 高度化技術の導入予定②

 

*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 データラベルは、10%以上の値のみを表示している。 

 

 

 

50.0% 50.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダー

令和3年度中 令和4年度～令和5年度中 令和6年度～令和10年度中
令和11年度～令和15年度中 令和16年度以降 更改予定なし
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(5) 電波利用システムの社会的貢献性

① 社会的貢献性

「電波を利用する社会的貢献性」では、免許人 2者を対象としている。

「電波を利用する社会的貢献性」に対する回答は、「非常時等における国民の生命及び財産の保

護」が多かった。なお、システムごとの具体的な回答は以下の通りである。 

5GHz 帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダーでは「気象情報の観測や公表により、国の安全

確保及び、非常時などにおける国民の生命及び財産の保護に寄与する」や「天気予報や防災気象

情報等の発信により、国民生活の利便の向上に寄与する」との回答が多かった。 

(6) 総合評価

① 周波数割当ての動向

第 4章第 2節第 9款(6)総合評価①周波数割当ての動向と同様のため、記載を割愛する。

② 電波に関する需要の動向

第 4章第 2節第 9款(6)総合評価②電波に関する需要の動向と同様のため、記載を割愛する。

③ 総括

本周波数区分は、5GHz帯無線アクセスシステム、5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダ

ー、5GHz 帯アマチュア、DSRC(狭域通信)及び無人移動体画像伝送システム等の多様な無線システ

ムに利用されており、1.7GHz帯公共業務用無線局の移行先の周波数になっている。

また、本周波数区分において、ローカル５Ｇ等、新たな無線システムが導入され、多くの無線

システムの無線局数が増加傾向にある。また、5.2GHz帯での無線 LAN における自動車内利用が検

討されている。その中で、5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダーについては、固体化レ

ーダーの導入や災害対策等、周波数の有効利用が図られている。

災害対策等において、予備電源の確保などの設備面、定期保守点検の実施などの体制面の対策

を行われており、運用管理の取組状況の充実も図られており、また、非常時等における国民の生

命や財産の保護に寄与しており、社会貢献性が高いものと考えられる。 

これらを踏まえると、本周波数区分は、おおむね適切に利用されている。 

一方で、5GHz帯無線アクセスシステム(免許局)は、今後 3年間で全ての無線局が廃止予定とさ

れており、移行・代替先システムについて検討中となっている。このシステムが利用されている

4.9GHz 帯については、新たな 5G 候補周波数となっていることから、携帯無線通信用の更なる周

波数確保に向けて、既存無線システムとの共用検討や電波の利用状況調査の結果等を踏まえ、既

存無線システムの移行や再編を含め、移動通信システムの導入の可能性について検討することが

適当である。 
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第11款 5.85GHz 超 8.5GHz 以下の周波数の利用状況 

(1) 本周波数区分を利用する主な電波利用システム

本周波数区分を利用する電波利用システムは次のとおりである。

① 無線局免許等を要する電波利用システムの割当状況

② 電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合

 

*1 複数の電波利用システムを利用している免許人・無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細

は、第 2 章第 2 節を参照のこと。

*2 免許人数は、同一免許人が複数の総合通信局から免許を受けている場合、一免許人として集計している。詳細

は、第 2 章第 2 節を参照のこと。

*3 0.005%未満については、0.00%と表示している。

*4 〔-〕と表示している場合は、当該システムの無線局が存在しないことを示している。

免許人数 無線局数 無線局数の割合
映像STL/TTL/TSL(Bバンド) 3者 8局 0.51%
映像FPU(Bバンド) 5者 81局 5.19%
6GHz帯電気通信業務用固定無線システム 2者 23局 1.47%
衛星アップリンク(移動衛星を除く)(Cバンド)(5.85GHz超6.57GHz以下) 0者 0局 -
移動衛星アップリンク(Cバンド)(5.85GHz超6.57GHz以下) 0者 0局 -
映像STL/TTL/TSL(Cバンド) 9者 43局 2.76%
映像FPU(Cバンド) 10者 266局 17.05%
6.5GHz帯電通・公共・一般業務(中継系・エントランス) 14者 312局 20.00%
映像STL/TTL/TSL(Mバンド) 6者 15局 0.96%
音声STL/TTL/TSL(Mバンド) 10者 38局 2.44%
放送監視制御(Mバンド) 2者 18局 1.15%
映像STL/TTL/TSL(Dバンド) 8者 98局 6.28%
映像FPU(Dバンド) 14者 295局 18.91%
7.5GHz帯電通・公共・一般業務(中継系・エントランス) 49者 347局 22.24%
映像STL/TTL/TSL(Nバンド) 10者 12局 0.77%
音声STL/TTL/TSL(Nバンド) 1者 1局 0.06%
放送監視制御(Nバンド) 0者 0局 -
実験試験局(5.85GHz超8.5GHz以下) 2者 3局 0.19%
その他(5.85GHz超8.5GHz以下) 0者 0局 -

合計 145者 1,560局 100.0%
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③ 調査票設問一覧   

表中に「○」が記載されている設問についてのみ評価を実施している。 

 

 

  

カ テゴリ 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 0 1 1 1 2 1 3 1 4 1 5

○ - ○ ※1 - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※1

○ - ○ ※1 - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※1

予備電源を保有して

いる場合
予備電源による最大運用可能時間 ○ - ○ ※1 - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※1

予備電源を保有して

いない場合
予備電源を保有していない理由 ※2 - ※2 ※1 - ※2 ※2 ※2 ※2 ※2 ※2 ※2 ※2 ※2 ※1

○ - ○ ※1 - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※1

○ - ○ ※1 - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※1

- ○ - - ※1 - - - - - - - - - -

- ○ - - ※1 - - - - - - - - - -

○ - ○ ※1 - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※1

※2 - ※2 ※1 - ※2 ○ ※2 ※2 ※2 ※2 ○ ※2 ※2 ※1

○ - ○ ※1 - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※1

○ - ○ ※1 - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※2 ※1

○ - ○ ※1 - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※1

※2 - ※2 ※1 - ○ ○ ※2 ※2 ※2 ※2 ○ ※2 ※2 ※1

○ ○ ○ ※1 ※1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※1

○ ○ ○ ※1 ※1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※1

- ○ - - - - - - - - - - - - -

災害時の放送番組

の素材中継に使用し

ている場合

- ○ - - - - - - - - - - - - -

○ ○ ○ ※1 ※1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※1

※2 ○ ※2 ※1 ※1 ※2 ※2 ※2 ※2 ※2 ※2 ○ ※2 ※2 ※1

他システムからの移

行・代替の場合

移行・代替元システ

ム
※2 ※2 ※2 ※1 ※1 ※2 ※2 ※2 ※2 ※2 ※2 ※2 ※2 ※2 ※1

※2 ○ ○ ※1 ※1 ※2 ○ ※2 ※2 ※2 ※2 ○ ※2 ※2 ※1

他システムへの移

行・代替の場合

移行・代替先システ

ム（無線局数減少・

廃止が予定される場

合）

※2 ○ ※2 ※1 ※1 ※2 ※2 ※2 ※2 ※2 ※2 ○ ※2 ※2 ※1

○ ○ ○ ※1 ※1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※1

増加予定の場合 ※2 ※2 ※2 ※1 ※1 ※2 ○ ※2 ※2 ※2 ※2 ○ ※2 ※2 ※1

減少予定の場合 ※2 ※2 ○ ※1 ※1 ※2 ○ ※2 ※2 ※2 ※2 ○ ※2 ※2 ※1

○ ○ ○ ※1 ※1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※1

※2 ○ ※2 ※1 ※1 ※2 ※2 ※2 ※2 ※2 ※2 ○ ※2 ※2 ※1

計画無の場合 ※2 ○ ※2 ※1 ※1 ※2 ※2 ※2 ※2 ※2 ※2 ○ ※2 ※2 ※1

計画有の場合 ※2 ○ ※2 ※1 ※1 ※2 ※2 ※2 ※2 ※2 ※2 ※2 ※2 ※2 ※1

- - - - - - ○ - - - - - - - -

その他選択肢に無

い技術を使用してい

る場合

- - - - - - ※2 - - - - - - - -

- - - - - - ○ - - - - - - - -

- - - - - - ※2 - - - - - - - -

- - - - - - ※2 - - - - - - - -

更改予定が無い場

合
- - - - - - ○ - - - - - - - -

○ ○ ○ ※1 ※1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※1

○ ○ ○ ※1 ※1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※1

調査票設問 /  電波利用システム

災害対策等

運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無

対策している場合

運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の具体的

内容

運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無

対策している場合
運用継続性の確保を目的とした運用管理

や体制等の対策の具体的内容

運用継続性の確保のための対策の有無

対策している場合
運用継続性の確保のための対策の具体的

内容

地震対策の有無

対策していない場合 地震対策を実施していない理由

水害対策の有無

火災対策の有無

対策していない場合 火災対策を実施していない理由

運用時間

年間の送信日数

送信実績がある場合 一日の送信時間帯

無線局の運用状態

災害時の運用日数

対策していない場合 水害対策を実施していない理由

今後の通信量

の増減予定

今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無

通信量増加理由

通信量減少理由

今後の無線局

の増減予定

今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無

予定有の場合

増加予定の場合

無線局数増加理由

減少又は廃止予定

の場合

無線局数減少・廃止理由

公共業務用無

線の技術

公共業務用無線の技術③

デジタル方式

の導入等

通信方式

アナログ方式を利用

している場合

デジタル方式の導入計画の有無

デジタル方式の導入予定がない理由

移行・代替先システム（デジタル方式の導

入予定がない場合）

選択した理由

高度化技術を使用しない理由

更改予定がある場

合

更改後の無線技術の詳細③

その他具体的技術

高度化技術の導入予定③

社会的貢献性
電波を利用する社会的貢献性

電波を利用する社会的貢献性の具体的な内容

－ ：調査対象外である。		

※1 ：無線局が存在しない。	

※2 ：他の設問の回答により、回答対象外となり、回答が存在しない。		

〇 ：回答が存在する。

1：映像STL/TTL/TSL(Bバンド)

2：映像FPU(Bバンド)

3：6GHz帯電気通信業務用固定無線システム

4：衛星アップリンク(移動衛星を除く)(Cバンド)(5.85GHz超6.57GHz以下)

5：移動衛星アップリンク(Cバンド)(5.85GHz超6.57GHz以下)

6：映像STL/TTL/TSL(Cバンド)

7：6.5GHz帯電通・公共・一般業務(中継系・エントランス)

8：映像STL/TTL/TSL(Mバンド)

9：音声STL/TTL/TSL(Mバンド)

10：放送監視制御(Mバンド)

11：映像STL/TTL/TSL(Dバンド)

12：7.5GHz帯電通・公共・一般業務(中継系・エントランス)

13：映像STL/TTL/TSL(Nバンド)

14：音声STL/TTL/TSL(Nバンド)

15：放送監視制御(Nバンド)
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(2) 無線局の分布状況等についての評価 

無線局数が年々減少傾向又は横ばいである総合通信局が多かった。なお、北陸局と中国局にお

いては、令和元年度又は平成 30年度から令和 3年度にかけて無線局数が増加した。 

近畿局では、全体と同じ傾向で令和元年度又は平成 30年度から令和 3年度にかけて減少してい

る。 

減少の理由としては、6.5GHz帯電通・公共・一般業務(中継系・エントランス)、7.5GHz帯電通・

公共・一般業務(中継系・エントランス)等、複数のシステムで減少しているためである。 

 

図表－近－11－1 総合通信局別無線局数の推移 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。  

 

7.5GHz 帯電通・公共・一般業務(中継系・エントランス)が最大割合である総合通信局が最も

多く、全国的に見ても同システムが最大割合となった。 

 

図表－近－11－2 総合通信局ごとのシステム別無線局数の割合 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。  

*2 0.005%未満については、0.00%と表示している。 

*3 総合通信局ごとに、各周波数区分の中で無線局数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。  

*4 〔-〕と表示している場合は、当該システムの無線局が存在しないことを示している。 

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成28年度又は平成27年度 1,010 1,723 3,265 792 489 1,770 1,646 1,672 1,062 2,091 213

令和元年度又は平成30年度 983 1,595 3,052 797 481 1,777 1,613 1,648 1,047 2,058 273

令和3年度 983 1,560 2,941 784 495 1,760 1,560 1,694 999 2,020 257

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

（無線局数） 平成28年度又は平成27年度 令和元年度又は平成30年度 令和3年度

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄
映像STL/TTL/TSL(Bバンド) 0.87% 0.20% 0.83% 1.46% 0.64% 0.40% 0.74% 0.51% 1.24% 1.40% 0.50% -
映像FPU(Bバンド) 1.92% 1.02% 0.64% 2.62% 3.83% 2.22% 1.53% 5.19% 0.47% 0.40% 1.53% -
6GHz帯電気通信業務用固定無線システム 0.91% 0.41% 1.67% 0.61% 0.89% 0.40% 1.53% 1.47% 0.12% 1.00% 0.79% 0.78%
衛星アップリンク(移動衛星を除く)(Cバン
ド)(5.85GHz超6.57GHz以下)

0.19% - - 0.61% - - 0.11% - 0.06% - 0.05% 2.72%

移動衛星アップリンク(Cバンド)(5.85GHz超
6.57GHz以下)

0.03% - - 0.10% - - - - 0.06% - - -

映像STL/TTL/TSL(Cバンド) 2.46% 1.12% 2.88% 1.94% 1.53% 1.62% 2.22% 2.76% 4.19% 2.60% 2.67% 1.56%
映像FPU(Cバンド) 16.17% 17.90% 16.60% 20.84% 15.18% 17.17% 14.66% 17.05% 11.04% 10.91% 16.09% 14.40%
6.5GHz帯電通・公共・一般業務(中継系・エントラ
ンス)

22.45% 37.54% 26.73% 16.05% 30.99% 32.73% 25.45% 20.00% 18.60% 23.62% 18.02% 16.34%

映像STL/TTL/TSL(Mバンド) 0.84% - 0.51% 1.39% - 0.20% 0.34% 0.96% 1.71% 0.90% 0.84% -
音声STL/TTL/TSL(Mバンド) 2.23% 1.93% 2.18% 1.16% 2.04% 3.03% 1.93% 2.44% 2.95% 5.31% 1.88% 1.95%
放送監視制御(Mバンド) 1.56% 3.05% 1.92% 1.09% 1.53% 2.63% 1.31% 1.15% 1.30% 1.90% 1.63% 1.17%
映像STL/TTL/TSL(Dバンド) 5.43% 5.39% 6.73% 5.10% 3.19% 1.82% 4.38% 6.28% 7.14% 4.50% 6.34% 2.72%
映像FPU(Dバンド) 19.55% 17.60% 19.81% 25.88% 16.07% 22.63% 18.13% 18.91% 15.41% 16.32% 19.01% 15.56%
7.5GHz帯電通・公共・一般業務(中継系・エントラ
ンス)

24.53% 13.73% 18.85% 19.35% 23.60% 13.13% 27.33% 22.24% 35.24% 30.93% 29.75% 42.80%

映像STL/TTL/TSL(Nバンド) 0.40% 0.10% - 0.51% - 1.62% 0.34% 0.77% 0.41% 0.20% 0.45% -
音声STL/TTL/TSL(Nバンド) 0.02% - - - - - - 0.06% - - 0.10% -
放送監視制御(Nバンド) - - - - - - - - - - - -
実験試験局(5.85GHz超8.5GHz以下) 0.40% - 0.64% 1.16% 0.51% 0.40% - 0.19% - - 0.35% -
その他(5.85GHz超8.5GHz以下) 0.03% - - 0.14% - - - - 0.06% - - -
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無線局数が多い上位 6システムの増減傾向は様々であった。そのうち、4システムは令和元年

度又は平成 30年度から令和 3年度に減少していることが分かる。 

音声 STL/TTL/TSL(M バンド)は、令和元年度又は平成 30年度では 20局であったが、令和 3年

度に 38 局と増加している。この理由は、3.4GHz帯音声 STL/TTL/TSL から当該システムへの移行

が進んだためである。 

 

図表－近－11－3 システム別無線局数の推移 

 

 
*1 「その他」には上記の表に表示している電波利用システムが含まれている。 

*2 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。  

  

7.5GHz帯電通・公

共・一般業務(中継

系・エントランス)

6.5GHz帯電通・公

共・一般業務(中継

系・エントランス)

映像FPU(Dバンド) 映像FPU(Cバンド)
映像STL/TTL/TSL(D

バンド)
映像FPU(Bバンド) その他

平成28年度又は平成27年度 321 358 323 315 96 106 127

令和元年度又は平成30年度 367 355 286 271 97 96 141

令和3年度 347 312 295 266 98 81 161
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（無線局数） 平成28年度又は平成27年度 令和元年度又は平成30年度 令和3年度

平成28年度又は
平成27年度

令和元年度又は
平成30年度

令和3年度

映像STL/TTL/TSL(Cバンド) 43 43 43

音声STL/TTL/TSL(Mバンド) 12 20 38

6GHz帯電気通信業務用固定無線システム 25 26 23

放送監視制御(Mバンド) 10 13 18

映像STL/TTL/TSL(Mバンド) 14 15 15

映像STL/TTL/TSL(Nバンド) 11 12 12

映像STL/TTL/TSL(Bバンド) 8 8 8

実験試験局(5.85GHz超8.5GHz以下) 4 3 3

音声STL/TTL/TSL(Nバンド) 0 1 1

衛星アップリンク(移動衛星を除く)(Cバンド)(5.85GHz超6.57GHz以下) 0 0 0

移動衛星アップリンク(Cバンド)(5.85GHz超6.57GHz以下) 0 0 0

放送監視制御(Nバンド) 0 0 0

その他(5.85GHz超8.5GHz以下) 0 0 0
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(3) 無線局の具体的な使用実態  

① 運用時間  

「年間の送信日数」では、免許人 119者を対象としている。 

「年間の送信日数」に対する回答は、「365日」が多かった。 

 

 

本図表では、「年間の送信日数」において、「送信実績がある」と回答した免許人 117 者を対

象としている。 

「一日の送信時間帯」について、映像 FPU(B バンド)及び 7.5GHz帯電通・公共・一般業務(中継

系・エントランス)を除き、全てのシステムの免許人が 24時間送信していると回答した。映像 FPU(B

バンド)は日中においてのみ全ての免許人が、送信していると回答し、7.5GHz帯電通・公共・一般

業務(中継系・エントランス)は、夜間及び早朝に比較的送信している免許人が少なくなる。 

 

図表－近－11－4 一日の送信時間帯

 
*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 送信状態とは、電波を送信(発射)している状態の時間帯で、電波を受信している状態のみの時間帯は含まない。 

*3 送信実績がある日のうち、代表的な電波を発射している日（電波を発射している状態（送信状態）の時間帯のパ

ターンとして最も実績が多い時間帯を含む日）に基づく、電波を発射している時間帯の回答を示している。 

*4 複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 
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映像STL/TTL/TSL(Bバンド) 100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%

映像FPU(Bバンド) 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0% 75.0% 75.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

6GHz帯電気通信業務用固定無線システム 100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%

映像STL/TTL/TSL(Cバンド) 100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%

6.5GHz帯電通・公共・一般業務(中継系・エントランス) 100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%

映像STL/TTL/TSL(Mバンド) 100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%

音声STL/TTL/TSL(Mバンド) 100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%

放送監視制御(Mバンド) 100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%

映像STL/TTL/TSL(Dバンド) 100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%

7.5GHz帯電通・公共・一般業務(中継系・エントランス) 75.0% 75.0% 75.0% 75.0% 75.0% 75.0% 75.0% 77.1% 83.3% 83.3% 79.2% 79.2% 87.5% 79.2% 79.2% 79.2% 81.3% 81.3% 75.0% 77.1% 77.1% 75.0% 75.0% 75.0%

映像STL/TTL/TSL(Nバンド) 100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%

音声STL/TTL/TSL(Nバンド) 100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%
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「無線局の運用状態」では、免許人 5者を対象としている。 

「無線局の運用状態」に対する回答は、「災害時の放送番組の素材中継」、「事件・事故等（災害

時を除く）の放送番組の素材中継」が多かった。 

「災害時の運用日数」は、「無線局の運用状態」において、「災害時の放送番組の素材中継」と

回答した免許人 5者を対象としている。 

「災害時の運用日数」に対する回答は、「0日」が多かった。 

 

② 災害対策等  

「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無」では免許人 114 者を対象として

いる。 

「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無」に対する回答は、「全ての無線局

について対策を実施している」が多かった。 

 

 

本図表では、「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無」において、「全ての

無線局について対策を実施している」又は「一部の無線局について対策を実施している」と回答

した免許人 114者を対象としている。 

「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の具体的内容」に対する回答は、「予備電

源を保有している」、「設備や装置等の保守を委託している」が多かった。が多かった。 

 

 

図表－近－11－5 運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の具体的内容

 
*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 有効回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*4 システムごとに、回答割合が最も大きい選択肢の値に網掛けをしている。 

*5 当該設問は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

*6 複数の無線局を保有している場合、全て又は一部の無線局でも対策を実施していれば該当する全ての選択肢を回

答している。 

 

有効回答数

他の電波利用
システムによ
る臨時無線設
備を確保して

いる

代替用の予備
の無線設備一
式を保有して

いる

無線設備を構
成する一部の
装置や代替部
品を保有して

いる

有線を利用し
て冗長性を確
保している

無線設備の通
信経路の多
ルート化等に
より冗長性を
確保している

予備電源を保
有している

設備や装置等
の保守を委託
している

その他

映像STL/TTL/TSL(Bバンド) 3 0.0% 33.3% 66.7% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0%

6GHz帯電気通信業務用固定無線シス
テム

2 50.0% 0.0% 100.0% 100.0% 50.0% 100.0% 50.0% 50.0%

映像STL/TTL/TSL(Cバンド) 9 0.0% 55.6% 77.8% 11.1% 0.0% 100.0% 88.9% 0.0%

6.5GHz帯電通・公共・一般業務(中継
系・エントランス)

14 7.1% 14.3% 71.4% 71.4% 57.1% 100.0% 85.7% 0.0%

映像STL/TTL/TSL(Mバンド) 6 0.0% 66.7% 83.3% 16.7% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0%

音声STL/TTL/TSL(Mバンド) 10 10.0% 20.0% 40.0% 80.0% 0.0% 100.0% 50.0% 0.0%

放送監視制御(Mバンド) 2 50.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0%

映像STL/TTL/TSL(Dバンド) 8 0.0% 50.0% 87.5% 25.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0%

7.5GHz帯電通・公共・一般業務(中継
系・エントランス)

49 4.1% 14.3% 32.7% 24.5% 42.9% 100.0% 69.4% 0.0%

映像STL/TTL/TSL(Nバンド) 10 0.0% 70.0% 70.0% 50.0% 0.0% 100.0% 50.0% 0.0%

音声STL/TTL/TSL(Nバンド) 1 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%
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「予備電源による最大運用可能時間」では、「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対

策の具体的内容」において、「予備電源を保有している」と回答した免許人 114者を対象としてい

る。 

「予備電源による最大運用可能時間」に対する回答は、「72 時間（3日）以上」が多かった。 

 

 

 

「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無」では、免許人 114 者を対象

としている。 

「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無」に対する回答は、「全ての無

線局について対策を実施している」が多かった。 
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本図表では、「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無」において、「全

ての無線局について対策を実施している」又は「一部の無線局について対策を実施している」と

回答した免許人 113者を対象としている。 

「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の具体的内容」に対する回答は、「運

用状況を常時監視（遠隔含む）している」、「定期保守点検を実施している」がいずれのシステム

でも多かった。「非常時に備えたマニュアルを策定している」、「非常時における代替運用手順を規

定している」、「運用管理や保守等を委託している」についても比較的多くのシステムで多く見ら

れた。 

 

図表－近－11－6 運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の具体的内容

 

*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 有効回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*4 システムごとに、回答割合が最も大きい選択肢の値に網掛けをしている。 

*5 当該設問は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

*6 複数の無線局を保有している場合、全て又は一部の無線局でも対策を実施していれば該当する全ての選択肢を回

答している。 

 

 

 

「運用継続性の確保のための対策の有無」では、免許人 5者を対象としている。 

全ての免許人が、「対策を実施している」と回答した。 

 

 

 

「運用継続性の確保のための対策の具体的内容」では、「運用継続性の確保のための対策の有無」

において、「対策を実施している」と回答した免許人 5者を対象としている。 

「運用継続性の確保のための対策の具体的内容」に対する回答は、「代替用の予備の無線設備一

式を保有」が多かった。 

 

有効回答数

運用状況を常
時監視（遠隔
含む）してい

る

復旧要員の常
時体制を構築
している

定期保守点検
を実施してい

る

防災訓練や慣
熟訓練を実施

している

非常時に備え
たマニュアル
を策定してい

る

非常時におけ
る代替運用手
順を規定して

いる

運用管理や保
守等を委託し

ている
その他

映像STL/TTL/TSL(Bバンド) 3 100.0% 100.0% 100.0% 33.3% 33.3% 33.3% 100.0% 0.0%

6GHz帯電気通信業務用固定無線シス
テム

2 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 50.0% 0.0%

映像STL/TTL/TSL(Cバンド) 9 100.0% 55.6% 100.0% 33.3% 55.6% 33.3% 100.0% 0.0%

6.5GHz帯電通・公共・一般業務(中継
系・エントランス)

14 92.9% 64.3% 100.0% 35.7% 35.7% 14.3% 85.7% 0.0%

映像STL/TTL/TSL(Mバンド) 6 100.0% 66.7% 100.0% 33.3% 66.7% 33.3% 100.0% 0.0%

音声STL/TTL/TSL(Mバンド) 10 100.0% 40.0% 90.0% 30.0% 70.0% 80.0% 40.0% 0.0%

放送監視制御(Mバンド) 2 100.0% 50.0% 100.0% 50.0% 100.0% 100.0% 50.0% 0.0%

映像STL/TTL/TSL(Dバンド) 8 100.0% 62.5% 100.0% 37.5% 62.5% 37.5% 100.0% 0.0%

7.5GHz帯電通・公共・一般業務(中継
系・エントランス)

48 87.5% 35.4% 89.6% 18.8% 29.2% 14.6% 68.8% 0.0%

映像STL/TTL/TSL(Nバンド) 10 100.0% 70.0% 100.0% 40.0% 50.0% 40.0% 50.0% 0.0%

音声STL/TTL/TSL(Nバンド) 1 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0%
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「地震対策の有無」では、免許人 114者を対象としている。 

「地震対策の有無」に対する回答は、「全ての無線局について地震対策を実施している」が多か

った。 

 

 

 

本図表では、「地震対策の有無」において、「一部の無線局について地震対策を実施している」

又は「地震対策を実施していない」と回答した免許人 5者を対象としている。 

「地震対策を実施していない理由」に対する回答は、「その他」が多く、他の選択肢にも一定の

回答が見られた。「その他」の具体的な内容は、「無線設備がある防災機器は、耐震据付の重要区

分 C としており、電気通信設備工事共通仕様書では「地震発生中は機能停止を許容するが沈静時

に機能に異常がないことを求める設備」との条件であることから、保守点検及び管理を委託し、

早急に復旧できる体制を確保しているため」であった。 

 

図表－近－11－7 地震対策を実施していない理由

 
*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 有効回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*4 システムごとに、回答割合が最も大きい選択肢の値に網掛けをしている。 

*5 当該設問は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

*6 「自己以外の要因で地震対策が困難であるため」とは、例えば建物の管理者が第三者であり合意が得られない

等、自己以外の要因で対策ができない場合としている。 

 

 

 

「水害対策の有無」では、免許人 114者を対象としている。 

「水害対策の有無」に対する回答は、「全ての無線局について水害対策を実施している」が多か

った。 

 

 

 

「水害対策を実施していない理由」は、「水害対策の有無」において、「一部の無線局について

水害対策を実施している」又は「水害対策を実施していない」と回答した免許人 43者を対象とし

ている。 

「水害対策を実施していない理由」に対する回答は、「水害対策が必要の無い設置場所（浸水区

域ではない、高所である、建物内の２階以上である等）であるため」が多かった。 

 

 

 

 

有効回答数
経済的に地震
対策が困難で

あるため

自己以外の要
因（無線局設
置施設が耐震
化未整備な
ど）で地震対
策が困難であ

るため

地震対策の検
討段階もしく
は導入段階の

ため

無線局の廃止
や更新、デジ
タル移行や移
転等の予定が

あるため

設置場所等の
理由で対策が
困難もしくは
必要無いと考

えるため

可搬型である
ため

その他

6.5GHz帯電通・公共・一般業務(中継
系・エントランス)

1 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

7.5GHz帯電通・公共・一般業務(中継
系・エントランス)

4 25.0% 25.0% 25.0% 0.0% 25.0% 0.0% 25.0%
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「火災対策の有無」では、免許人 114者を対象としている。 

「火災対策の有無」に対する回答は、「全ての無線局について火災対策を実施している」が多か

った。 

 

 

 

本図表では、「火災対策の有無」において、「一部の無線局について火災対策を実施している」

又は「火災対策を実施していない」と回答した免許人 7者を対象としている。 

「火災対策を実施していない理由」に対する回答は、「経済的に火災対策が困難であるため」、

「設置場所等の理由で対策が困難もしくは必要無いと考えるため」、「自己以外の要因で火災対策

が困難であるため」が多かった。 

 

図表－近－11－8 火災対策を実施していない理由

 

*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 有効回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*4 システムごとに、回答割合が最も大きい選択肢の値に網掛けをしている。 

*5 当該設問は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

*6 「自己以外の要因で火災対策が困難であるため」とは、例えば建物の管理者が第三者であり合意が得られない

等、自己以外の要因で対策ができない場合としている。 

 

 

 

  

有効回答数
経済的に火災
対策が困難で

あるため

自己以外の要
因で火災対策
が困難である

ため

火災対策の検
討段階もしく
は導入段階の

ため

無線局の廃止
や更新、デジ
タル移行や移
転等の予定が

あるため

設置場所等の
理由で対策が
困難もしくは
必要無いと考

えるため

可搬型である
ため

その他

映像STL/TTL/TSL(Cバンド) 1 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

6.5GHz帯電通・公共・一般業務(中継
系・エントランス)

2 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0%

7.5GHz帯電通・公共・一般業務(中継
系・エントランス)

4 25.0% 0.0% 25.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0%
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(4) 電波を有効利用するための計画(他の電気通信手段への代替可能性及び使用周波数の移

行計画等を含む。)  

① 今後の無線局の増減予定 

本図表では、免許人 119者を対象としている。 

「今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無」に対する回答は、「無線局数

の増減の予定なし」が多かったが、「無線局は減少予定」、「無線局数の増減の予定なし」に回答が

二分されたシステムも見られた。 

 

図表－近－11－9 今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無

 
*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 データラベルは、10%以上の値のみを表示している。 

 

 

 

「無線局数増加理由」は、「今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無」に

おいて、「無線局数は増加予定」と回答した免許人 2者を対象としている。 

全ての免許人が、「新規導入を予定しているため」と回答した。 

 

20.0%

50.0%

21.4%

12.2%

20.0%

100.0%

60.0%

50.0%

100.0%

78.6%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

83.7%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

映像STL/TTL/TSL(Bバンド)

映像FPU(Bバンド)

6GHz帯電気通信業務用固定無線システム

映像STL/TTL/TSL(Cバンド)

6.5GHz帯電通・公共・一般業務(中継系・エント

ランス)

映像STL/TTL/TSL(Mバンド)

音声STL/TTL/TSL(Mバンド)

放送監視制御(Mバンド)

映像STL/TTL/TSL(Dバンド)

7.5GHz帯電通・公共・一般業務(中継系・エント

ランス)

映像STL/TTL/TSL(Nバンド)

音声STL/TTL/TSL(Nバンド)

無線局数は増加予定 無線局数は減少予定 全ての無線局を廃止予定 無線局数の増減の予定なし
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「無線局数減少・廃止理由」では、「今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の

有無」において、「無線局数は減少予定」又は「全ての無線局を廃止予定」と回答した免許人 12者

を対象としている。 

「無線局数減少・廃止理由」に対する回答は、「有線（光ファイバー等）へ代替予定のため」が

多かった。 

 

 

 

「移行・代替先システム（無線局数の減少・廃止が予定される場合）」は、「無線局数減少・廃止

理由」において、「他の電波利用システムへ移行・代替予定のため」と回答した 7.5GHz 帯電通・

公共・一般業務(中継系・エントランス)の免許人 1者及び映像 FPU(B バンド)の免許人 1者を対象

としている。 

7.5GHz 帯電通・公共・一般業務(中継系・エントランス)の免許人は「18GHz 帯公共用小容量固

定」に移行・代替予定と回答した。 

映像 FPU(Bバンド)の免許人は、「映像 FPU(C バンド)」に移行・代替予定と回答した。 

 

 

 

② 今後の通信量の増減予定  

「今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無」では、免許人 119者を対象とし

ている。 

「今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無」に対する回答は、「通信量の増

減の予定なし」が多かった。 

 

 

 

「通信量増加理由」では、「今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無」にお

いて、「通信量は増加予定」と回答した免許人 9者を対象としている。 

「通信量増加理由」に対する回答は、「現在の通信量より大容量の通信を行う予定のため」が多

かった。 

 

 

 

「通信量減少理由」では、「今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無」にお

いて、「通信量は減少予定」と回答した免許人 6者を対象としている。 

「通信量減少理由」に対する回答は、「通信の頻度が減少する予定のため」、「無線局の廃止予定

があるため」が多かった。 

 

 

 

③ デジタル方式の導入等  

「通信方式」では、免許人 115者を対象としている。 

「通信方式」に対する回答は、「デジタル方式を利用」が多かった。 
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「デジタル方式の導入計画の有無」では、「通信方式」において、「アナログ方式を利用」又は

「アナログ方式とデジタル方式のいずれも利用」と回答した免許人 8者を対象としている。 

「デジタル方式の導入計画の有無」に対する回答は、「導入中」が多かった。 

 

 

 

本図表では、「デジタル方式の導入計画の有無」において、「導入予定なし」と回答した免許人 2者

を対象としている。 

「デジタル方式の導入予定がない理由」に対する回答は、「経済的に困難であるため」、「他の電波

利用システムへ移行・代替予定のため」が多かった。 

 

図表－近－11－10 デジタル方式の導入予定がない理由

 
*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 有効回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*4 システムごとに、回答割合が最も大きい選択肢の値に網掛けをしている。 

*5 当該設問は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

 

 

 

「移行・代替先システム（デジタル方式の導入予定がない場合）」は、「デジタル方式の導入予

定がない理由」において、「他の電波利用システムへ移行・代替予定のため」と回答した免許人 1

者を対象としている。 

当該免許人は、映像 FPU(C バンド)へ移行・代替予定と回答した。 

 

 

  

有効回答数

デジタル方
式の無線機
器がないた

め

経済的に困
難であるた

め

有線（光
ファイバー
等）で代替
予定のため

他の電波利
用システム
へ移行・代
替予定のた

め

廃止予定の
ため

他の免許人
との調整が
困難なため

明確な移行
期限が無い

ため

現行機器の
導入から間
もないため

その他

映像FPU(Bバンド) 1 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

7.5GHz帯電通・公共・一般業務(中継
系・エントランス)

1 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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④ 公共業務用無線の技術  

本図表では、6.5GHz帯電通・公共・一般業務(中継系・エントランス)の免許人 4者を対象とし

ている。 

「公共業務用無線の技術③」に対する回答は、「この無線技術を使用していない」とする技術が

多く、実績使用年数は「1 年未満」及び「1 年以上 3年未満」が多かった。 

 

図表－近－11－11 公共業務用無線の技術③ 

 
*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*3 「★」印が表示されている技術は、比較的効率的な技術を示している。 

*4 無線技術ごとに、回答割合が最も大きい選択肢の値に網掛けをしている。 

*5 「その他」には、その他の無線技術を使用している免許人のみが回答している。 

 

 

 

「高度化技術の導入予定③」では、「公共業務用無線の技術③」において、「★」印が表示され

ていない技術を使用している無線局数を回答した免許人 3者を対象としている。 

全ての免許人が、「更改予定なし」と回答した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この無
線技術
を使用
してい
る

この無
線技術
は使用
してい
ない

4PSK 50.0% 50.0%
16QAM方式 50.0% 50.0%
64QAM方式 ★ 0.0% 100.0%
128QAM方式 ★ 50.0% 50.0%
マルチキャリア変調 0.0% 100.0%
適応変調 ★ 0.0% 100.0%
偏波多重 ★ 25.0% 75.0%
その他 0.0% 100.0%

無線技術
比較的
効率的
な方式

免許人の割合

1年未満
1年以上
3年未満

3年以上
5年未満

5年以上
10年未

満

10年以
上15年
未満

15年以
上20年
未満

20年以
上

4PSK 10.4% 42.9% 27.3% 19.5% 0.0% 0.0% 0.0%

16QAM方式 15.6% 50.0% 34.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

64QAM方式 ★ - - - - - - -

128QAM方式 ★ 11.6% 52.2% 36.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

マルチキャリア変調 - - - - - - -

適応変調 ★ - - - - - - -

偏波多重 ★ 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

その他 - - - - - - -

実績使用年数毎の無線局の割合（％）

技術
比較的
効率的
な方式

7-92



本図表では、「高度化技術の導入予定③」において、「更改予定なし」と回答した免許人 3 者を対

象としている。 

「高度化技術を使用しない理由」に対する回答は、「近年更改したばかりであるため」が多かった。 

 

図表－近－11－12 高度化技術を使用しない理由

 

*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 有効回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*4 システムごとに、回答割合が最も大きい選択肢の値に網掛けをしている。 

*5 当該設問は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

 

 

 

 

 

 

 

  

有効回答数
移行候補の技
術では不都合
があるため

経済的に困難
であるため

近年更改した
ばかりである

ため

他の免許人と
調整がとれて
いないため

横断的な移行
計画が示され
ていないため

後継となる技
術が開発され
ていないため

その他

6.5GHz帯電通・公共・一般業務(中継
系・エントランス)

3 0.0% 33.3% 66.7% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3%
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(5) 電波利用システムの社会的貢献性 

① 社会的貢献性 

本図表では、免許人 119者を対象としている。 

「電波を利用する社会的貢献性」に対する回答は、「非常時等における国民の生命及び財産の

保護」、「国民生活の利便の向上、新規事業及び雇用の創出その他の経済発展」、「国の安全確保及

び公共の秩序維持」が多かった。なお、システムごとの具体的な内容は以下の通りである。 

6.5GHz 帯電通・公共・一般業務(中継系・エントランス)では「非常災害時の電気事業におけ

る情報連絡により災害時の停電早期復旧など国民生活基盤に寄与する」や「電力系統運用情報の

伝達等により電力安定供給に寄与する」、6GHz帯電気通信業務用固定無線システムでは「携帯電

話事業における通信確保により生活利便性の向上に寄与する」や「過疎地域における電気通信役

務の提供を通じて生活利便性の向上に寄与する」、7.5GHz 帯電通・公共・一般業務(中継系・エ

ントランス)では「非常災害時の電気事業における情報連絡により災害時の停電早期復旧など国

民生活基盤に寄与する」や「電力系統運用情報の伝達等により電力安定供給に寄与する」との回

答が多かった。 

映像 FPU(Bバンド)では「非常時における災害報道・避難情報等、社会的に有用な情報提供の

インフラとして利便性の向上に寄与している」、映像 STL/TTL/TSL(B バンド)では「地上デジタル

放送の信号伝送用として利用し、国民の生活利便性の向上に寄与する」や「災害時の情報の提供

により生命の財産の保護、及び公共の秩序の維持に寄与する」、映像 STL/TTL/TSL(C バンド)では

「地上デジタル放送の信号伝送用として利用し、国民の生活利便性の向上に寄与する」や「災害

時の情報の提供により生命の財産の保護、及び公共の秩序の維持に寄与する」、映像

STL/TTL/TSL(D バンド)では「地上デジタル放送の信号伝送用として利用し、国民の生活利便性

の向上に寄与する」や「災害時の情報の提供により生命の財産の保護、及び公共の秩序の維持に

寄与する」、映像 STL/TTL/TSL(M バンド)では「地上デジタル放送の信号伝送用として利用し、国

民の生活利便性の向上に寄与する」や「災害時の情報の提供により生命の財産の保護、及び公共

の秩序の維持に寄与する」、映像 STL/TTL/TSL(N バンド)では「地上デジタル放送の信号伝送用と

して利用し、国民の生活利便性の向上に寄与する」や「災害時の情報の提供により生命の財産の

保護、及び公共の秩序の維持に寄与する」が多かった。 

音声 STL/TTL/TSL(M バンド)では「公共放送の番組伝送、緊急報道や番組制作の利用を通じ国

民生活の利便性の向上に寄与する」、音声 STL/TTL/TSL(N バンド)では「非常災害時の放送を通じ

国民の生活の利便性の向上に寄与する」が多かった。 

放送監視制御(Mバンド)では「非常災害時の電気事業における情報連絡により災害時の停電早

期復旧など国民生活基盤に寄与する」や「電力系統運用情報の伝達等により電力安定供給に寄与

する」との回答が多かった。  
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図表－近－11－13 電波を利用する社会的貢献性

 

*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 有効回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*4 当該設問は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

 

 

 

 

 

  

有効回答数
国の安全確保及び公

共の秩序維持

非常時等における国
民の生命及び財産の

保護

国民生活の利便の向
上、新規事業及び雇
用の創出その他の経

済発展

電波の有効利用技術
の開発等科学技術の
進歩及びそれへの貢

献

その他

映像STL/TTL/TSL(Bバンド) 3 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

映像FPU(Bバンド) 5 80.0% 100.0% 100.0% 20.0% 0.0%

6GHz帯電気通信業務用固定無線シス
テム

2 100.0% 50.0% 100.0% 0.0% 0.0%

映像STL/TTL/TSL(Cバンド) 9 66.7% 100.0% 100.0% 22.2% 0.0%

6.5GHz帯電通・公共・一般業務(中継
系・エントランス)

14 92.9% 85.7% 50.0% 0.0% 0.0%

映像STL/TTL/TSL(Mバンド) 6 66.7% 100.0% 100.0% 16.7% 0.0%

音声STL/TTL/TSL(Mバンド) 10 80.0% 90.0% 50.0% 20.0% 0.0%

放送監視制御(Mバンド) 2 100.0% 100.0% 50.0% 0.0% 0.0%

映像STL/TTL/TSL(Dバンド) 8 75.0% 100.0% 100.0% 25.0% 0.0%

7.5GHz帯電通・公共・一般業務(中継
系・エントランス)

49 57.1% 98.0% 18.4% 2.0% 0.0%

映像STL/TTL/TSL(Nバンド) 10 70.0% 100.0% 100.0% 20.0% 0.0%

音声STL/TTL/TSL(Nバンド) 1 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0%
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(6) 総合評価 

① 周波数割当ての動向  

第 4章第 2節第 10款(6)総合評価①周波数割当ての動向と同様のため、記載を割愛する。 

 

 

② 電波に関する需要の動向 

第 4章第 2節第 10款(6)総合評価②電波に関する需要の動向と同様のため、記載を割愛する。 

 

 

③ 総括 

本周波数区分は、主に、映像・音声 STL/TTL/STL や電通/公共/一般業務用の固定無線システム

で利用されており、また、多様なシステムにより、携帯電話の中継やエントランス回線、電力の

安定供給、非常時における災害報道・避難情報の提供等で利用されている。 

災害対策等において、予備電源の確保などの設備面、復旧要員の常時体制の構築などの体制面

の対策を行われており、運用管理の取組状況の充実も図られており、また、国民生活の利便の向

上や非常時等における国民の生命及び財産の保護等の観点で社会貢献性が高いものと考えられる。 

音声 STL/TTL/TSL(M、Nバンド)及び監視・制御回線については、第 4世代移動通信システム(4G)

の導入に伴う 3.4GHz帯放送事業用無線局の移行先周波数となっており、無線局数は増加傾向にあ

るほか、その他の無線システムについては、令和元年度又は平成 30年度調査時と比較し、多少の

増減にとどまっており、これらシステムの重要性から判断すると、おおむね適切に利用されてい

ると認められる。 

また、映像 FPU（B、C、D バンド）については、無線局数が減少傾向にあるため今後の動向を注

視していくことが望ましい。 
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第12款 8.5GHz 超 10.25GHz 以下の周波数の利用状況 

(1) 本周波数区分を利用する主な電波利用システム 

本周波数区分を利用する電波利用システムは次のとおりである。 

① 無線局免許等を要する電波利用システムの割当状況 

 

 

 

 

 

② 電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している免許人・無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細

は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*2 免許人数は、同一免許人が複数の総合通信局から免許を受けている場合、一免許人として集計している。詳細

は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*3 0.005%未満については、0.00%と表示している。 

*4 〔-〕と表示している場合は、当該システムの無線局が存在しないことを示している。 

  

免許人数 無線局数 無線局数の割合
位置・距離測定用レーダー 0者 0局 -
精測進入レーダー(PAR) 0者 0局 -
航空機用気象レーダー 31者 144局 2.85%
X帯沿岸監視用レーダー 4者 6局 0.12%
レーマークビーコン・レーダービーコン 1者 1局 0.02%
捜索救助用レーダートランスポンダ(SART) 365者 703局 13.90%
船舶航行用レーダー 2,997者 3,887局 76.83%
X帯沿岸監視用レーダー(移動型) 1者 1局 0.02%
9GHz帯気象レーダー 2者 5局 0.10%
9GHz帯気象レーダー(可搬型) 0者 0局 -
10.125GHz帯アマチュア 194者 204局 4.03%
実験試験局(8.5GHz超10.25GHz以下) 13者 106局 2.10%
その他(8.5GHz超10.25GHz以下) 2者 2局 0.04%

合計 3,610者 5,059局 100.0%
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③ 調査票設問一覧   

表中に「○」が記載されている設問についてのみ評価を実施している。 

 

 

  

カ テゴリ 1 2

○ ※1

○ ※1

予備電源を保有して

いる場合
予備電源による最大運用可能時間 ○ ※1

予備電源を保有して

いない場合
予備電源を保有していない理由 ※2 ※1

○ ※1

○ ※1

○ ※1

※2 ※1

○ ※1

○ ※1

○ ※1

※2 ※1

○ ※1

○ ※1

○ ※1

※2 ※1

他システムからの移

行・代替の場合

移行・代替元システ

ム
※2 ※1

※2 ※1

他システムへの移

行・代替の場合

移行・代替先システ

ム（無線局数減少・

廃止が予定される場

合）

※2 ※1

○ ※1

増加予定の場合 ※2 ※1

減少予定の場合 ※2 ※1

○ ※1

○ ※1

○ ※1

○ ※1

○ ※1
社会的貢献性

電波を利用する社会的貢献性

電波を利用する社会的貢献性の具体的な内容

－ ：調査対象外である。		

※1 ：無線局が存在しない。	

※2 ：他の設問の回答により、回答対象外となり、回答が存在しない。		

〇 ：回答が存在する。

1：9GHz帯気象レーダー

2：9GHz帯気象レーダー(可搬型)

デジタル方式

の導入等

レーダー技術の高度化の予定

受信フィルタ（混信低減・除去を行う)

送信フィルタ（帯域外輻射を抑圧する）

今後の通信量

の増減予定

今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無

通信量増加理由

通信量減少理由

今後の無線局

の増減予定

今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無

予定有の場合

増加予定の場合

無線局数増加理由

減少又は廃止予定

の場合

無線局数減少・廃止理由

火災対策を実施していない理由

運用時間
年間の送信日数

送信実績がある場合 一日の送信時間帯

調査票設問 /  電波利用システム

災害対策等

運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無

対策している場合

運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の具体的

内容

運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無

対策している場合
運用継続性の確保を目的とした運用管理

や体制等の対策の具体的内容

地震対策の有無

対策していない場合 地震対策を実施していない理由

水害対策の有無

対策していない場合 水害対策を実施していない理由

火災対策の有無

対策していない場合
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(2) 無線局の分布状況等についての評価 

総合通信局ごとに無線局数の増減傾向は異なった。 

近畿局では、令和元年度又は平成 30年度から令和 3年度にかけて増加しており、令和 3年度で

は 5,059 局となっている。 

増加の理由としては、船舶航行用レーダーが増加したためである。 

 

図表－近－12－1 総合通信局別無線局数の推移 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。  

 

  

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成28年度又は平成27年度 7,205 5,021 6,316 693 1,417 4,393 4,505 5,734 4,693 11,985 981

令和元年度又は平成30年度 7,071 5,242 6,674 714 1,413 4,471 4,603 6,081 4,748 12,135 1,191

令和3年度 6,837 5,207 6,539 696 1,407 4,313 5,059 6,705 4,935 12,115 1,311

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

（無線局数） 平成28年度又は平成27年度 令和元年度又は平成30年度 令和3年度
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いずれの総合通信局においても、船舶航行用レーダーが最大割合となった。 

 

図表－近－12－2 総合通信局ごとのシステム別無線局数の割合 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。  

*2 0.005%未満については、0.00%と表示している。 

*3 総合通信局ごとに、各周波数区分の中で無線局数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。  

*4 〔-〕と表示している場合は、当該システムの無線局が存在しないことを示している。 

 

無線局数が多い上位 6システムの増減傾向は様々であった。いずれのシステムにおいても大き

な増減はなく、X帯沿岸監視用レーダーについては 3カ年を通じて増減していないことが分か

る。 

 

図表－近－12－3 システム別無線局数の推移 

 

 

 *1 「その他」には上記の表に表示している電波利用システムが含まれている。 

*2 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。  

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄
位置・距離測定用レーダー - - - - - - - - - - - -
精測進入レーダー(PAR) 0.00% - - - - - - - - - - 0.08%
航空機用気象レーダー 2.12% 0.26% 0.61% 12.22% 0.43% 0.07% 1.16% 2.85% 0.25% 0.06% 0.57% 2.36%
X帯沿岸監視用レーダー 0.21% 0.37% 0.23% 0.32% 0.14% 0.71% 0.21% 0.12% 0.10% 0.10% 0.16% 0.15%
レーマークビーコン・レーダービーコン 0.00% - - 0.02% - - - 0.02% - - - -
捜索救助用レーダートランスポンダ(SART) 9.98% 4.12% 8.10% 11.03% 6.47% 4.19% 6.47% 13.90% 13.54% 17.71% 8.50% 13.58%
船舶航行用レーダー 83.83% 94.12% 88.69% 63.97% 73.13% 91.40% 88.15% 76.83% 84.00% 79.98% 89.36% 82.84%
X帯沿岸監視用レーダー(移動型) 0.16% - 0.02% 1.21% 0.29% 0.07% 0.07% 0.02% - - 0.01% -
9GHz帯気象レーダー 0.08% 0.03% 0.13% 0.11% 0.29% 0.14% 0.16% 0.10% 0.06% - 0.07% -
9GHz帯気象レーダー(可搬型) 0.00% - - 0.02% - - - - - - - -
10.125GHz帯アマチュア 2.80% 0.89% 1.92% 7.88% 14.80% 2.77% 3.59% 4.03% 1.83% 1.90% 1.13% 0.76%
実験試験局(8.5GHz超10.25GHz以下) 0.80% 0.19% 0.29% 3.20% 4.45% 0.64% 0.19% 2.10% 0.19% 0.22% 0.19% 0.15%
その他(8.5GHz超10.25GHz以下) 0.02% 0.01% - 0.05% - - - 0.04% 0.01% 0.02% 0.01% 0.08%

船舶航行用レーダー
捜索救助用レーダート

ランスポンダ(SART)

10.125GHz帯アマチュ

ア
航空機用気象レーダー

実験試験局(8.5GHz超

10.25GHz以下)

X帯沿岸監視用レー

ダー
その他

平成28年度又は平成27年度 3,189 739 245 102 215 6 9

令和元年度又は平成30年度 3,412 712 229 123 113 6 8

令和3年度 3,887 703 204 144 106 6 9

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

（無線局数） 平成28年度又は平成27年度 令和元年度又は平成30年度 令和3年度

平成28年度又
は平成27年度

令和元年度又
は平成30年度

令和3年度

9GHz帯気象レーダー 6 6 5

その他(8.5GHz超10.25GHz以下) 0 0 2

レーマークビーコン・レーダービーコン 2 1 1

X帯沿岸監視用レーダー(移動型) 1 1 1

位置・距離測定用レーダー 0 0 0

精測進入レーダー(PAR) 0 0 0

9GHz帯気象レーダー(可搬型) 0 0 0
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(3) 無線局の具体的な使用実態  

① 運用時間  

本図表では、免許人 2者を対象としている。 

「年間の送信日数」に対する回答は、「365日」、「271日～364日」に二分された。 

 

図表－近－12－4 年間の送信日数

 
*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 データラベルは、10%以上の値のみを表示している。 

*3 送信状態とは、電波を送信（発射）している状態の時間帯で、電波を受信している状態のみの時間帯は含まな

い。 

*4 令和 2 年 4月 1 日から令和 3 年 3 月 31 日において、管理する全ての無線局のうち 1局でも送信状態(1日あたりの

送信時間がどの程度かは問わない)であった場合、1日とカウントしている。記録がない場合は、おおよその日数

で回答されている。 

 

 

 

「一日の送信時間帯」では、「年間の送信日数」において、「送信実績がある」と回答した免許

人 2者を対象としている。 

「一日の送信時間帯」について、全ての免許人が 24時間発射していると回答した。 

 

 

 

② 災害対策等  

「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無」では免許人 2 者を対象としてい

る。 

「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無」に対して、「全ての無線局につい

て対策を実施している」又は「対策を実施していない」と回答した。 

 

 

 

「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の具体的内容」では、「運用継続性の確保

を目的とした設備や装置等の対策の有無」において、「全ての無線局について対策を実施している」

と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「予備電源を保有している」、「設備や装置等の保守を委託している」と回答した。 

 

 

 

「予備電源による最大運用可能時間」では、「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対

策の具体的内容」において、「予備電源を保有している」と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「72時間（3 日）以上」と回答した。 

50.0% 50.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

9GHz帯気象レーダー

365日 271日～364日 181日～270日 91日～180日 31日～90日 1日～30日 送信実績なし

7-101



「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無」では、免許人 2 者を対象と

している。 

全ての免許人が、「全ての無線局について対策を実施している」と回答した。 

「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の具体的内容」では、「運用継続性の

確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無」において、「全ての無線局について対策を実施

している」又は「一部の無線局について対策を実施している」と回答した免許人 2 者を対象とし

ている。 

「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の具体的内容」に対する回答は、「定

期保守点検を実施している」、「運用状況を常時監視（遠隔含む）している」が多かった。 

「地震対策の有無」では、免許人 2者を対象としている。 

全ての免許人が、「全ての無線局について地震対策を実施している」と回答した。 

「水害対策の有無」では、免許人 2者を対象としている。 

「水害対策の有無」に対する回答は、「水害対策を実施していない」又は「全ての無線局につい

て水害対策を実施している」と回答した。 

「水害対策を実施していない理由」は、「水害対策の有無」において、「水害対策を実施してい

ない」と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「水害対策が必要の無い設置場所（浸水区域ではない、高所である、建物内の２

階以上である等）であるため」と回答した。 

「火災対策の有無」では、免許人 2者を対象としている。 

全ての免許人が、「全ての無線局について火災対策を実施している」と回答した。 
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(4) 電波を有効利用するための計画(他の電気通信手段への代替可能性及び使用周波数の移

行計画等を含む。)  

① 今後の無線局の増減予定 

「今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無」では、免許人 2者を対象とし

ている。 

全ての免許人が、「無線局数の増減の予定なし」と回答した。 

 

 

 

② 今後の通信量の増減予定  

「今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無」では、免許人 2者を対象として

いる。 

全ての免許人が、「通信量の増減の予定なし」と回答した。 

 

 

 

③ デジタル方式の導入等  

「レーダー技術の高度化の予定」では、免許人 2者を対象としている。 

「レーダー技術の高度化の予定」に対して、「導入済み・導入中」又は「導入予定なし」と回答

した。 

 

 

 

「受信フィルタ（混信低減・除去を行う)」では、免許人 2者を対象としている。 

全ての免許人が、「導入済み・導入中」と回答した。 

 

 

 

「送信フィルタ（帯域外輻射を抑圧する）」では、免許人 2者を対象としている。 

全ての免許人が、「導入済み・導入中」と回答した。 
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(5) 電波利用システムの社会的貢献性 

① 社会的貢献性  

「電波を利用する社会的貢献性」では、免許人 2者を対象としている。 

「電波を利用する社会的貢献性」に対する回答は、「非常時等における国民の生命及び財産の保

護」が多かった。なお、システムごとの具体的な内容は以下の通りである。 

9GHz 帯気象レーダーでは「気象情報の観測や公表により、国の安全確保及び、非常時などにお

ける国民の生命及び財産の保護に寄与する」や「天気予報や防災気象情報等の発信により、国民

生活の利便の向上に寄与する」との回答が多かった。 
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(6) 総合評価 

① 周波数割当ての動向  

第 4章第 2節第 11款(6)総合評価①周波数割当ての動向と同様のため、記載を割愛する。 

 

 

② 電波に関する需要の動向 

第 4章第 2節第 11款(6)総合評価①周波数割当ての動向と同様のため、記載を割愛する。 

 

 

③ 総括 

本周波数区分は、航空機用気象レーダー、船舶航行用レーダー、9GHz 帯気象レーダー、X 帯沿

岸監視用レーダー等で利用されている。無線局数としては、船舶航行用レーダーや SART(捜索救助

用レーダートランスポンダ)の 2つのシステムで 9割以上を占めているところ、航空機用気象レー

ダーを含めて、国際的な周波数割当てと整合がとれている。 

災害対策等において、予備電源の確保などの設備面、運用状況の常時監視などの体制面の対策

を行われており、運用管理の取組状況の充実も図られており、9GHz帯気象レーダーによる観測情

報の公表やデータの解析・研究により、非常時における国民の生命及び財産の保護や科学技術の

進歩に寄与しており、社会貢献性が高いものと考えられる。 

気象レーダーについては、従来の広域観測を目的とする気象レーダーのみならず、各交通機関

の安全確保や危険回避対策の支援等として、需要が高まっているところである。このような需要

の高まりに対応しながら、他の各種レーダー間において周波数共用が図られていることから、本

周波数区分は適切に利用されている。 

これらを踏まえると、本周波数区分は、おおむね適切に利用されている。 

なお、気象レーダーについては、近年の災害の激甚化等の影響から、ゲリラ豪雨等の迅速な観

測が求められているところである。これに対応するため、9.7GHz帯気象レーダーのフェーズドア

レイ化や 9.4GHz帯気象レーダーの導入が期待されており、9.7GHz帯及び 9.4GHz帯における気象

レーダーに関する技術的条件の検討が進められている。X帯沿岸監視レーダーについても、今後の

需要の増加に対応するため、9.7GHz帯の気象レーダーの検討状況を踏まえて、周波数帯域の拡張

に係る検討等を行うことが適当である。 
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第13款 10.25GHz 超 13.25GHz 以下の周波数の利用状況 

(1) 本周波数区分を利用する主な電波利用システム 

本周波数区分を利用する電波利用システムは次のとおりである。 

① 無線局免許等を要する電波利用システムの割当状況 

 

 

 

 

 

② 電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している免許人・無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細

は、第 2 章第 2 節を参照のこと。  

*2 免許人数は、同一免許人が複数の総合通信局から免許を受けている場合、一免許人として集計している。詳細

は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*3 0.005%未満については、0.00%と表示している。 

*4 〔-〕と表示している場合は、当該システムの無線局が存在しないことを示している。 

  

免許人数 無線局数 無線局数の割合
映像STL/TTL/TSL(Eバンド) 3者 4局 0.45%
映像FPU(Eバンド) 14者 242局 27.44%
10.475GHz帯アマチュア 146者 146局 16.55%
速度センサ／侵入検知センサ 15者 165局 18.71%
映像STL/TTL/TSL(Fバンド) 4者 9局 1.02%
映像FPU(Fバンド) 8者 57局 6.46%
11GHz帯電気通信業務(中継系・エントランス) 4者 99局 11.22%
11GHz帯電気通信業務災害対策用 1者 8局 0.91%
11GHz帯電気通信業務テレビ伝送用 0者 0局 -
衛星ダウンリンク(Kuバンド)(10.7GHz超11.7GHz以下) 0者 0局 -
BS放送 0者 0局 -
衛星ダウンリンク(Kuバンド)(11.7GHz超12.75GHz以下) 0者 0局 -
SHF帯地上放送 0者 0局 -
12GHz帯公共・一般業務(中継系・エントランス) 17者 122局 13.83%
CS放送 0者 0局 -
映像STL/TTL/TSL(Gバンド) 9者 20局 2.27%
映像FPU(Gバンド) 0者 0局 -
実験試験局(10.25GHz超13.25GHz以下) 3者 10局 1.13%
その他(10.25GHz超13.25GHz以下) 0者 0局 -

合計 224者 882局 100.0%
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③ 調査票設問一覧   

表中に「○」が記載されている設問についてのみ評価を実施している。 

 

 

  

カ テゴリ 1 2 3 4 5 6 7 8

○ - ○ - ○ ○ ○ -

○ - ○ - ○ ○ ○ -

予備電源を保有して

いる場合
予備電源による最大運用可能時間 ○ - ○ - ○ ○ ○ -

予備電源を保有して

いない場合
予備電源を保有していない理由 ※2 - ※2 - ※2 ※2 ※2 -

○ - ○ - ○ ○ ○ -

○ - ○ - ○ ○ ○ -

- ○ - ○ - - - ※1

- ○ - ○ - - - ※1

○ - ○ - ○ ○ ○ -

※2 - ※2 - ※2 ○ ※2 -

○ - ○ - ○ ○ ○ -

※2 - ○ - ○ ○ ○ -

○ - ○ - ○ ○ ○ -

※2 - ※2 - ※2 ○ ※2 -

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※1

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※1

- ○ - ○ - - - ※1

災害時の放送番組

の素材中継に使用し

ている場合

- ○ - ○ - - - ※1

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※1

※2 ○ ※2 ○ ○ ※2 ※2 ※1

他システムからの移

行・代替の場合

移行・代替元システ

ム
※2 ※2 ※2 ※2 ※2 ※2 ※2 ※1

※2 ○ ※2 ○ ○ ○ ※2 ※1

他システムへの移

行・代替の場合

移行・代替先システ

ム（無線局数減少・

廃止が予定される場

合）

※2 ※2 ※2 ※2 ※2 ※2 ※2 ※1

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※1

増加予定の場合 ※2 ※2 ※2 ※2 ○ ○ ※2 ※1

減少予定の場合 ※2 ○ ※2 ※2 ※2 ○ ※2 ※1

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※1

※2 ○ ※2 ○ ※2 ○ ○ ※1

計画無の場合 ※2 ○ ※2 ○ ※2 ※2 ※2 ※1

計画有の場合 ※2 ※2 ※2 ※2 ※2 ※2 ※2 ※1

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※1

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※1
社会的貢献性

電波を利用する社会的貢献性

電波を利用する社会的貢献性の具体的な内容

－ ：調査対象外である。		

※1 ：無線局が存在しない。	

※2 ：他の設問の回答により、回答対象外となり、回答が存在しない。		

〇 ：回答が存在する。

1：映像STL/TTL/TSL(Eバンド)

2：映像FPU(Eバンド)

3：映像STL/TTL/TSL(Fバンド)

4：映像FPU(Fバンド)

5：11GHz帯電気通信業務(中継系・エントランス)

6：12GHz帯公共・一般業務(中継系・エントランス)

7：映像STL/TTL/TSL(Gバンド)

8：映像FPU(Gバンド)

デジタル方式

の導入等

通信方式

アナログ方式を利用

している場合

デジタル方式の導入計画の有無

デジタル方式の導入予定がない理由

移行・代替先システム（デジタル方式の導

入予定がない場合）

対策していない場合 水害対策を実施していない理由

今後の通信量

の増減予定

今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無

通信量増加理由

通信量減少理由

今後の無線局

の増減予定

今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無

予定有の場合

増加予定の場合

無線局数増加理由

減少又は廃止予定

の場合

無線局数減少・廃止理由

対策していない場合 火災対策を実施していない理由

運用時間

年間の送信日数

送信実績がある場合 一日の送信時間帯

無線局の運用状態

災害時の運用日数

調査票設問 /  電波利用システム

災害対策等

運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無

対策している場合

運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の具体的

内容

運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無

対策している場合
運用継続性の確保を目的とした運用管理

や体制等の対策の具体的内容

運用継続性の確保のための対策の有無

対策している場合
運用継続性の確保のための対策の具体的

内容

地震対策の有無

対策していない場合 地震対策を実施していない理由

水害対策の有無

火災対策の有無
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(2) 無線局の分布状況等についての評価 

ほとんどの総合通信局において無線局数は年々減少傾向にあった。 

近畿局では、全体と同じ傾向で令和元年度又は平成 30年度から令和 3年度にかけて減少してい

る。 

減少の理由としては、速度センサ／侵入検知センサは増加しているものの、11GHz帯電気通信業

務(中継系・エントランス)や 12GHz 帯公共・一般業務(中継系・エントランス)等、複数のシステ

ムで減少しているためである。 

 

図表－近－13－1 総合通信局別無線局数の推移 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。 

 

 

 

11GHz 帯電気通信業務(中継系・エントランス)が最大割合である総合通信局が最も多く、全国的

に見ても同システムが最大割合となった。 

 

図表－近－13－2 総合通信局ごとのシステム別無線局数の割合 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。  

*2 0.005%未満については、0.00%と表示している。 

*3 総合通信局ごとに、各周波数区分の中で無線局数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。  

*4 〔-〕と表示している場合は、当該システムの無線局が存在しないことを示している。 

 

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成28年度又は平成27年度 793 1,486 3,713 716 316 2,394 1,234 1,728 1,371 1,616 109

令和元年度又は平成30年度 623 1,077 2,856 534 279 1,673 1,007 1,502 889 1,307 87

令和3年度 581 795 2,637 469 245 1,641 882 1,290 814 1,147 87

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

（無線局数） 平成28年度又は平成27年度 令和元年度又は平成30年度 令和3年度

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄
映像STL/TTL/TSL(Eバンド) 0.50% - 4.03% 0.04% 0.21% - 0.12% 0.45% - 0.61% 0.70% -
映像FPU(Eバンド) 19.79% 12.56% 24.91% 26.05% 18.55% 34.69% 14.93% 27.44% 11.32% 9.71% 20.58% 19.54%
10.475GHz帯アマチュア 10.91% 7.92% 9.69% 14.37% 16.20% 12.65% 6.89% 16.55% 7.21% 9.34% 9.59% 9.20%
速度センサ／侵入検知センサ 17.73% 3.10% 2.77% 9.03% 6.18% 8.98% 37.72% 18.71% 40.85% 1.60% 18.83% 9.20%
映像STL/TTL/TSL(Fバンド) 0.70% - - - - 2.04% 0.12% 1.02% 1.78% 0.86% 2.35% 1.15%
映像FPU(Fバンド) 12.75% 11.19% 24.65% 23.51% 11.94% - 11.82% 6.46% 0.39% 7.86% 8.11% -
11GHz帯電気通信業務(中継系・エントランス) 23.27% 43.72% 15.60% 12.29% 29.00% 14.29% 18.40% 11.22% 26.90% 58.11% 28.68% 47.13%
11GHz帯電気通信業務災害対策用 1.25% 2.07% 3.02% 1.14% 1.28% 3.27% 0.49% 0.91% 0.93% 0.98% 1.05% 4.60%
11GHz帯電気通信業務テレビ伝送用 - - - - - - - - - - - -
衛星ダウンリンク(Kuバンド)(10.7GHz超11.7GHz以下) 0.07% - - 0.27% - - - - - - - -
BS放送 0.09% - - 0.34% - - - - - - - -
衛星ダウンリンク(Kuバンド)(11.7GHz超12.75GHz以下) 0.31% - - 1.25% - - - - - - - -
SHF帯地上放送 - - - - - - - - - - - -
12GHz帯公共・一般業務(中継系・エントランス) 10.63% 17.90% 12.45% 9.40% 15.35% 20.00% 8.78% 13.83% 9.07% 10.20% 6.97% 9.20%
CS放送 0.04% - - 0.15% - - - - - - - -
映像STL/TTL/TSL(Gバンド) 1.63% 1.55% 2.77% 1.25% 1.28% 4.08% 0.73% 2.27% 1.55% 0.74% 3.05% -
映像FPU(Gバンド) 0.05% - - 0.19% - - - - - - - -
実験試験局(10.25GHz超13.25GHz以下) 0.29% - 0.13% 0.72% - - - 1.13% - - 0.09% -
その他(10.25GHz超13.25GHz以下) - - - - - - - - - - - -
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無線局数が多い上位 6システムの増減傾向は様々であった。平成 28年度又は平成 27年度と令

和 3年度を比べると、速度センサ／侵入検知センサについては 2倍以上にまで増加、11GHz 帯電

気通信業務(中継系・エントランス)については 3分の 1以下にまで減少していることが分かる。 

速度センサ／侵入検知センサは、令和元年度又は平成 30年度では 65局であったが、令和 3年

度では 165局となっている。この理由は、大規模工場における一括大量導入によるものと考えら

れる。 

11GHz 帯電気通信業務(中継系・エントランス)及び 11GHz帯電気通信業務災害対策用は、令和

元年度又は平成 30年度ではそれぞれ 219局、44局であったが、令和 3年度では 99局、8局とな

っている。この理由は、いずれも携帯電話事業者等の事業計画により、無線ルートを光ファイバ

ーなどの有線ルートへ変更したためである。 

 

図表－近－13－3 システム別無線局数の推移 

 

 

*1 「その他」には上記の表に表示している電波利用システムが含まれている。 

*2 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。  

  

映像FPU(Eバンド)
速度センサ／侵入検知

センサ

10.475GHz帯アマチュ

ア

12GHz帯公共・一般業

務(中継系・エントラ

ンス)

11GHz帯電気通信業務

(中継系・エントラン

ス)

映像FPU(Fバンド) その他

平成28年度又は平成27年度 275 70 172 194 375 65 83

令和元年度又は平成30年度 249 65 161 154 219 52 107

令和3年度 242 165 146 122 99 57 51

0

50
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300

350

400

（無線局数） 平成28年度又は平成27年度 令和元年度又は平成30年度 令和3年度

平成28年度又は
平成27年度

令和元年度又は
平成30年度

令和3年度

映像STL/TTL/TSL(Gバンド) 22 20 20

実験試験局(10.25GHz超13.25GHz以下) 5 31 10

映像STL/TTL/TSL(Fバンド) 8 8 9

11GHz帯電気通信業務災害対策用 44 44 8

映像STL/TTL/TSL(Eバンド) 4 4 4

11GHz帯電気通信業務テレビ伝送用 0 0 0

衛星ダウンリンク(Kuバンド)(10.7GHz超11.7GHz以下) 0 0 0

BS放送 0 0 0

衛星ダウンリンク(Kuバンド)(11.7GHz超12.75GHz以下) 0 0 0

SHF帯地上放送 0 0 0

CS放送 0 0 0

映像FPU(Gバンド) 0 0 0

その他(10.25GHz超13.25GHz以下) 0 0 0
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(3) 無線局の具体的な使用実態  

① 運用時間  

「年間の送信日数」では、免許人 59者を対象としている。 

「年間の送信日数」に対する回答は、「365日」が多かった。 

 

 

 

本図表では、「年間の送信日数」において、「送信実績がある」と回答した免許人 57者を対象と

している。 

「一日の送信時間帯」に対する回答を見ると、全てのシステムにおいて全ての時間帯で送信し

ており、2システムについては全ての時間帯で全免許人が送信している。日中により多くの免許人

が送信していることが分かる。 

 

図表－近－13－4 一日の送信時間帯

 

*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 送信状態とは、電波を送信(発射)している状態の時間帯で、電波を受信している状態のみの時間帯は含まない。 

*3 送信実績がある日のうち、代表的な電波を発射している日（電波を発射している状態（送信状態）の時間帯のパ

ターンとして最も実績が多い時間帯を含む日）に基づく、電波を発射している時間帯の回答を示している。 

*4 複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

 

 

 

「無線局の運用状態」では、免許人 22者を対象としている。 

「無線局の運用状態」に対する回答は、「事件・事故等（災害時を除く）の放送番組の素材中継」

が多かった。 

 

 

 

 

0～1

時
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時
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時
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時
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時
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時
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時
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17～

18時

18～

19時

19～

20時

20～

21時

21～

22時

22～

23時

23～

24時

映像STL/TTL/TSL(Eバンド) 66.7% 66.7% 66.7% 66.7% 66.7% 66.7% 66.7% 66.7% 66.7% 100.0% 66.7% 66.7% 66.7% 66.7% 66.7% 66.7% 66.7% 66.7% 66.7% 66.7% 66.7% 66.7% 66.7% 66.7%

映像FPU(Eバンド) 14.3% 14.3% 14.3% 14.3% 21.4% 21.4% 21.4% 28.6% 35.7% 50.0% 64.3% 71.4% 71.4% 71.4% 78.6% 85.7% 92.9% 85.7% 50.0% 42.9% 42.9% 42.9% 21.4% 21.4%

映像STL/TTL/TSL(Fバンド) 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

映像FPU(Fバンド) 33.3% 33.3% 33.3% 33.3% 50.0% 50.0% 50.0% 66.7% 66.7% 66.7% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 83.3% 83.3% 83.3% 83.3% 50.0% 50.0%

11GHz帯電気通信業務(中継系・エントランス) 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

12GHz帯公共・一般業務(中継系・エントランス) 76.5% 76.5% 76.5% 76.5% 76.5% 82.4% 76.5% 82.4% 76.5% 76.5% 76.5% 82.4% 88.2% 76.5% 76.5% 76.5% 82.4% 94.1% 82.4% 76.5% 76.5% 76.5% 76.5% 76.5%

映像STL/TTL/TSL(Gバンド) 88.9% 88.9% 88.9% 88.9% 88.9% 88.9% 88.9% 88.9% 88.9% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 88.9% 88.9%
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「災害時の運用日数」は、「無線局の運用状態」において、「災害時の放送番組の素材中継」と

回答した免許人 19者を対象としている。 

「災害時の運用日数」に対する回答は、「0日」が多かった。 

 

 

 

② 災害対策等  

「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無」では免許人 37者を対象としてい

る。 

「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無」に対する回答は、「全ての無線局

について対策を実施している」が多かった。 

 

 

 

「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の具体的内容」では、「運用継続性の確保

を目的とした設備や装置等の対策の有無」において、「全ての無線局について対策を実施している」

又は「一部の無線局について対策を実施している」と回答した免許人 37者を対象としている。 

「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の具体的内容」に対する回答は、「予備電

源を保有している」が多かった。 

 

 

 

「予備電源による最大運用可能時間」では、「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対

策の具体的内容」において、「予備電源を保有している」と回答した免許人 37 者を対象としてい

る。 

「予備電源による最大運用可能時間」に対する回答は、「72 時間（3日）以上」が多かった。 

 

 

 

「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無」では、免許人 37者を対象と

している。 

「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無」に対する回答は、「全ての無

線局について対策を実施している」が多かった。 

 

 

 

「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の具体的内容」では、「運用継続性の

確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無」において、「全ての無線局について対策を実施

している」又は「一部の無線局について対策を実施している」と回答した免許人 37者を対象とし

ている。 

「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の具体的内容」に対する回答は、い

ずれのシステムも「運用状況を常時監視（遠隔含む）している」、「定期保守点検を実施している」

が多かった。 
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「運用継続性の確保のための対策の有無」では、免許人 22者を対象としている。 

「運用継続性の確保のための対策の有無」に対する回答は、「対策を実施している」が多かった。 

 

 

 

「運用継続性の確保のための対策の具体的内容」では、「運用継続性の確保のための対策の有無」

において、「対策を実施している」と回答した免許人 21者を対象としている。 

「運用継続性の確保のための対策の具体的内容」に対する回答は、「代替用の予備の無線設備一

式を保有」が多かった。 

 

 

 

「地震対策の有無」では、免許人 37者を対象としている。 

「地震対策の有無」に対する回答は、「全ての無線局について地震対策を実施している」が多か

った。 

 

 

 

本図表では、「地震対策の有無」において、「一部の無線局について地震対策を実施している」

又は「地震対策を実施していない」と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「その他」と回答した。「その他」の具体的な内容は、「機器の転倒対策を行って

いる。」だった。 

 

図表－近－13－5 地震対策を実施していない理由

 

*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 有効回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*4 システムごとに、回答割合が最も大きい選択肢の値に網掛けをしている。 

*5 当該設問は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

*6 「自己以外の要因で地震対策が困難であるため」とは、例えば建物の管理者が第三者であり合意が得られない

等、自己以外の要因で対策ができない場合としている。 

 

 

 

「水害対策の有無」では、免許人 37者を対象としている。 

「水害対策の有無」に対する回答は、「全ての無線局について水害対策を実施している」が多か

った。 

 

 

 

  

有効回答数
経済的に地震
対策が困難で

あるため

自己以外の要
因（無線局設
置施設が耐震
化未整備な
ど）で地震対
策が困難であ

るため

地震対策の検
討段階もしく
は導入段階の

ため

無線局の廃止
や更新、デジ
タル移行や移
転等の予定が

あるため

設置場所等の
理由で対策が
困難もしくは
必要無いと考

えるため

可搬型である
ため

その他

12GHz帯公共・一般業務(中継系・エ
ントランス)

1 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
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「水害対策を実施していない理由」は、「水害対策の有無」において、「一部の無線局について

水害対策を実施している」又は「水害対策を実施していない」と回答した免許人 15者を対象とし

ている。 

「水害対策を実施していない理由」に対する回答は、「水害対策が必要の無い設置場所（浸水区

域ではない、高所である、建物内の２階以上である等）であるため」が多かった。 

 

 

 

「火災対策の有無」では、免許人 37者を対象としている。 

「火災対策の有無」に対する回答は、「全ての無線局について火災対策を実施している」が多か

った。 

 

 

 

「火災対策を実施していない理由」は、「火災対策の有無」において、「一部の無線局について

火災対策を実施している」又は「火災対策を実施していない」と回答した免許人 2 者を対象とし

ている。 

「火災対策を実施していない理由」に対する回答は、「設置場所等の理由で対策が困難もしくは

必要無いと考えるため」が多かった。 
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(4) 電波を有効利用するための計画(他の電気通信手段への代替可能性及び使用周波数の移

行計画等を含む。)  

① 今後の無線局の増減予定 

「今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無」では、免許人 59者を対象と

している。 

「今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無」に対する回答は、「無線局数

の増減の予定なし」が多かった。 

 

 

 

「無線局数増加理由」は、「今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無」に

おいて、「無線局数は増加予定」と回答した免許人 4者を対象としている。 

「無線局数増加理由」に対する回答は、「新規導入を予定しているため」が多かった。 

 

 

 

「無線局数減少・廃止理由」では、「今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の

有無」において、「無線局数は減少予定」又は「全ての無線局を廃止予定」と回答した免許人 9者

を対象としている。 

「無線局数減少・廃止理由」に対する回答は、「有線（光ファイバー等）へ代替予定のため」、

「事業を縮小又は廃止予定のため」、「その他」が多かった。「その他」の具体的な内容は、「運用

状況をみて所有台数（局数）の精査を検討中」だった。 

 

 

 

② 今後の通信量の増減予定  

「今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無」では、免許人 59者を対象とし

ている。 

「今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無」に対する回答は、「通信量の増

減の予定なし」が多かったが、システムによっては「通信量は増加予定」が多いものも存在した。 

 

 

 

「通信量増加理由」では、「今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無」にお

いて、「通信量は増加予定」と回答した免許人 5者を対象としている。 

「通信量増加理由」に対する回答は、「現在の通信量より大容量の通信を行う予定のため」が多

かった。 
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本図表では、「今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無」において、「通信量

は減少予定」と回答した免許人 3者を対象としている。 

「通信量減少理由」に対する回答は、「無線局の廃止予定があるため」、「その他」が多かった。 

「その他」の具体的な内容は、「1.2GHz、2.3GHzの運用が増えたり、定点からの伝送では、光フ

ァイバーでの伝送や、携帯電話回線による伝送が少しずつ増えたりしている。」だった。 

 

図表－近－13－6 通信量減少理由

 
*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 有効回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*4 システムごとに、回答割合が最も大きい選択肢の値に網掛けをしている。 

*5 当該設問は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

 

  

 

③ デジタル方式の導入等  

「通信方式」では、免許人 59者を対象としている。 

「通信方式」に対する回答は、「デジタル方式を利用」が多かった。 

 

 

 

「デジタル方式の導入計画の有無」では、「通信方式」において、「アナログ方式を利用」又は

「アナログ方式とデジタル方式のいずれも利用」と回答した免許人 9者を対象としている。 

「デジタル方式の導入計画の有無」に対する回答は、「導入中」が多かった。 

 

 

 

「デジタル方式の導入予定がない理由」では、「デジタル方式の導入計画の有無」において、「導

入予定なし」と回答した免許人 2者を対象としている。 

全ての免許人は、「廃止予定のため」と回答した。 

 

 

  

有効回答数

現在の通信量よ
り小容量の通信
で補える予定の

ため

通信の頻度が減
少する予定のた

め

無線局の廃止予
定があるため

その他

映像FPU(Eバンド) 1 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

12GHz帯公共・一般業務(中継系・エ
ントランス)

2 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%
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(5) 電波利用システムの社会的貢献性 

① 社会的貢献性  

本図表では、免許人 59者を対象としている。 

「電波を利用する社会的貢献性」に対する回答は、「国の安全確保及び公共の秩序維持」、「非

常時等における国民の生命及び財産の保護」、「国民生活の利便の向上、新規事業及び雇用の創出

その他の経済発展」が多かった。なお、システムごとの具体的な内容は以下の通りである。 

11GHz 帯電気通信業務(中継系・エントランス)では「携帯電話サービスに必要な基地局と交換

局の伝送路確保に利用しており、当該利用は安定した携帯電話サービスの提供に寄与」、12GHz

帯公共・一般業務(中継系・エントランス)では「電気事業における情報連絡により災害時の停電

早期復旧など国民生活基盤に寄与する」、映像 FPU(E バンド)では「災害時等においては人命救

助・被害拡大防止のための報道をする事で、国民の安全安心な生活を守る事に寄与」映像 FPU(F

バンド)では「公共放送の番組伝送、緊急報道や番組制作に必要不可欠なシステムであり、当該

利用は国民生活の向上に寄与」や「、非常時にも放送の維持を図ることで、国民の生命の保護や

国民生活の利便の向上に寄与」、映像 STL/TTL/TSL(G バンド)では「地上テレビジョン放送用信号

伝送ならびに映像・音声素材伝送用として使用しており、テレビジョン放送を通じて国民生活の

利便の向上、新規事業及び雇用の創出その他の経済発展に寄与」や「非常災害放送等において国

民の生命及び財産の保護、国の安全確保及び公共の秩序維持に寄与」との回答が多かった。 

 

図表－近－13－7 電波を利用する社会的貢献性 

 

*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 有効回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*4 当該設問は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

 

 

 

 

有効回答数
国の安全確保及び公

共の秩序維持

非常時等における国
民の生命及び財産の

保護

国民生活の利便の向
上、新規事業及び雇
用の創出その他の経

済発展

電波の有効利用技術
の開発等科学技術の
進歩及びそれへの貢

献

その他

映像STL/TTL/TSL(Eバンド) 3 66.7% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

映像FPU(Eバンド) 14 78.6% 92.9% 85.7% 21.4% 0.0%

映像STL/TTL/TSL(Fバンド) 4 100.0% 100.0% 100.0% 25.0% 0.0%

映像FPU(Fバンド) 8 87.5% 100.0% 87.5% 12.5% 12.5%

11GHz帯電気通信業務(中継系・エン
トランス)

4 75.0% 75.0% 100.0% 25.0% 0.0%

12GHz帯公共・一般業務(中継系・エ
ントランス)

17 52.9% 94.1% 23.5% 5.9% 0.0%

映像STL/TTL/TSL(Gバンド) 9 77.8% 100.0% 100.0% 22.2% 0.0%
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(6) 総合評価 

① 周波数割当ての動向  

第 4章第 2節第 12款(6)総合評価①周波数割当ての動向と同様のため、記載を割愛する。 

 

 

② 電波に関する需要の動向 

第 4章第 2節第 12款(6)総合評価①周波数割当ての動向と同様のため、記載を割愛する。 

 

 

③ 総括 

本周波数区分は、電通/公共/一般業務用の固定無線システム、映像 FPU、映像 STL/TTL/TSL、速

度センサ/侵入検知センサ、アマチュア無線、衛星ダウンリンク等で利用されているが、11GHz帯

電気通信業務(中継系・エントランス)や 12GHz 帯公共・一般業務(中継系・エントランス)につい

ては、有線(光ファイバ等)への代替により、無線局数は減少傾向にある一方、速度センサ/侵入検

知センサについては、大規模工場による大量導入と考えられることにより増加している。 

災害対策等において、予備電源の確保などの設備面、運用状況の常時監視などの体制面の対策

を行われており、運用管理取り組み状況の充実も図られており、国民生活の利便の向上や非常時

等における国民の生命及び財産の保護の観点で社会的貢献性は高いものと考えられる。 

これらを踏まえると、本周波数区分は、おおむね適切に利用されている。 

衛星コンステレーションを使用するシステムについては、高度約 500km の軌道を利用するシス

テムの導入に係る制度整備に続き、高度約 1,200km の極軌道を利用する衛星コンステレーション

による Ku 帯非静止衛星通信システム(サービスリンク：10.7-12.7GHz/14-14.5GHz、フィーダリン

ク：17.8-19.3GHz/27.5-30GHz)の技術的条件について、令和 3 年 9 月に情報通信審議会から答申

を受けたところである。我が国においても、新たな通信サービスが開始できるよう、引き続き、

導入に向けて制度整備を進めることが適当である。 
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第14款 13.25GHz 超 21.2GHz 以下の周波数の利用状況 

(1) 本周波数区分を利用する主な電波利用システム 

本周波数区分を利用する電波利用システムは次のとおりである。 

① 無線局免許等を要する電波利用システムの割当状況 

 

 

 

 

② 電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合 

 
*1 複数の電波利用システムを利用している免許人・無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細

は、第 2 章第 2 節を参照のこと。  

*2 免許人数は、同一免許人が複数の総合通信局から免許を受けている場合、一免許人として集計している。詳細

は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*3 0.005%未満については、0.00%と表示している。 

*4 〔-〕と表示している場合は、当該システムの無線局が存在しないことを示している。 

*5 個別及び包括免許の無線局数の合算値を示している。 

  

免許人数 無線局数 無線局数の割合
13GHz帯航空機航行用レーダー 0者 0局 -
13GHz帯船舶航行管制用レーダー 0者 0局 -
接岸援助用レーダー 0者 0局 -
衛星アップリンク(移動衛星を除く)(Kuバンド)(13.75GHz超14.5GHz以下) 6者 109局*5 18.96%
衛星ダウンリンク(Kaバンド)(20.2GHz超21.2GHz以下) 0者 0局 -
14GHz帯BSフィーダリンク 0者 0局 -
CSフィーダリンク 0者 0局 -
移動衛星サービスリンクのアップリンク(Kuバンド) 2者 11局*5 1.91%
MTSATアップリンク(Kuバンド) 0者 0局 -
15GHz帯電気通信業務(中継系・エントランス) 1者 53局 9.22%
15GHz帯電気通信業務災害対策用 1者 4局 0.70%
15GHz帯電気通信業務テレビ伝送用 0者 0局 -
15GHz帯ヘリテレ画像伝送 6者 10局 1.74%
17GHz帯BSフィーダリンク 1者 1局 0.17%
衛星ダウンリンク(Kaバンド)(17.3GHz超20.2GHz以下) 0者 0局 -
18GHz帯公共用小容量固定 34者 189局 32.87%
18GHz帯FWA 8者 52局 9.04%
18GHz帯電気通信業務(エントランス) 3者 141局 24.52%
実験試験局(13.25GHz超21.2GHz以下) 3者 5局 0.87%
その他(13.25GHz超21.2GHz以下) 0者 0局 -

合計 65者 575局 100.0%
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③ 調査票設問一覧   

表中に「○」が記載されている設問についてのみ評価を実施している。 

 

 

カ テゴリ 1 2 3 4 5 6 7 8 9

○ - ○ - - - ○ - ○

○ - ○ - - - ○ - ○

予備電源を保有して

いる場合
予備電源による最大運用可能時間 ○ - ○ - - - ○ - ○

予備電源を保有して

いない場合
予備電源を保有していない理由 ○ - ※2 - - - ※2 - ※2

○ - ○ - - - ○ - ○

○ - ○ - - - ○ - ○

- ○ - ○ ※1 ○ - ○ -

- ○ - ○ ※1 ○ - ○ -

○ - ○ - - - ○ - ○

○ - ※2 - - - ○ - ※2

○ - ○ - - - ○ - ○

○ - ※2 - - - ○ - ○

○ - ○ - - - ○ - ○

○ - ※2 - - - ○ - ※2

○ ○ ○ ○ ※1 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ※1 ○ ○ ○ ○

- - - - - - - - -

災害時の放送番組

の素材中継に使用し

ている場合

- - - - - - - - -

○ ○ ○ ○ ※1 ○ ○ ○ ○

○ ○ ※2 ※2 ※1 ○ ○ ※2 ○

他システムからの移

行・代替の場合

移行・代替元システ

ム
※2 ※2 ※2 ※2 ※1 ※2 ○ ※2 ※2

○ ※2 ○ ※2 ※1 ※2 ※2 ○ ○

他システムへの移

行・代替の場合

移行・代替先システ

ム（無線局数減少・

廃止が予定される場

合）

※2 ※2 ※2 ※2 ※1 ※2 ※2 ○ ※2

○ ○ ○ ○ ※1 ○ ○ ○ ○

増加予定の場合 ○ ○ ○ ※2 ※1 ※2 ○ ※2 ○

減少予定の場合 ※2 ※2 ※2 ※2 ※1 ※2 ※2 ※2 ※2

○ ○ ○ ○ ※1 - ○ ○ ○

○ ※2 ※2 ※2 ※1 - ○ ○ ※2

計画無の場合 ※2 ※2 ※2 ※2 ※1 - ※2 ○ ※2

計画有の場合 ※2 ※2 ※2 ※2 ※1 - ※2 ※2 ※2

- - - - - ○ - - -

その他選択肢に無

い技術を使用してい

る場合

- - - - - ※2 - - -

- - - - - ○ - - -

- - - - - ○ - - -

- - - - - ○ - - -

更改予定が無い場

合
- - - - - ○ - - -

- - - - - ○ - - -

○ ○ ○ ○ ※1 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ※1 ○ ○ ○ ○
社会的貢献性

電波を利用する社会的貢献性

電波を利用する社会的貢献性の具体的な内容

－ ：調査対象外である。		

※1 ：無線局が存在しない。	

※2 ：他の設問の回答により、回答対象外となり、回答が存在しない。		

〇 ：回答が存在する。

1：衛星アップリンク(移動衛星を除く)(Kuバンド)(13.75GHz超14.5GHz以下)

2：移動衛星サービスリンクのアップリンク(Kuバンド)

3：15GHz帯電気通信業務(中継系・エントランス)

4：15GHz帯電気通信業務災害対策用

5：15GHz帯電気通信業務テレビ伝送用

6：15GHz帯ヘリテレ画像伝送

7：18GHz帯公共用小容量固定

8：18GHz帯FWA

9：18GHz帯電気通信業務(エントランス)

その他具体的技術

高度化技術の導入予定④公共業務用無

線の技術

公共業務用無線の技術④

デジタル方式

の導入等

通信方式

アナログ方式を利用

している場合

デジタル方式の導入計画の有無

デジタル方式の導入予定がない理由

移行・代替先システム（デジタル方式の導

入予定がない場合）

代替可能性②

選択した理由

高度化技術を使用しない理由

更改予定がある場

合

更改後の無線技術の詳細④

対策していない場合 水害対策を実施していない理由

今後の通信量

の増減予定

今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無

通信量増加理由

通信量減少理由

今後の無線局

の増減予定

今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無

予定有の場合

増加予定の場合

無線局数増加理由

減少又は廃止予定

の場合

無線局数減少・廃止理由

対策していない場合 火災対策を実施していない理由

運用時間

年間の送信日数

送信実績がある場合 一日の送信時間帯

無線局の運用状態

災害時の運用日数

調査票設問 /  電波利用システム

災害対策等

運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無

対策している場合

運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の具体的

内容

運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無

対策している場合
運用継続性の確保を目的とした運用管理

や体制等の対策の具体的内容

運用継続性の確保のための対策の有無

対策している場合
運用継続性の確保のための対策の具体的

内容

地震対策の有無

対策していない場合 地震対策を実施していない理由

水害対策の有無

火災対策の有無
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(2) 無線局の分布状況等についての評価 

無線局数が年々減少傾向にある総合通信局が多かった。その一方で、関東局及び北陸局におい

ては、令和元年度又は平成 30年度から令和 3年度にかけて無線局数が増加した。 

近畿局では、全体と同じ傾向で令和元年度又は平成 30年度から令和 3年度にかけて減少してい

る。 

減少している理由は、15GHz 帯電気通信業務(中継系・エントランス)や 18GHz 帯電気通信業務

(エントランス)等、複数のシステムで減少しているためである。 

 

図表－近－14－1 総合通信局別無線局数の推移 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。 

 

 

 18GHz 帯電気通信業務(エントランス)が最大割合である総合通信局が最も多かったが、全国的

に見ると、衛星アップリンク(移動衛星を除く)(Kuバンド)(13.75GHz超 14.5GHz以下)が最大割合

となった。 

 

図表－近－14－2 総合通信局ごとのシステム別無線局数の割合 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。  

*2 0.005%未満については、0.00%と表示している。 

*3 総合通信局ごとに、各周波数区分の中で無線局数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。  

*4 〔-〕と表示している場合は、当該システムの無線局が存在しないことを示している。 

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成28年度又は平成27年度 726 1,478 13,906 547 173 1,303 1,215 1,113 1,279 1,044 177

令和元年度又は平成30年度 733 1,281 12,926 408 198 975 861 910 1,129 878 225

令和3年度 662 806 13,652 393 208 830 575 684 1,116 859 170

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

（無線局数） 平成28年度又は平成27年度 令和元年度又は平成30年度 令和3年度

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄
13GHz帯航空機航行用レーダー - - - - - - - - - - - -
13GHz帯船舶航行管制用レーダー 0.01% - - - - - 0.12% - - - 0.12% -
接岸援助用レーダー - - - - - - - - - - - -
衛星アップリンク(移動衛星を除く)(Kuバン
ド)(13.75GHz超14.5GHz以下)

63.57% 9.52% 13.03% 87.14% 10.69% 19.71% 9.64% 18.96% 12.72% 11.56% 13.15% 12.35%

衛星ダウンリンク(Kaバンド)(20.2GHz超21.2GHz以下) - - - - - - - - - - - -
14GHz帯BSフィーダリンク - - - - - - - - - - - -
CSフィーダリンク 0.01% - - 0.01% - - - - - - - -
移動衛星サービスリンクのアップリンク(Kuバンド) 3.68% 0.60% 0.62% 4.85% 1.53% 1.44% 0.48% 1.91% 0.44% 0.72% 1.16% 10.59%
MTSATアップリンク(Kuバンド) - - - - - - - - - - - -
15GHz帯電気通信業務(中継系・エントランス) 5.28% 11.63% 7.20% 1.75% 19.85% 13.94% 27.11% 9.22% 10.09% 14.87% 6.64% 1.18%
15GHz帯電気通信業務災害対策用 0.16% - - 0.03% - 1.92% 0.48% 0.70% 1.17% 0.36% 0.47% -
15GHz帯電気通信業務テレビ伝送用 - - - - - - - - - - - -
15GHz帯ヘリテレ画像伝送 0.32% 0.30% 0.62% 0.12% - 0.48% 0.96% 1.74% 1.17% 0.18% 1.05% 0.59%
17GHz帯BSフィーダリンク 0.15% - - 0.21% - - - 0.17% - - 0.12% -
衛星ダウンリンク(Kaバンド)(17.3GHz超20.2GHz以下) 0.04% - - 0.05% - - - - - - - -
18GHz帯公共用小容量固定 6.82% 8.61% 22.95% 1.47% 26.97% 15.87% 16.14% 32.87% 21.05% 6.63% 20.61% 35.88%
18GHz帯FWA 3.45% 11.18% 28.78% 0.78% 1.53% 16.35% 2.41% 9.04% 2.78% 5.65% 8.38% 5.88%
18GHz帯電気通信業務(エントランス) 16.23% 58.16% 26.18% 3.33% 37.40% 30.29% 42.65% 24.52% 50.58% 60.04% 47.61% 33.53%
実験試験局(13.25GHz超21.2GHz以下) 0.30% - 0.62% 0.26% 2.04% - - 0.87% - - 0.70% -
その他(13.25GHz超21.2GHz以下) - - - - - - - - - - - -
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無線局数が多い上位 6 システムの増減傾向は様々であった。1 位の 18GHz 帯公共用小容量固定

は増加傾向にある。15GHz 帯電気通信業務(中継系・エントランス)及び 15GHz 帯電気通信業務災

害対策用は、令和元年度又は平成 30 年度ではそれぞれ 178 局、38 局であったが、令和 3 年度で

は 53局、4局となっている。この理由は、いずれも携帯電話事業者等の事業計画により、無線ル

ートを光ファイバーなどの有線ルートへ変更したためである。 

 

図表－近－14－3 システム別無線局数の推移 

 

 

*1 「その他」には上記の表に表示している電波利用システムが含まれている。 

*2 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。  

  

18GHz帯公共用小容量

固定

18GHz帯電気通信業務

(エントランス)

衛星アップリンク(移

動衛星を除く)(Kuバン

ド)(13.75GHz超

14.5GHz以下)

15GHz帯電気通信業務

(中継系・エントラン

ス)

18GHz帯FWA

移動衛星サービスリン

クのアップリンク(Ku

バンド)

その他

平成28年度又は平成27年度 71 349 406 252 60 8 69

令和元年度又は平成30年度 174 234 136 178 71 9 59

令和3年度 189 141 109 53 52 11 20
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（無線局数） 平成28年度又は平成27年度 令和元年度又は平成30年度 令和3年度

平成28年度又
は平成27年度

令和元年度又
は平成30年度

令和3年度

15GHz帯ヘリテレ画像伝送 13 11 10

実験試験局(13.25GHz超21.2GHz以下) 11 6 5

15GHz帯電気通信業務災害対策用 38 38 4

17GHz帯BSフィーダリンク 1 1 1

13GHz帯航空機航行用レーダー 0 0 0

13GHz帯船舶航行管制用レーダー 0 0 0

接岸援助用レーダー 0 0 0

CSフィーダリンク 0 0 0

MTSATアップリンク(Kuバンド) 6 3 0

15GHz帯電気通信業務テレビ伝送用 0 0 0

衛星ダウンリンク(Kaバンド)(17.3GHz超20.2GHz以下) 0 0 0

その他(13.25GHz超21.2GHz以下) 0 0 0
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(3) 無線局の具体的な使用実態  

① 運用時間  

「年間の送信日数」では、免許人 61者を対象としている。 

「年間の送信日数」に対する回答は、「365日」が多かった。 

 

 

 

本図表では、「年間の送信日数」において、「送信実績がある」と回答した免許人 59者を対象と

している。 

「一日の送信時間帯」に対する回答を見ると、2つのシステムを除き全てのシステムにおいて全

ての時間帯で送信しており、4システムについては全ての時間帯で全免許人が送信している。一部

のシステムでは日中に、より多くの免許人が送信していることが分かる。 

 

図表－近－14－4 一日の送信時間帯

 
*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 送信状態とは、電波を送信(発射)している状態の時間帯で、電波を受信している状態のみの時間帯は含まない。 

*3 送信実績がある日のうち、代表的な電波を発射している日（電波を発射している状態（送信状態）の時間帯のパ

ターンとして最も実績が多い時間帯を含む日）に基づく、電波を発射している時間帯の回答を示している。 

*4 複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 
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時
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時
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15時
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17時

17～

18時

18～

19時

19～

20時

20～

21時

21～

22時

22～

23時

23～

24時

衛星アップリンク(移動衛星を除く)(Kuバンド)(13.75GHz超14.5GHz以

下)
60.0% 60.0% 60.0% 60.0% 60.0% 60.0% 60.0% 60.0% 60.0% 60.0%100.0%60.0% 60.0% 60.0% 60.0% 80.0% 60.0% 60.0% 60.0% 60.0% 60.0% 60.0% 60.0% 60.0%

移動衛星サービスリンクのアップリンク(Kuバンド) 50.0% 50.0% 50.0% 50.0% 50.0% 50.0% 50.0% 50.0% 50.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%50.0% 50.0% 50.0% 50.0% 50.0% 50.0% 50.0% 50.0% 50.0% 50.0%

15GHz帯電気通信業務(中継系・エントランス) 100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%

15GHz帯電気通信業務災害対策用 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

15GHz帯ヘリテレ画像伝送 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3% 83.3%100.0%66.7% 50.0% 83.3% 83.3% 33.3% 33.3% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

18GHz帯公共用小容量固定 60.6% 60.6% 60.6% 60.6% 60.6% 60.6% 66.7% 66.7% 72.7% 69.7% 66.7% 66.7% 75.8% 66.7% 66.7% 66.7% 72.7% 81.8% 66.7% 66.7% 60.6% 60.6% 60.6% 60.6%

18GHz帯FWA 100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%

18GHz帯電気通信業務(エントランス) 100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%
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② 災害対策等  

「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無」では免許人 44者を対象としてい

る。 

「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無」に対する回答は、「全ての無線局

について対策を実施している」が多かった。 

 

 

 

本図表では、「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無」において、「全ての

無線局について対策を実施している」又は「一部の無線局について対策を実施している」と回答

した免許人 43者を対象としている。 

「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の具体的内容」に対する回答は、「予備電

源を保有している」、「設備や装置等の保守を委託している」、「代替用の予備の無線設備一式を保

有している」が多かった。 

 

図表－近－14－5 運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の具体的内容

 

*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 有効回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*4 システムごとに、回答割合が最も大きい選択肢の値に網掛けをしている。 

*5 当該設問は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

*6 複数の無線局を保有している場合、全て又は一部の無線局でも対策を実施していれば該当する全ての選択肢を回

答している。 

 

 

 

「予備電源による最大運用可能時間」では、「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対

策の具体的内容」において、「予備電源を保有している」と回答した免許人 41 者を対象としてい

る。 

「予備電源による最大運用可能時間」に対する回答は、「12 時間未満」、「12時間以上 24時間（1

日）未満」が多かった。 

 

 

 

  

有効回答数

他の電波利用
システムによ
る臨時無線設
備を確保して

いる

代替用の予備
の無線設備一
式を保有して

いる

無線設備を構
成する一部の
装置や代替部
品を保有して

いる

有線を利用し
て冗長性を確
保している

無線設備の通
信経路の多
ルート化等に
より冗長性を
確保している

予備電源を保
有している

設備や装置等
の保守を委託
している

その他

衛星アップリンク(移動衛星を除
く)(Kuバンド)(13.75GHz超14.5GHz以
下)

5 40.0% 60.0% 40.0% 40.0% 20.0% 60.0% 40.0% 0.0%

15GHz帯電気通信業務(中継系・エン
トランス)

1 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0%

18GHz帯公共用小容量固定 34 2.9% 11.8% 20.6% 20.6% 26.5% 100.0% 79.4% 0.0%

18GHz帯電気通信業務(エントランス) 3 33.3% 66.7% 66.7% 33.3% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0%
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本図表では、「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の具体的内容」において、「予

備電源を保有している」と回答していない免許人 2者を対象としている。 

「予備電源を保有していない理由」に対する回答は、「予備電源の設置や保管場所の確保が物理

的に困難であるため」、「その他」と分かれた。「その他」の具体的な内容は、「建物から非常用電

源設備の電源供給が得られる為。また、衛星中継車にあってはガソリン利用のディーゼル発電機

が利用できる為。」だった。 

 

図表－近－14－6 予備電源を保有していない理由

 

*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 有効回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*4 システムごとに、回答割合が最も大きい選択肢の値に網掛けをしている。 

*5 当該設問は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

*6 「自己以外の要因で保有できないため」とは、例えば建物の管理者が第三者であり合意が得られない等、自己以

外の要因で予備電源を保有できない場合としている。 

 

 

 

「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無」では、免許人 44者を対象と

している。 

「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無」に対する回答は、「全ての無

線局について対策を実施している」が多かった。 

 

 

 

「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の具体的内容」では、「運用継続性の

確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無」において、「全ての無線局について対策を実施

している」又は「一部の無線局について対策を実施している」と回答した免許人 43者を対象とし

ている。 

「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の具体的内容」に対する回答は、い

ずれのシステムも「定期保守点検を実施している」が多く、複数のシステムにおいて「復旧要員

の常時体制を構築している」、「運用状況を常時監視（遠隔含む）している」、「運用管理や保守等

を委託している」、「防災訓練や慣熟訓練を実施している」、「非常時に備えたマニュアルを策定し

ている」、「非常時における代替運用手順を規定している」、「運用管理や保守等を委託している」

が多かった。 

 

 

 

「運用継続性の確保のための対策の有無」では、免許人 17者を対象としている。 

「運用継続性の確保のための対策の有無」に対する回答は、「対策を実施している」が多かった。 

 

 

 

有効回答数
経済的に困難
であるため

予備電源の設
置や保管場所
の確保が物理
的に困難であ

るため

自己以外の要
因で保有でき
ないため

予備電源導入
の検討段階も
しくは導入予
定のため

無線局の廃止
や更新、デジ
タル移行や移
転等の予定が
あるため

親機にて対策
済みのため

代替手段があ
るため

その他

衛星アップリンク(移動衛星を除
く)(Kuバンド)(13.75GHz超14.5GHz以
下)

2 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0%
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本図表では、「運用継続性の確保のための対策の有無」において、「対策を実施している」と回

答した免許人 15者を対象としている。 

「運用継続性の確保のための対策の具体的内容」に対する回答は、「他の電波利用システムによ

る臨時無線設備の確保」、「運用状況の常時監視（遠隔含む）」、「定期保守点検の実施」が多かった。 

 

図表－近－14－7 運用継続性の確保のための対策の具体的内容

 

*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 有効回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*4 システムごとに、回答割合が最も大きい選択肢の値に網掛けをしている。 

*5 当該設問は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

*6 複数の無線局を保有している場合、全て又は一部の無線局でも対策を実施していれば該当する全ての選択肢を回

答している。 

 

 

 

「地震対策の有無」では、免許人 44者を対象としている。 

「地震対策の有無」に対する回答は、「全ての無線局について地震対策を実施している」が多か

った。 

 

 

 

「地震対策を実施していない理由」は、「地震対策の有無」において、「一部の無線局について

地震対策を実施している」又は「地震対策を実施していない」と回答した免許人 7 者を対象とし

ている。 

「地震対策を実施していない理由」に対する回答は、「設置場所等の理由で対策が困難もしくは

必要無いと考えるため」、「可搬型であるため」が多かった。 

 

 

 

「水害対策の有無」では、免許人 44者を対象としている。 

「水害対策の有無」に対する回答は、「全ての無線局について水害対策を実施している」が多か

った。 

 

 

 

有効回答数
代替用の予備
の無線設備一

式を保有

無線設備を構
成する一部の
装置や代替部

品の保有

有線を利用し
た冗長性の確

保

無線による通
信経路の多
ルート化、二
重化による冗
長性の確保

他の電波利用
システムによ
る臨時無線設
備の確保

運用状況の常
時監視（遠隔

含む）

復旧要員の常
時体制整備

定期保守点検
の実施

防災訓練の実
施

その他の対策
を実施

移動衛星サービスリンクのアップリ
ンク(Kuバンド)

2 0.0% 50.0% 0.0% 50.0% 50.0% 50.0% 50.0% 100.0% 50.0% 0.0%

15GHz帯電気通信業務災害対策用 1 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

15GHz帯ヘリテレ画像伝送 4 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 25.0% 100.0% 25.0% 25.0%

18GHz帯FWA 8 0.0% 50.0% 37.5% 37.5% 25.0% 87.5% 75.0% 75.0% 25.0% 12.5%
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「水害対策を実施していない理由」は、「水害対策の有無」において、「一部の無線局について

水害対策を実施している」又は「水害対策を実施していない」と回答した免許人 18者を対象とし

ている。 

「水害対策を実施していない理由」に対する回答は、「自己以外の要因で水害対策が困難である

ため」、「水害対策が必要の無い設置場所（浸水区域ではない、高所である、建物内の２階以上で

ある等）であるため」、「可搬型であるため」が多かった。 

 

 

 

「火災対策の有無」では、免許人 44者を対象としている。 

「火災対策の有無」に対する回答は、「全ての無線局について火災対策を実施している」が多か

った。 

 

 

 

「火災対策を実施していない理由」は、「火災対策の有無」において、「一部の無線局について

火災対策を実施している」又は「火災対策を実施していない」と回答した免許人 7 者を対象とし

ている。 

「火災対策を実施していない理由」に対する回答は、「設置場所等の理由で対策が困難もしくは

必要無いと考えるため」、「可搬型であるため」が多かった。 

 

 

 

(4) 電波を有効利用するための計画(他の電気通信手段への代替可能性及び使用周波数の移

行計画等を含む。)  

① 今後の無線局の増減予定 

「今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無」では、免許人 61者を対象と

している。 

「今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無」に対する回答は、「無線局数

の増減の予定なし」が多かった。 

 

 

 

「無線局数増加理由」は、「今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無」に

おいて、「無線局数は増加予定」と回答した免許人 7者を対象としている。 

「無線局数増加理由」に対する回答は、「新規導入を予定しているため」が多かった。 

 

 

 

「移行・代替元システム」は、「無線局数増加理由」において、「他の電波利用システムから本

システムへ移行・代替予定のため」と回答した 18GHz 帯公共用小容量固定の免許人 1 者を対象と

している。 

当該免許人は「7.5GHz 帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）」から本システムへ移

行・代替予定と回答した。 
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「無線局数減少・廃止理由」では、「今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の

有無」において、「無線局数は減少予定」又は「全ての無線局を廃止予定」と回答した免許人 6者

を対象としている。 

「無線局数減少・廃止理由」に対する回答は、「他の電波利用システムへ移行・代替予定のため」、

「有線（光ファイバー等）へ代替予定のため」、「事業を縮小又は廃止予定のため」が多かった。 

 

 

 

「移行・代替先システム（無線局数の減少・廃止が予定される場合）」は、「無線局数減少・廃止

理由」において、「他の電波利用システムへ移行・代替予定のため」と回答した 18GHz帯 FWA の免

許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「Ku帯の地域衛星通信ネットワークの第３世代システム」に移行・代替予定と回

答した。 

 

 

 

② 今後の通信量の増減予定  

「今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無」では、免許人 61者を対象とし

ている。 

「今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無」に対する回答は、「通信量は増

加予定」、「通信量の増減の予定なし」が多かった。 

 

 

 

「通信量増加理由」では、「今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無」にお

いて、「通信量は増加予定」と回答した免許人 8者を対象としている。 

「通信量増加理由」に対する回答は、「現在の通信量より大容量の通信を行う予定のため」が多

かった。 

 

 

 

③ デジタル方式の導入等  

「通信方式」では、免許人 55者を対象としている。 

「通信方式」に対する回答は、「デジタル方式を利用」が多かった。 

 

 

 

「デジタル方式の導入計画の有無」では、「通信方式」において、「アナログ方式を利用」又は

「アナログ方式とデジタル方式のいずれも利用」と回答した免許人 6者を対象としている。 

「デジタル方式の導入計画の有無」に対する回答は、システムによって「導入中」、「3 年超に導

入予定」、「導入予定なし」に分かれた。 
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「デジタル方式の導入予定がない理由」では、「デジタル方式の導入計画の有無」において、「導

入予定なし」と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「有線（光ファイバー等）で代替予定のため」と回答した。 

 
 

 

④ 公共業務用無線の技術  

「公共業務用無線の技術④」では、15GHz帯ヘリテレ画像伝送の免許人 6者を対象としている。 

「公共業務用無線の技術④」に対する回答は、「デジタル方式」及び「アナログ方式」を使用し

ている免許人が多かった一方、「デジタルハーフレート方式」を使用している免許人は少なかった。

また、実績使用年数は「5 年以上 10年未満」及び「10年以上 15年未満」の回答が多かった。 

 

 

 

「高度化技術の導入予定④」は、「公共業務用無線の技術④」において、比較的効率的ではない

技術を使用している無線局数を回答した免許人 5者を対象としている。 

「高度化技術の導入予定④」に対する回答は、「更改予定なし」が多かった。 

なお、更改後の無線技術についての回答は、「デジタルとアナログの切り替え方式」が多かった。

また、選択した理由としては「全国の消防防災ヘリコプターのヘリコプターテレビの方式として

標準化されているため」や「未定」との回答が多かった。 

 

 

 

 本図表では、「高度化技術の導入予定④」において、「更改予定なし」と回答した免許人 3 者を

対象としている。 

「高度化技術を使用しない理由」に対する回答は、「経済的に困難であるため」、「横断的な移行

計画が示されていないため」、「後継となる技術が開発されていないため」及び「その他」が多か

った。なお、「その他」の具体的な回答としては「導入時、消防庁から「ヘリコプターテレビ電送

システムにおけるデジタル方式の導入について」の通知があり、アナログ／デジタル両方式に対

応（映像送信装置で切替可能）できるようにしたため」が多かった。 

 

図表－近－14－8 高度化技術を使用しない理由

 

*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 有効回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*4 システムごとに、回答割合が最も大きい選択肢の値に網掛けをしている。 

*5 当該設問は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

 

 

「代替可能性②」では、15GHz 帯ヘリテレ画像伝送の免許人 6者を対象としている。 

全ての免許人が、携帯電話及び Wi-Fi に「代替できない」と回答した。その理由としては、携

帯電話では「機器の仕様・技術特性上、航空機での運用に適していないため」や「非常災害時に

有効回答数
移行候補の技
術では不都合
があるため

経済的に困難
であるため

近年更改した
ばかりである

ため

他の免許人と
調整がとれて
いないため

横断的な移行
計画が示され
ていないため

後継となる技
術が開発され
ていないため

その他

15GHz帯ヘリテレ画像伝送 3 0.0% 33.3% 0.0% 0.0% 33.3% 33.3% 33.3%
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おける信頼性が確保できないため」、Wi-Fi では「ヘリコプターテレビ画像伝送は Wi-Fi が利用で

きない地域や周波数帯で使用するため」や「非常災害時における使用不可等の信頼性が確保でき

ないため」との回答が多かった。 
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(5) 電波利用システムの社会的貢献性 

① 社会的貢献性  

「電波を利用する社会的貢献性」では、免許人 61者を対象としている。 

「電波を利用する社会的貢献性」に対する回答は、「国の安全確保及び公共の秩序維持」、「非常

時等における国民の生命及び財産の保護」、「国民生活の利便の向上、新規事業及び雇用の創出そ

の他の経済発展」が多かった。なお、システムごとの具体的な内容は以下の通りである。 

15GHz帯ヘリテレ画像伝送では「災害時の消防ヘリコプターテレビの画像伝送で利用しており、

国民の生命及び財産の保護に寄与する」、15GHz帯電気通信業務(中継系・エントランス)では「携

帯電話事業における通信確保に使用しており、携帯電話によるコミュニケーションの充実、利便

性向上、災害時の通信確保等に寄与」、15GHz帯電気通信業務災害対策用では「非常時における緊

急通信の提供、電気通信事業者としての役務を果たすことに寄与」、18GHz帯 FWA では「災害時の

迅速な対応を行うため国との通信に利用しており、国民の生命及び財産の保護に寄与」、18GHz帯

公共用小容量固定では「電力系統運用情報の伝達や非常災害時の電気事業における情報連絡手段

として利用しており、電力安定供給や災害時の停電早期復旧など国民生活基盤に寄与」、18GHz帯

電気通信業務(エントランス)では「携帯電話事業における通信確保に使用しており、携帯電話に

よるコミュニケーションの充実、利便性向上、災害時の通信確保等に寄与」、移動衛星サービスリ

ンクのアップリンク(Ku バンド)では「災害時の利用により、非常時等における国民の生命及び財

産の保護並びに公共の秩序の維持に寄与」、衛星アップリンク(移動衛星を除く)(Ku バン

ド)(13.75GHz 超 14.5GHz 以下)では「災害時の利用により、非常時等における国民の生命及び財

産の保護並びに公共の秩序の維持に寄与」との回答が多かった。 
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(6) 総合評価 

① 周波数割当ての動向  

第 4章第 2節第 13款(6)総合評価①周波数割当ての動向と同様のため、記載を割愛する。 

 

 

② 電波に関する需要の動向 

第 4章第 2節第 13款(6)総合評価②電波に関する需要の動向と同様のため、記載を割愛する。 

 

 

③ 総括 

本周波数区分は、15/18GHz 帯の固定無線システム、衛星通信システム、15GHz 帯ヘリテレ等で

利用されており、15GHz帯電気通信業務(中継系・エントランス)や 18GHz帯電気通信業務(エント

ランス)については、有線(光ファイバ等)への代替や事業の縮小又は廃止予定のため、無線局数は

減少傾向にある一方で、18GHz 帯公共用小容量固定は増加傾向にある。 

災害対策等において、予備電源の確保などの設備面、復旧要員の常時体制の構築などの体制面

の対策を行われており、運用管理の取組状況の充実も図られており、国民生活の利便の向上や非

常時等における国民の生命及び財産の保護の観点で社会的貢献性は高いものと考えられる。 

また、11/15/18GHz 帯固定通信システムの高度化が行われているほか、衛星コンステレーション

を使用する新たなシステムの導入においては、固定無線システムとの周波数共用が図られている。

これらを踏まえると、本周波数区分は、おおむね適切に利用されている。 

一方で、衛星コンステレーションを使用するシステムについては、高度約 500km の軌道を利用

するシステムの導入に係る制度整備に続き、高度約 1,200km の極軌道を利用する衛星コンステレ

ーションによる Ku 帯非静止衛星通信システム(サービスリンク：10.7-12.7GHz/14-14.5GHz、フィ

ーダリンク：17.8-19.3GHz/27.5-30GHz)の技術的条件について、令和 3 年 9 月に情報通信審議会

から答申を受けたところである。我が国においても、新たな通信サービスが開始できるよう、引

き続き、導入に向けて制度整備を進めることが望ましい。 
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第15款 21.2GHz 超 23.6GHz 以下の周波数の利用状況 

(1) 本周波数区分を利用する主な電波利用システム 

本周波数区分を利用する電波利用システムは次のとおりである。 

① 無線局免許等を要する電波利用システムの割当状況 

 

 

 

 

② 電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している免許人・無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細

は、第 2 章第 2 節を参照のこと。  

*2 免許人数は、同一免許人が複数の総合通信局から免許を受けている場合、一免許人として集計している。詳細

は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*3 0.005%未満については、0.00%と表示している。 

*4 〔-〕と表示している場合は、当該システムの無線局が存在しないことを示している。 

  

免許人数 無線局数 無線局数の割合
有線テレビジョン放送事業用(移動) 1者 2局 9.52%
22GHz帯FWA 1者 15局 71.43%
22GHz帯電気通信業務(中継系・エントランス) 1者 4局 19.05%
有線テレビジョン放送事業用(固定) 0者 0局 -
実験試験局(21.2GHz超23.6GHz以下) 0者 0局 -
その他(21.2GHz超23.6GHz以下) 0者 0局 -

合計 3者 21局 100.0%
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③ 調査票設問一覧   

表中に「○」が記載されている設問についてのみ評価を実施している。 

 

 

  

カ テゴリ 1 2 3 4

- - ○ ※1

- - ○ ※1

予備電源を保有して

いる場合
予備電源による最大運用可能時間 - - ○ ※1

予備電源を保有して

いない場合
予備電源を保有していない理由 - - ※2 ※1

- - ○ ※1

- - ○ ※1

○ ○ - -

○ ○ - -

- - ○ ※1

- - ※2 ※1

- - ○ ※1

- - ○ ※1

- - ○ ※1

- - ※2 ※1

○ ○ ○ ※1

○ ○ ○ ※1

- - - -

災害時の放送番組

の素材中継に使用し

ている場合

- - - -

○ ○ ○ ※1

※2 ※2 ※2 ※1

他システムからの移

行・代替の場合

移行・代替元システ

ム
※2 ※2 ※2 ※1

※2 ※2 ○ ※1

他システムへの移

行・代替の場合

移行・代替先システ

ム（無線局数減少・

廃止が予定される場

合）

※2 ※2 ※2 ※1

○ ○ ○ ※1

増加予定の場合 ※2 ※2 ○ ※1

減少予定の場合 ※2 ※2 ※2 ※1

○ ○ ○ ※1

○ ※2 ※2 ※1

計画無の場合 ※2 ※2 ※2 ※1

計画有の場合 ※2 ※2 ※2 ※1

○ ○ ○ ※1

○ ○ ○ ※1
社会的貢献性

電波を利用する社会的貢献性

電波を利用する社会的貢献性の具体的な内容

－ ：調査対象外である。		

※1 ：無線局が存在しない。	

※2 ：他の設問の回答により、回答対象外となり、回答が存在しない。		

〇 ：回答が存在する。

1：有線テレビジョ ン放送事業用(移動)

2：22GHz帯FWA

3：22GHz帯電気通信業務(中継系・エントランス)

4：有線テレビジョ ン放送事業用(固定)

デジタル方式

の導入等

通信方式

アナログ方式を利用

している場合

デジタル方式の導入計画の有無

デジタル方式の導入予定がない理由

移行・代替先システム（デジタル方式の導

入予定がない場合）

対策していない場合 水害対策を実施していない理由

今後の通信量

の増減予定

今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無

通信量増加理由

通信量減少理由

今後の無線局

の増減予定

今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無

予定有の場合

増加予定の場合

無線局数増加理由

減少又は廃止予定

の場合

無線局数減少・廃止理由

対策していない場合 火災対策を実施していない理由

運用時間

年間の送信日数

送信実績がある場合 一日の送信時間帯

無線局の運用状態

災害時の運用日数

調査票設問 /  電波利用システム

災害対策等

運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無

対策している場合

運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の具体的

内容

運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無

対策している場合
運用継続性の確保を目的とした運用管理

や体制等の対策の具体的内容

運用継続性の確保のための対策の有無

対策している場合
運用継続性の確保のための対策の具体的

内容

地震対策の有無

対策していない場合 地震対策を実施していない理由

水害対策の有無

火災対策の有無
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(2) 無線局の分布状況等についての評価 

無線局数が年々減少傾向にある総合通信局が多かった。特に、関東局及び東海局並びに四国局

については、顕著な減少傾向にあった。 

近畿局では、令和元年度又は平成 30年度から令和 3年度にかけてわずかに減少している。 

 

図表－近－15－1 総合通信局別無線局数の推移 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。 

 

  

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成28年度又は平成27年度 8 13 199 10 2 61 26 11 156 22 2

令和元年度又は平成30年度 8 7 48 8 2 49 22 7 12 22 1

令和3年度 8 6 42 8 0 10 21 7 10 18 1

0

50

100

150

200

250

（無線局数） 平成28年度又は平成27年度 令和元年度又は平成30年度 令和3年度
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22GHz 帯 FWA が最大割合である総合通信局が最も多く、全国的に見ても同システムが最大割合

となった。 

 

図表－近－15－2 総合通信局ごとのシステム別無線局数の割合 

 
*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。  

*2 0.005%未満については、0.00%と表示している。 

*3 総合通信局ごとに、各周波数区分の中で無線局数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。  

*4 〔-〕と表示している場合は、当該システムの無線局が存在しないことを示している。 

 

  

 

令和 3年度に無線局が存在したのは 3システムであり、それらはいずれも、減少傾向又は横ばい

で推移していることが分かる。 

 

図表－近－15－3 システム別無線局数の推移 

 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。  

  

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄
有線テレビジョン放送事業用(移動) 16.03% 25.00% 33.33% 4.76% 25.00% - 20.00% 9.52% 42.86% 20.00% 16.67% 100.00%
22GHz帯FWA 41.22% 50.00% 66.67% 23.81% 50.00% - 70.00% 71.43% - 40.00% 33.33% -
22GHz帯電気通信業務(中継系・エントランス) 27.48% - - 64.29% - - 10.00% 19.05% - 40.00% - -
有線テレビジョン放送事業用(固定) 14.50% 25.00% - 4.76% 25.00% - - - 57.14% - 50.00% -
実験試験局(21.2GHz超23.6GHz以下) 0.76% - - 2.38% - - - - - - - -
その他(21.2GHz超23.6GHz以下) - - - - - - - - - - - -

22GHz帯FWA
22GHz帯電気通信業務(中継

系・エントランス)

有線テレビジョン放送事業

用(移動)

有線テレビジョン放送事業

用(固定)

実験試験局(21.2GHz超

23.6GHz以下)

その他(21.2GHz超23.6GHz

以下)

平成28年度又は平成27年度 16 8 2 0 0 0

令和元年度又は平成30年度 16 4 2 0 0 0

令和3年度 15 4 2 0 0 0

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

（無線局数） 平成28年度又は平成27年度 令和元年度又は平成30年度 令和3年度
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(3) 無線局の具体的な使用実態  

① 運用時間  

「年間の送信日数」では、免許人 3者を対象としている。 

「年間の送信日数」に対して、22GHz帯 FWA 及び 22GHz帯電気通信業務(中継系・エントランス)

は「365 日」と回答し、有線テレビジョン放送事業用(移動)は「1 日～30日」と回答した。 

 

 

 

本図表では、「年間の送信日数」において、「送信実績がある」と回答した免許人 3 者を対象と

している。 

「一日の送信時間帯」については、全ての免許人が 24時間送信していると回答した。 

 

図表－近－15－4 一日の送信時間帯

 

*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 送信状態とは、電波を送信(発射)している状態の時間帯で、電波を受信している状態のみの時間帯は含まない。 

*3 送信実績がある日のうち、代表的な電波を発射している日（電波を発射している状態（送信状態）の時間帯のパ

ターンとして最も実績が多い時間帯を含む日）に基づく、電波を発射している時間帯の回答を示している。 

*4 複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

 

 

 

  

0～1時 1～2時 2～3時 3～4時 4～5時 5～6時 6～7時 7～8時 8～9時
9～10

時

10～11

時

11～12

時

12～13

時

13～14

時

14～15

時

15～16

時

16～17

時

17～18

時

18～19

時

19～20

時

20～21

時

21～22

時

22～23

時

23～24

時

有線テレビジョン放送事業用(移動) 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

22GHz帯FWA 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

22GHz帯電気通信業務(中継系・エントランス) 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%
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② 災害対策等  

「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無」では免許人 1 者を対象としてい

る。 

当該免許人は、「全ての無線局について対策を実施している」と回答した。 

 

 

 

「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の具体的内容」では、「運用継続性の確保

を目的とした設備や装置等の対策の有無」において、「全ての無線局について対策を実施している」

と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「予備電源を保有している」、「設備や装置等の保守を委託している」と回答した。 

 

 

 

「予備電源による最大運用可能時間」では、「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対

策の具体的内容」において、「予備電源を保有している」と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「12時間未満」と回答した。 

 

 

 

「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無」では、免許人 1 者を対象と

している。 

当該免許人は、「全ての無線局について対策を実施している」と回答した。 

 

 

 

「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の具体的内容」では、「運用継続性の

確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無」において、「全ての無線局について対策を実施

している」と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「定期保守点検を実施している」、「運用状況を常時監視（遠隔含む）している」、

「復旧要員の常時体制を構築している」、「防災訓練や慣熟訓練を実施している」、「非常時に備え

たマニュアルを策定している」、「非常時における代替運用手順を規定している」、「運用管理や保

守等を委託している」と回答した。 

 

 

 

「運用継続性の確保のための対策の有無」では、免許人 2者を対象としている。 

全ての免許人が、「対策を実施している」と回答した。 

 

 

「運用継続性の確保のための対策の具体的内容」では、「運用継続性の確保のための対策の有無」

において、「対策を実施している」と回答した免許人 2者を対象としている。 

「運用継続性の確保のための対策の具体的内容」に対する回答は、「定期保守点検の実施」、「代

替用の予備の無線設備一式を保有」、「無線設備を構成する一部の装置や代替部品の保有」、「他の

電波利用システムによる臨時無線設備の確保」、「運用状況の常時監視（遠隔含む）」、「復旧要員の

常時体制整備」、「防災訓練の実施」が多かった。 
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「地震対策の有無」では、免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「全ての無線局について地震対策を実施している」と回答した。 

本図表では、免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「一部の無線局について水害対策を実施している」と回答した。 

図表－近－15－5 水害対策の有無

*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。

*2 データラベルは、10%以上の値のみを表示している。

*3 水害対策とは、主に津波や大雨による河川の氾濫等を想定した、海抜や地上高を考慮した無線設備（電源設備含

む）の設置、浸水防止設備（防水扉、止水板、土のう、水のう等）の保有等をいう。

「水害対策を実施していない理由」は、「水害対策の有無」において、「一部の無線局について

水害対策を実施している」と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「水害対策が必要の無い設置場所（浸水区域ではない、高所である、建物内の２

階以上である等）であるため」、「自己以外の要因で水害対策が困難であるため」と回答した。 

「火災対策の有無」では、免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「全ての無線局について火災対策を実施している」と回答した。 

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

22GHz帯電気通信業務(中継系・エントランス)

全ての無線局について水害対策を実施している 一部の無線局について水害対策を実施している
水害対策を実施していない
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(4) 電波を有効利用するための計画(他の電気通信手段への代替可能性及び使用周波数の移

行計画等を含む。)  

① 今後の無線局の増減予定 

「今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無」では、免許人 3者を対象とし

ている。 

「今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無」に対する回答は、有線テレビ

ジョン放送事業用(移動)及び 22GHz 帯 FWA の免許人は「無線局数の増減の予定なし」と回答し、

22GHz 帯電気通信業務(中継系・エントランス)の免許人は「無線局数は減少予定」と回答した。 

 

 

本図表では、「今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無」において、「無線

局数は減少予定」と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「事業を縮小又は廃止予定のため」と回答した。 

 

図表－近－15－6 無線局数減少・廃止理由

 

*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 有効回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*4 システムごとに、回答割合が最も大きい選択肢の値に網掛けをしている。 

*5 当該設問は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

 

 

② 今後の通信量の増減予定  

本図表では、免許人 3者を対象としている。 

「今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無」に対する回答は、2システムの

免許人が「通信量の増減の予定なし」と回答し、1システムの免許人が「通信量は増加予定」と回

答した。 

 

図表－近－15－7 今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無

 
*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 データラベルは、10%以上の値のみを表示している。 

*3 通信量とは、無線局全体の通信量ではなく、1無線局あたりの通信量を指している。 

有効回答数

他の電波利用
システムへ移
行・代替予定

のため

有線（光ファ
イバー等）へ
代替予定のた

め

事業を縮小又
は廃止予定の

ため
その他

22GHz帯電気通信業務(中継系・エン
トランス)

1 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

100.0%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

有線テレビジョン放送事業用(移動)

22GHz帯FWA

22GHz帯電気通信業務(中継系・エントランス)

通信量は増加予定 通信量は減少予定 通信量の増減の予定なし
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「通信量増加理由」では、「今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無」にお

いて、「通信量は増加予定」と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「現在の通信量より大容量の通信を行う予定のため」と回答した。 

 

 

 

③ デジタル方式の導入等  

本図表では、免許人 3者を対象としている。 

「通信方式」に対する回答は、2システムの免許人が「デジタル方式を利用」と回答し、1シス

テムの免許人が「アナログ方式とデジタル方式のいずれも利用」と回答した。 

 

図表－近－15－8 通信方式

 

*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 データラベルは、10%以上の値のみを表示している。 

 

 

 

「デジタル方式の導入計画の有無」では、「通信方式」において、「アナログ方式を利用」又は

「アナログ方式とデジタル方式のいずれも利用」と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「導入中」と回答した。 

 

 

  

100.0%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

有線テレビジョン放送事業用(移動)

22GHz帯FWA

22GHz帯電気通信業務(中継系・エントランス)

デジタル方式を利用 アナログ方式を利用 アナログ方式とデジタル方式のいずれも利用
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(5) 電波利用システムの社会的貢献性 

① 社会的貢献性  

「電波を利用する社会的貢献性」では、免許人 3者を対象としている。 

「電波を利用する社会的貢献性」に対する回答は、「非常時等における国民の生命及び財産の保

護」、「国民生活の利便の向上、新規事業及び雇用の創出その他の経済発展」、「国の安全確保及び

公共の秩序維持」、「電波の有効利用技術の開発等科学技術の進歩及びそれへの貢献」が多かった。

なお、システムごとの具体的な内容は以下の通りである。 

22GHz 帯 FWA では「携帯電話サービスに必要な基地局と交換局の伝送路確保に利用しており、

当該利用は安定した携帯電話サービスの提供に寄与」、22GHz帯電気通信業務(中継系・エントラン

ス)では「携帯電話事業における通信確保に使用しており、携帯電話によるコミュニケーションの

充実、利便性向上、災害時の通信確保等に寄与」、有線テレビジョン放送事業用(移動)では「公共

放送の番組伝送に必要不可欠なシステムであり、当該利用は国民生活の向上に寄与」との回答が

多かった。 
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(6) 総合評価 

① 周波数割当ての動向  

第 4章第 2節第 14款(6)総合評価①周波数割当ての動向と同様のため、記載を割愛する。 

 

 

② 電波に関する需要の動向 

第 4章第 2節第 14款(6)総合評価②電波に関する需要の動向と同様のため、記載を割愛する。 

 

 

③ 総括 

本周波数区分は、22GHz帯 FWA、22GHz帯電気通信業務(中継系・エントランス)、有線テレビジ

ョン放送事業用(移動)等で利用されている周波数帯であるが、22GHz帯 FWA、22GHz帯電気通信業

務(中継系・エントランス)については、有線(光ファイバ等)への代替や事業の縮小又は廃止予定

のため、無線局数は減少傾向にある。 

災害対策等において、予備電源の確保などの設備面、復旧要員の常時体制の構築などの体制面

の対策を行われており、運用管理の取組状況の充実も図られており、また、これらのシステムは、

携帯電話の中継やエントランス回線、公共放送の番組伝送等で利用されており、国民生活の利便

の向上や非常時等における国民の生命及び財産の保護の観点から、社会貢献性が高いものと考え

られる。 

また、有線テレビジョン放送事業用(移動）については、無線局数は横ばいである一方、無線伝

送システムの双方向化等に係る制度整備を行っており、システムの高度化が図られている。 

これらを踏まえると、本周波数区分は、おおむね適切に利用されている。 

一方で、全体として無線局数は減少傾向であり、使用されている無線局数も他の周波数帯に比

べて極めて少ない。今後も無線局数が増加する見込みがないことから、将来、他の IMT 候補周波

数帯における周波数再編の際の移行先周波数帯（受け皿）としての可能性について、検討してい

く必要がある。 
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第16款 23.6GHz 超 36GHz 以下の周波数の利用状況 

(1) 本周波数区分を利用する主な電波利用システム 

本周波数区分を利用する電波利用システムは次のとおりである。 

① 無線局免許等を要する電波利用システムの割当状況 

 
 

 

 

 

 

② 電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合 

 
*1 複数の電波利用システムを利用している免許人・無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細

は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

 *2 免許人数は、同一免許人が複数の総合通信局から免許を受けている場合、一免許人として集計している。詳細

は、第 2 章第 2 節を参照のこと。 

*3 0.005%未満については、0.00%と表示している。 

*4 〔-〕と表示している場合は、当該システムの無線局が存在しないことを示している。 

*5 個別及び包括免許の無線局数の合算値を示している。 

  

免許人数 無線局数
無線局数の割

合
24GHz帯アマチュア 92者 92局 7.34%
速度測定用等レーダー 17者 20局 1.59%
空港面探知レーダー 1者 2局 0.16%
26GHz帯FWA 4者 1,067局 85.09%
衛星アップリンク(ESIMを除く)(Kaバンド)(27.0GHz超31.0GHz以下) 1者 4局*5 0.32%
ローカル５Ｇ（28.2GHz超29.1GHz以下）(基地局) 1者 2局 0.16%
ローカル５Ｇ（28.2GHz超29.1GHz以下）(陸上移動局) 0者 0局*5 -
ESIMアップリンク(Kaバンド)(29.5GHz超30.0GHz以下) 1者 1局*5 0.08%
踏切障害物検知レーダー 0者 0局 -
実験試験局(23.6GHz超36GHz以下) 6者 66局 5.26%
その他(23.6GHz超36GHz以下) 0者 0局 -

合計 123者 1,254局 100.0%
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③ 調査票設問一覧   

表中に「○」が記載されている設問についてのみ評価を実施している。 

 

 

カ テゴリ 1 2 3

- ○ -

- ○ -

予備電源を保有して

いる場合
予備電源による最大運用可能時間 - ○ -

予備電源を保有して

いない場合
予備電源を保有していない理由 - ※2 -

- ○ -

- ○ -

○ - ○

○ - ○

- ○ -

- ○ -

- ○ -

- ○ -

- ○ -

- ○ -

○ ○ ○

○ ○ ○

- - -

災害時の放送番組

の素材中継に使用し

ている場合

- - -

○ ○ ○

○ ○ ※2

他システムからの移

行・代替の場合

移行・代替元システ

ム
※2 ※2 ※2

※2 ※2 ※2

他システムへの移

行・代替の場合

移行・代替先システ

ム（無線局数減少・

廃止が予定される場

合）

※2 ※2 ※2

○ ○ ○

増加予定の場合 ○ ○ ※2

減少予定の場合 ※2 ※2 ※2

○ ○ ○

※2 ○ ※2

計画無の場合 ※2 ※2 ※2

計画有の場合 ※2 ※2 ※2

○ ○ ○

○ ○ ○
社会的貢献性

電波を利用する社会的貢献性

電波を利用する社会的貢献性の具体的な内容

－ ：調査対象外である。		

※1 ：無線局が存在しない。	

※2 ：他の設問の回答により、回答対象外となり、回答が存在しない。		

〇 ：回答が存在する。

1：26GHz帯FWA

2：衛星アップリンク(ESIMを除く)(Kaバンド)(27.0GHz超31.0GHz以下)

3：ESIMアップリンク(Kaバンド)(29.5GHz超30.0GHz以下)

デジタル方式

の導入等

通信方式

アナログ方式を利用

している場合

デジタル方式の導入計画の有無

デジタル方式の導入予定がない理由

移行・代替先システム（デジタル方式の導

入予定がない場合）

対策していない場合 水害対策を実施していない理由

今後の通信量

の増減予定

今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無

通信量増加理由

通信量減少理由

今後の無線局

の増減予定

今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無

予定有の場合

増加予定の場合

無線局数増加理由

減少又は廃止予定

の場合

無線局数減少・廃止理由

対策していない場合 火災対策を実施していない理由

運用時間

年間の送信日数

送信実績がある場合 一日の送信時間帯

無線局の運用状態

災害時の運用日数

調査票設問 /  電波利用システム

災害対策等

運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無

対策している場合

運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の具体的

内容

運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無

対策している場合
運用継続性の確保を目的とした運用管理

や体制等の対策の具体的内容

運用継続性の確保のための対策の有無

対策している場合
運用継続性の確保のための対策の具体的

内容

地震対策の有無

対策していない場合 地震対策を実施していない理由

水害対策の有無

火災対策の有無
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(2) 無線局の分布状況等についての評価

総合通信局ごとに無線局数の増減傾向は異なった。北海道局の令和 3 年度の無線局数は、平成

28年度又は平成 27年度の約 2倍であるのに対し、近畿局の令和 3年度の無線局数は、平成 28年

度又は平成 27年度の約半分であった。 

近畿局では、平成 28 年度又は平成 27 年度から令和 3 年度にかけて大きく減少しており、主に

26GHz 帯 FWAが約半分となっている。 

図表－近－16－1 総合通信局別無線局数の推移 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。

いずれの総合通信局においても、26GHz帯 FWAが最大割合となった。 

図表－近－16－2 総合通信局ごとのシステム別無線局数の割合 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。

*2 0.005%未満については、0.00%と表示している。

*3 総合通信局ごとに、各周波数区分の中で無線局数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。

*4 〔-〕と表示している場合は、当該システムの無線局が存在しないことを示している。

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成28年度又は平成27年度 247 250 2,109 350 104 696 2,400 659 275 459 35

令和元年度又は平成30年度 400 425 2,420 261 162 692 1,681 515 382 495 54

令和3年度 479 491 2,276 292 195 738 1,254 556 398 564 63

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

（無線局数） 平成28年度又は平成27年度 令和元年度又は平成30年度 令和3年度

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄
24GHz帯アマチュア 11.58% 8.77% 9.98% 12.92% 19.86% 10.77% 13.01% 7.34% 11.69% 13.07% 12.59% 9.52%
速度測定用等レーダー 3.50% 7.72% 3.67% 2.07% 4.45% 2.56% 2.17% 1.59% 9.53% 1.26% 6.03% 12.70%
空港面探知レーダー 0.12% - - 0.18% - - 0.14% 0.16% - - 0.18% 1.59%
26GHz帯FWA 76.98% 82.25% 84.93% 68.10% 71.92% 84.10% 79.67% 85.09% 77.52% 82.41% 76.06% 73.02%
衛星アップリンク(ESIMを除く)(Kaバン
ド)(27.0GHz超31.0GHz以下)

0.64% 1.25% 0.81% 1.01% - 0.51% 0.27% 0.32% - - 0.89% 3.17%

ローカル５Ｇ（28.2GHz超29.1GHz以下）(基地局) 0.81% - 0.61% 1.41% - 1.54% 0.14% 0.16% 0.36% 2.51% 1.06% -
ローカル５Ｇ（28.2GHz超29.1GHz以下）(陸上移動
局)

0.40% - - 0.53% - - - - 0.90% 0.50% 1.77% -

ESIMアップリンク(Kaバンド)(29.5GHz超30.0GHz以
下)

2.35% - - 7.47% - - - 0.08% - 0.25% - -

踏切障害物検知レーダー - - - - - - - - - - - -
実験試験局(23.6GHz超36GHz以下) 3.52% - - 6.02% 3.77% 0.51% 4.61% 5.26% - - 1.42% -
その他(23.6GHz超36GHz以下) 0.10% - - 0.31% - - - - - - - -
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無線局数が多い上位 6システムの増減傾向は様々であった。 

26GHz 帯 FWA については、平成 28 年度又は平成 27 年度から令和 3 年度にかけて、半分以下に

まで減少していることが分かる。 

速度測定用等レーダーは、令和元年度又は平成 30年度では 11 局であったが、令和 3 年度では

20局となっている。この理由は、10.525GHzの周波数を使用する「速度センサ／侵入検知センサ」

の機器に新スプリアス規格を満たすものが少なくなっていたことにより、その代替品としての使

用が増加したものと考えられる。また、教育機関におけるスピードガンの導入が増えたことも考

えられる。 

ローカル５Ｇ（28.2GHz超 29.1GHz以下）(基地局)は、令和元年度又は平成 30年度では 0局で

あったが、令和 3年度では 2局となっている。この理由は、当該システムは、令和元年 12月に制

度整備され、携帯電話事業者以外の電気通信事業者又は地域 BWA 事業者の設置計画により増加し

たものである。 

 

図表－近－16－3 システム別無線局数の推移 

 

 

*1 「その他」には上記の表に表示している電波利用システムが含まれている。 

*2 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。  

  

26GHz帯FWA 24GHz帯アマチュア
実験試験局(23.6GHz超

36GHz以下)
速度測定用等レーダー

衛星アップリンク

(ESIMを除く)(Kaバン

ド)(27.0GHz超31.0GHz

以下)

空港面探知レーダー その他

平成28年度又は平成27年度 2,275 95 5 17 6 2 0

令和元年度又は平成30年度 1,557 95 9 11 5 2 2

令和3年度 1,067 92 66 20 4 2 3

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

（無線局数）
平成28年度又は平成27年度 令和元年度又は平成30年度 令和3年度

平成28年度又は
平成27年度

令和元年度又は
平成30年度

令和3年度

ローカル５Ｇ（28.2GHz超29.1GHz以下）(基地局) 0 0 2

ESIMアップリンク(Kaバンド)(29.5GHz超30.0GHz以下) 0 2 1

ローカル５Ｇ（28.2GHz超29.1GHz以下）(陸上移動局) 0 0 0

踏切障害物検知レーダー 0 0 0

その他(23.6GHz超36GHz以下) 0 0 0
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(3) 無線局の具体的な使用実態  

① 運用時間  

「年間の送信日数」では、免許人 6者を対象としている。 

全ての免許人が、「365 日」と回答した。 

 

 

 

本図表では、「年間の送信日数」において、「送信実績がある」と回答した免許人 6 者を対象と

している。 

「一日の送信時間帯」について、全システムの全免許人が 24時間送信していると回答した。 

 

図表－近－16－4 一日の送信時間帯

 

*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 送信状態とは、電波を送信(発射)している状態の時間帯で、電波を受信している状態のみの時間帯は含まない。 

*3 送信実績がある日のうち、代表的な電波を発射している日（電波を発射している状態（送信状態）の時間帯のパ

ターンとして最も実績が多い時間帯を含む日）に基づく、電波を発射している時間帯の回答を示している。 

*4 複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。 

 

 

 

  

0～1

時

1～2

時

2～3

時

3～4

時

4～5

時

5～6

時

6～7

時

7～8

時

8～9

時

9～10

時

10～

11時

11～

12時

12～

13時

13～

14時

14～

15時

15～

16時

16～

17時

17～

18時

18～

19時

19～

20時

20～

21時

21～

22時

22～

23時

23～

24時

26GHz帯FWA 100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%

衛星アップリンク(ESIMを除く)(Kaバンド)(27.0GHz超31.0GHz以下)100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%

ESIMアップリンク(Kaバンド)(29.5GHz超30.0GHz以下) 100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%100.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%
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② 災害対策等  

「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無」では免許人 1 者を対象としてい

る。 

当該免許人は、「一部の無線局について対策を実施している」と回答した。 

 

 

 

本図表では、「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無」において、「一部の

無線局について対策を実施している」と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「その他」を除く全ての選択肢を回答した。 

 

図表－近－16－5 運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の具体的内容

 

*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 有効回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*4 システムごとに、回答割合が最も大きい選択肢の値に網掛けをしている。 

*5 当該設問は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

*6 複数の無線局を保有している場合、全て又は一部の無線局でも対策を実施していれば該当する全ての選択肢を回

答している。 

 

 

 

「予備電源による最大運用可能時間」では、「運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対

策の具体的内容」において、「予備電源を保有している」と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「12時間未満」と回答した。 

 

 

 

「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無」では、免許人 1 者を対象と

している。 

当該免許人は、「一部の無線局について対策を実施している」と回答した。 

 

 

 

「運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の具体的内容」では、「運用継続性の

確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無」において、「一部の無線局について対策を実施

している」と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「運用状況を常時監視（遠隔含む）している」、「復旧要員の常時体制を構築して

いる」、「定期保守点検を実施している」、「防災訓練や慣熟訓練を実施している」、「非常時に備え

たマニュアルを策定している」、「非常時における代替運用手順を規定している」、「運用管理や保

守等を委託している」と回答した。 

 

 

有効回答数

他の電波利用
システムによ
る臨時無線設
備を確保して

いる

代替用の予備
の無線設備一
式を保有して

いる

無線設備を構
成する一部の
装置や代替部
品を保有して

いる

有線を利用し
て冗長性を確
保している

無線設備の通
信経路の多
ルート化等に
より冗長性を
確保している

予備電源を保
有している

設備や装置等
の保守を委託
している

その他

衛星アップリンク(ESIMを除く)(Kaバ
ンド)(27.0GHz超31.0GHz以下)

1 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0%
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「運用継続性の確保のための対策の有無」では、免許人 5者を対象としている。 

全ての免許人が、「対策を実施している」と回答した。 

 

 

 

「運用継続性の確保のための対策の具体的内容」では、「運用継続性の確保のための対策の有無」

において、「対策を実施している」と回答した免許人 5者を対象としている。 

「運用継続性の確保のための対策の具体的内容」に対する回答は、「代替用の予備の無線設備一

式を保有」、「無線による通信経路の多ルート化、二重化による冗長性の確保」が多かった。 

 

 

 

「地震対策の有無」では、免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「一部の無線局について地震対策を実施している」と回答した。 

 

 

 

「地震対策を実施していない理由」は、「地震対策の有無」において、「一部の無線局について

地震対策を実施している」と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「経済的に地震対策が困難であるため」、「設置場所等の理由で対策が困難もしく

は必要無いと考えるため」、「可搬型であるため」と回答した。 

 

 

 

「水害対策の有無」では、免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「一部の無線局について水害対策を実施している」と回答した。 

 

 

 

「水害対策を実施していない理由」は、「水害対策の有無」において、「一部の無線局について

水害対策を実施している」と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「水害対策が必要の無い設置場所（浸水区域ではない、高所である、建物内の 2

階以上である等）であるため」、「可搬型であるため」と回答した。 

 

 

 

「火災対策の有無」では、免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「一部の無線局について火災対策を実施している」と回答した。 

 

 

 

「火災対策を実施していない理由」は、「火災対策の有無」において、「一部の無線局について

火災対策を実施している」と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「設置場所等の理由で対策が困難もしくは必要無いと考えるため」、「可搬型であ

るため」と回答した。 
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(4) 電波を有効利用するための計画(他の電気通信手段への代替可能性及び使用周波数の移

行計画等を含む。)  

① 今後の無線局の増減予定 

「今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無」では、免許人 6者を対象とし

ている。 

「今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無」に対する回答は、「無線局数

は増加予定」、「無線局数の増減の予定なし」が多かった。 

 

 

 

「無線局数増加理由」は、「今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無」に

おいて、「無線局数は増加予定」と回答した免許人 3者を対象としている。 

「無線局数増加理由」に対する回答は、「新規導入を予定しているため」、「その他」が多かった。 

「その他」の具体的な内容は、「新規基地局展開時に利用するため」だった。 
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② 今後の通信量の増減予定  

本図表では、免許人 6者を対象としている。 

「今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無」に対する回答は、「通信量は増

加予定」、「通信量の増減の予定なし」が多かった。 

 

図表－近－16－6 今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無

 
*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 データラベルは、10%以上の値のみを表示している。 

*3 通信量とは、無線局全体の通信量ではなく、1無線局あたりの通信量を指している。 

 

 

 

「通信量増加理由」では、「今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無」にお

いて、「通信量は増加予定」と回答した免許人 3者を対象としている。 

全ての免許人が、「現在の通信量より大容量の通信を行う予定のため」と回答した。 

 

 

 

③ デジタル方式の導入等  

「通信方式」では、免許人 6者を対象としている。 

「通信方式」に対して、26GHz帯 FWA及び ESIM アップリンク(Kaバンド)(29.5GHz超 30.0GHz以

下)は「デジタル方式を利用」と回答し、衛星アップリンク(ESIM を除く)(Ka バンド)(27.0GHz超

31.0GHz 以下)は「アナログ方式とデジタル方式のいずれも利用」と回答した。 

 

 

 

「デジタル方式の導入計画の有無」では、「通信方式」において、「アナログ方式とデジタル方

式のいずれも利用」と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「3年超に導入予定」と回答した。 

 

 

 

  

50.0%

100.0%

50.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

26GHz帯FWA

衛星アップリンク(ESIMを除く)(Kaバン

ド)(27.0GHz超31.0GHz以下)

ESIMアップリンク(Kaバンド)(29.5GHz超

30.0GHz以下)

通信量は増加予定 通信量は減少予定 通信量の増減の予定なし
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(5) 電波利用システムの社会的貢献性 

① 社会的貢献性 

本図表では、免許人 6者を対象としている。 

「電波を利用する社会的貢献性」に対する回答は、「国の安全確保及び公共の秩序維持」、「国

民生活の利便の向上、新規事業及び雇用の創出その他の経済発展」、「非常時等における国民の生

命及び財産の保護」、「電波の有効利用技術の開発等科学技術の進歩及びそれへの貢献」が多かっ

た。なお、システムごとの具体的な内容は以下の通りである。 

26GHz 帯 FWAでは「BWA 事業の全国展開を通じて国民生活の利便の向上、新規事業及び雇用の

創出その他の経済発展に貢献している」や「携帯電話事業における通信確保に係る使用により、

コミュニケーションの充実、利便性向上、災害時の通信確保等に寄与する」、ESIM アップリンク

(Ka バンド)(29.5GHz超 30.0GHz以下)では「海上の非常災害時や不感地域での通信確保により、

非常時等における国民の生命及び財産の保護に寄与」、衛星アップリンク(ESIM を除く)(Kaバン

ド)(27.0GHz超 31.0GHz以下)では「国の安全確保及び公共の秩序維持、並びに非常時等におけ

る国民の生命及び財産の保護に関わる機関がその職務を遂行するために使用」や「衛星一般・基

幹放送など国民生活の利便の向上に貢献し、研究・学術機関が科学技術の進歩のために使用」と

の回答が多かった。 

 

図表－近－16－7 電波を利用する社会的貢献性

 

*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。 

*2 有効回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。 

*3 0.05%未満については、0.0%と表示している。 

*4 当該設問は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。 

 

 

 

  

有効回答数
国の安全確保及び公

共の秩序維持

非常時等における国
民の生命及び財産の

保護

国民生活の利便の向
上、新規事業及び雇
用の創出その他の経

済発展

電波の有効利用技術
の開発等科学技術の
進歩及びそれへの貢

献

その他

26GHz帯FWA 4 25.0% 50.0% 100.0% 25.0% 0.0%

衛星アップリンク(ESIMを除く)(Kaバ
ンド)(27.0GHz超31.0GHz以下)

1 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0%

ESIMアップリンク(Kaバン
ド)(29.5GHz超30.0GHz以下)

1 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%
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(6) 総合評価 

① 周波数割当ての動向  

第 4章第 2節第 15款(6)総合評価①周波数割当ての動向と同様のため、記載を割愛する。 

 

 

② 電波に関する需要の動向 

第 4章第 2節第 15款(6)総合評価②電波に関する需要の動向と同様のため、記載を割愛する。 

 

 

③ 総括 

本周波数区分は、26GHz帯 FWA、24GHz帯アマチュア、速度測定用等レーダー、、衛星アップリン

ク等で利用されており、26GHz 帯 FWA の無線局が全体の約 8割近くを占めている。26GHz帯 FWA に

ついては、今後、3年間で新規に導入により無線局が増加する予定としており、引き続き、一定の

利用が見込まれる。 

災害対策等において、予備電源の確保などの設備面、復旧要員の常時体制の構築などの体制面

の対策を行われており、運用管理の取組状況の充実も図られており、また、国民生活の利便の向

上や非常時等における国民の生命及び財産の保護等の観点で社会貢献性が高いものと考えられる。 

また、本周波数区分は、新たに衛星コンステレーションを使用する新たなシステムやローカル

５Ｇが導入されているところ、それぞれ携帯無線通信システムや衛星通信システム等との周波数

共用が図られており、ローカル５Ｇについては今後さらに無線局が増加すると予想される。 

これらを踏まえると、本周波数区分は、おおむね適切に利用されている。 
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第17款 36GHz 超の周波数の利用状況 

(1) 本周波数区分を利用する主な電波利用システム

本周波数区分を利用する電波利用システムは次のとおりである。

① 無線局免許等を要する電波利用システムの割当状況

② 電波利用システムごとの免許人数と無線局数及び無線局数の割合

 
*1 複数の電波利用システムを利用している免許人・無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細

は、第 2 章第 2 節を参照のこと。

*2 免許人数は、同一免許人が複数の総合通信局から免許を受けている場合、一免許人として集計している。詳細

は、第 2 章第 2 節を参照のこと。

*3 0.005%未満については、0.00%と表示している。

*4 〔-〕と表示している場合は、当該システムの無線局が存在しないことを示している。

免許人数 無線局数 無線局数の割合
40GHz帯画像伝送(公共業務用) 1者 2局 0.66%
40GHz帯公共・一般業務(中継系) 0者 0局 -
38GHz帯FWA 0者 0局 -
40GHz帯映像FPU 0者 0局 -
40GHz帯駅ホーム画像伝送 0者 0局 -
47GHz帯アマチュア 62者 62局 20.60%
50GHz帯簡易無線 8者 80局 26.58%
55GHz帯映像FPU 0者 0局 -
60GHz帯無線アクセスシステム 0者 0局 -
80GHz帯高速無線伝送システム 4者 92局 30.56%
77.75GHz帯アマチュア 29者 29局 9.63%
120GHz帯映像FPU 0者 0局 -
120GHz帯超高精細映像伝送システム 0者 0局 -
135GHz帯アマチュア 24者 24局 7.97%
249GHz帯アマチュア 5者 5局 1.66%
実験試験局(36GHz超) 1者 7局 2.33%
その他(36GHz超) 0者 0局 -

合計 134者 301局 100.0%
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③ 調査票設問一覧

表中に「○」が記載されている設問についてのみ評価を実施している。

カ テゴリ 1 2 3 4 5 6 7 8

- ※1 - - - - - -

- ※1 - - - - - -

予備電源を保有して

いる場合
予備電源による最大運用可能時間 - ※1 - - - - - -

予備電源を保有して

いない場合
予備電源を保有していない理由 - ※1 - - - - - -

- ※1 - - - - - -

- ※1 - - - - - -

○ - ※1 ※1 ※1 ※1 ○ ※1

○ - ※1 ※1 ※1 ※1 ○ ※1

- ※1 - - - - - -

- ※1 - - - - - -

- ※1 - - - - - -

- ※1 - - - - - -

- ※1 - - - - - -

- ※1 - - - - - -

○ ※1 ※1 ※1 ※1 ※1 ○ ※1

○ ※1 ※1 ※1 ※1 ※1 ○ ※1

- - - - - - - -

災害時の放送番組

の素材中継に使用し

ている場合

- - - - - - - -

○ ※1 ※1 ※1 ※1 ※1 ○ ※1

※2 ※1 ※1 ※1 ※1 ※1 ○ ※1

他システムからの移

行・代替の場合

移行・代替元システ

ム
※2 ※1 ※1 ※1 ※1 ※1 ※2 ※1

○ ※1 ※1 ※1 ※1 ※1 ※2 ※1

他システムへの移

行・代替の場合

移行・代替先システ

ム（無線局数減少・

廃止が予定される場

合）

○ ※1 ※1 ※1 ※1 ※1 ※2 ※1

○ ※1 ※1 ※1 ※1 ※1 ○ ※1

増加予定の場合 ※2 ※1 ※1 ※1 ※1 ※1 ○ ※1

減少予定の場合 ○ ※1 ※1 ※1 ※1 ※1 ※2 ※1

- - - ※1 ※1 ※1 ○ ※1

- - - ※1 ※1 ※1 ○ ※1

計画無の場合 - - - ※1 ※1 ※1 ○ ※1

計画有の場合 - - - ※1 ※1 ※1 ※2 ※1

○ - - - - - - -

- ※1 - - - - - -

- - ※1 - - - - -

その他選択肢に無

い技術を使用してい

る場合

※2 ※1 ※1 - - - - -

○ - - - - - - -

- ※1 - - - - - -

- - ※1 - - - - -

※2 - - - - - - -

- ※1 - - - - - -

- - ※1 - - - - -

※2 ※1 ※1 - - - - -

更改予定が無い場

合
○ ※1 ※1 - - - - -

○ - - - - - - -

- ※1 - - - - - -

- - ※1 - - - - -

○ ※1 ※1 ※1 ※1 ※1 ○ ※1

○ ※1 ※1 ※1 ※1 ※1 ○ ※1

－ ：調査対象外である。		

※1 ：無線局が存在しない。

※2 ：他の設問の回答により、回答対象外となり、回答が存在しない。

〇 ：回答が存在する。

1：40GHz帯画像伝送(公共業務用)

2：40GHz帯公共・一般業務(中継系)

3：38GHz帯FWA

4：40GHz帯映像FPU

5：40GHz帯駅ホーム画像伝送

6：55GHz帯映像FPU

7：80GHz帯高速無線伝送システム

8：120GHz帯映像FPU

代替可能性⑤

代替可能性⑥

更改後の無線技術の詳細⑦

更改後の無線技術の詳細⑧

更改後の無線技術の詳細⑨

選択した理由

高度化技術を使用しない理由

公共業務用無

線の技術

公共業務用無線の技術⑦

公共業務用無線の技術⑧

公共業務用無線の技術⑨

代替可能性⑦

社会的貢献性
電波を利用する社会的貢献性

電波を利用する社会的貢献性の具体的な内容

高度化技術の導入予定⑦

高度化技術の導入予定⑧

高度化技術の導入予定⑨

更改予定がある場

合

その他具体的技術

デジタル方式

の導入等

通信方式

アナログ方式を利用

している場合

デジタル方式の導入計画の有無

デジタル方式の導入予定がない理由

移行・代替先システム（デジタル方式の導

入予定がない場合）

対策していない場合 水害対策を実施していない理由

今後の通信量

の増減予定

今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無

通信量増加理由

通信量減少理由

今後の無線局

の増減予定

今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無

予定有の場合

増加予定の場合

無線局数増加理由

減少又は廃止予定

の場合

無線局数減少・廃止理由

対策していない場合 火災対策を実施していない理由

運用時間

年間の送信日数

送信実績がある場合 一日の送信時間帯

無線局の運用状態

災害時の運用日数

調査票設問 /  電波利用システム

災害対策等

運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の有無

対策している場合

運用継続性の確保を目的とした設備や装置等の対策の具体的

内容

運用継続性の確保を目的とした運用管理や体制等の対策の有無

対策している場合
運用継続性の確保を目的とした運用管理

や体制等の対策の具体的内容

運用継続性の確保のための対策の有無

対策している場合
運用継続性の確保のための対策の具体的

内容

地震対策の有無

対策していない場合 地震対策を実施していない理由

水害対策の有無

火災対策の有無
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(2) 無線局の分布状況等についての評価

無線局数がほぼ横ばいで推移している総合通信局が多かった。

近畿局では、全体と同じ傾向で令和元年度又は平成 30年度から令和 3年度にかけてほぼ横ばい

である。 

50GHz 帯簡易無線が減少している一方、80GHz 帯高速無線伝送システムが同程度増加しており、

ほぼ横ばいとなっている。 

図表－近－17－1 総合通信局別無線局数の推移 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。

 40GHz 帯駅ホーム画像伝送又は 80GHz帯高速無線伝送システムが最大割合である総合通信局が

多く、全国的に見ると、80GHz 帯高速無線伝送システムが最大割合となった。 

図表－近－17－2 総合通信局ごとのシステム別無線局数の割合 

*1 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。

*2 0.005%未満については、0.00%と表示している。

*3 総合通信局ごとに、各周波数区分の中で無線局数の割合が最も大きい値に網掛けをしている。

*4 〔-〕と表示している場合は、当該システムの無線局が存在しないことを示している。

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成28年度又は平成27年度 183 211 1,504 118 76 393 328 296 116 244 32

令和元年度又は平成30年度 163 170 1,527 126 92 380 297 311 122 247 53

令和3年度 134 165 1,441 123 62 429 301 279 124 237 66

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

（無線局数） 平成28年度又は平成27年度 令和元年度又は平成30年度 令和3年度

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄
40GHz帯画像伝送(公共業務用) 1.61% - 6.06% 0.42% 1.63% - 3.26% 0.66% - 16.13% - -
40GHz帯公共・一般業務(中継系) 1.28% - - 0.62% - 3.23% - - 11.47% - - -
38GHz帯FWA 2.80% - - 6.52% - - - - - - - -
40GHz帯映像FPU 0.27% - - 0.62% - - - - - - - -
40GHz帯駅ホーム画像伝送 19.52% 35.07% 29.70% 30.74% - - 27.27% - - - - -
47GHz帯アマチュア 16.72% 20.15% 10.30% 13.88% 40.65% 22.58% 14.45% 20.60% 15.05% 29.03% 19.41% 9.09%
50GHz帯簡易無線 17.55% 7.46% 18.18% 10.13% 3.25% 12.90% 22.84% 26.58% 43.01% 11.29% 27.85% 21.21%
55GHz帯映像FPU 0.09% - - 0.21% - - - - - - - -
60GHz帯無線アクセスシステム - - - - - - - - - - - -
80GHz帯高速無線伝送システム 22.08% 23.88% 27.88% 13.95% 17.89% 41.94% 23.08% 30.56% 22.22% 22.58% 41.35% 54.55%
77.75GHz帯アマチュア 7.08% 6.72% 4.85% 6.59% 17.89% 9.68% 3.26% 9.63% 4.66% 15.32% 7.59% 7.58%
120GHz帯映像FPU - - - - - - - - - - - -
120GHz帯超高精細映像伝送システム 0.09% - - 0.21% - - - - - - - -
135GHz帯アマチュア 4.97% 5.97% 2.42% 5.34% 13.82% 6.45% 1.86% 7.97% 2.51% 4.03% 3.80% 6.06%
249GHz帯アマチュア 0.60% 0.75% - 0.35% 1.63% 1.61% - 1.66% 1.08% 1.61% - 1.52%
実験試験局(36GHz超) 5.36% - 0.61% 10.41% 3.25% 1.61% 3.96% 2.33% - - - -
その他(36GHz超) - - - - - - - - - - - -
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無線局数が多い上位 6 システムの増減傾向は様々であった。特に、80GHz 帯高速無線伝送シス

テムについては顕著な増加傾向、50GHz 帯簡易無線については顕著な減少傾向にあることが分か

る。

40GHz 帯画像伝送(公共業務用)は、令和元年度又は平成 30年度では 10局であったが、令和 3年

度では 2局となっている。この理由は、当該システムから免許人独自の別のシステム（5GHz帯無

線アクセスシステム）への移行を進めているためである。 

80GHz 帯高速無線伝送システムは、令和元年度又は平成 30年度では 46局であったが、令和 3年

度では 92 局となっている。この理由は、携帯電話事業者等による、光ファイバー等有線での敷設

ができない場合の代替ルートの整備等の事業計画のためであると考えられる。 

図表－近－17－3 システム別無線局数の推移 

*1 「その他」には上記の表に表示している電波利用システムが含まれている。

*2 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。詳細は、第 2

章第 2節を参照のこと。

80GHz帯高速無線伝送

システム
50GHz帯簡易無線 47GHz帯アマチュア 77.75GHz帯アマチュア 135GHz帯アマチュア 実験試験局(36GHz超) その他

平成28年度又は平成27年度 4 182 57 22 17 19 27

令和元年度又は平成30年度 46 122 60 24 19 9 17

令和3年度 92 80 62 29 24 7 7

0
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（無線局数） 平成28年度又は平成27年度 令和元年度又は平成30年度 令和3年度

平成28年度又は
平成27年度

令和元年度又は
平成30年度

令和3年度

249GHz帯アマチュア 1 1 5

40GHz帯画像伝送(公共業務用) 12 10 2

40GHz帯公共・一般業務(中継系) 14 6 0

38GHz帯FWA 0 0 0

40GHz帯映像FPU 0 0 0

40GHz帯駅ホーム画像伝送 0 0 0

55GHz帯映像FPU 0 0 0

60GHz帯無線アクセスシステム 0 0 0

120GHz帯映像FPU 0 0 0

120GHz帯超高精細映像伝送システム 0 0 0

その他(36GHz超) 0 0 0
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(3) 無線局の具体的な使用実態

① 運用時間

本図表では、免許人 5者を対象としている。

「年間の送信日数」に対する回答は、「1日～30日」、「365日」が多かった。

図表－近－17－4 年間の送信日数

*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。

*2 データラベルは、10%以上の値のみを表示している。

*3 送信状態とは、電波を送信（発射）している状態の時間帯で、電波を受信している状態のみの時間帯は含まな

い。

*4 令和 2 年 4月 1 日から令和 3 年 3 月 31 日において、管理する全ての無線局のうち 1局でも送信状態(1日あたりの

送信時間がどの程度かは問わない)であった場合、1日とカウントしている。記録がない場合は、おおよその日数

で回答されている。 

75.0%

100.0%

25.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

40GHz帯画像伝送(公共業務用)

80GHz帯高速無線伝送システム

365日 271日～364日 181日～270日 91日～180日 31日～90日 1日～30日 送信実績なし
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本図表では、「年間の送信日数」において、「送信実績がある」と回答した免許人 5 者を対象と

している。 

「一日の送信時間帯」について回答を見ると、40GHz 帯画像伝送(公共業務用)においては、9時

から 18 時にのみ発射されている。80GHz帯高速無線伝送システムは、日中の時間帯に、送信して

いる免許人の割合が比較的高くなっている。 

図表－近－17－5 一日の送信時間帯

*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。

*2 送信状態とは、電波を送信(発射)している状態の時間帯で、電波を受信している状態のみの時間帯は含まない。

*3 送信実績がある日のうち、代表的な電波を発射している日（電波を発射している状態（送信状態）の時間帯のパ

ターンとして最も実績が多い時間帯を含む日）に基づく、電波を発射している時間帯の回答を示している。

*4 複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。

*5 0.05％未満については、0.0％と表示している。
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22～

23時
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40GHz帯画像伝送(公共業務用) 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

80GHz帯高速無線伝送システム 75.0% 75.0% 75.0% 75.0% 75.0% 75.0% 75.0% 75.0% 75.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 75.0% 75.0% 75.0% 75.0% 75.0% 75.0%
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② 災害対策等

「運用継続性の確保のための対策の有無」では、免許人 5者を対象としている。

「運用継続性の確保のための対策の有無」に対する回答は、「対策を実施している」が多かった。

本図表では、「運用継続性の確保のための対策の有無」において、「対策を実施している」と回

答した免許人 4者を対象としている。 

「運用継続性の確保のための対策の具体的内容」に対する回答は、「定期保守点検の実施」、「代

替用の予備の無線設備一式を保有」、「運用状況の常時監視（遠隔含む）」、「防災訓練の実施」、「復

旧要員の常時体制整備」、「無線設備を構成する一部の装置や代替部品の保有」が多かった。 

図表－近－17－6 運用継続性の確保のための対策の具体的内容

*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。

*2 有効回答数とは、調査票に回答した免許人数を示している。

*3 0.05%未満については、0.0%と表示している。

*4 システムごとに、回答割合が最も大きい選択肢の値に網掛けをしている。

*5 当該設問は、複数選択が可能であるため、それぞれの選択肢で計上している。

*6 複数の無線局を保有している場合、全て又は一部の無線局でも対策を実施していれば該当する全ての選択肢を回

答している。

有効回答数
代替用の予備
の無線設備一

式を保有

無線設備を構
成する一部の
装置や代替部

品の保有

有線を利用し
た冗長性の確

保

無線による通
信経路の多
ルート化、二
重化による冗
長性の確保

他の電波利用
システムによ
る臨時無線設
備の確保

運用状況の常
時監視（遠隔

含む）

復旧要員の常
時体制整備

定期保守点検
の実施

防災訓練の実
施

その他の対策
を実施

40GHz帯画像伝送(公共業務用) 1 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0%

80GHz帯高速無線伝送システム 3 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 33.3% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0%
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(4) 電波を有効利用するための計画(他の電気通信手段への代替可能性及び使用周波数の移

行計画等を含む。)

① 今後の無線局の増減予定

本図表では、免許人 5者を対象としている。

「今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無」に対する回答は、「全ての無

線局を廃止予定」が多かった。 

図表－近－17－7 今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無

*1 図表中の割合は、調査票に回答した免許人数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2節を参照のこと。

*2 データラベルは、10%以上の値のみを表示している。

「無線局数増加理由」は、「今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の有無」に

おいて、「無線局数は増加予定」と回答した免許人 2者を対象としている。 

「無線局数増加理由」に対する回答は、「新規導入を予定しているため」、「その他」が多かった。

「その他」の具体的な内容は、「新規基地局展開時に利用するため」だった。 

「無線局数減少・廃止理由」では、「今後、3年間で見込まれる無線局数の増減に関する予定の

有無」において、「全ての無線局を廃止予定」と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「他の電波利用システムへ移行・代替予定のため」と回答した。 

② 今後の通信量の増減予定

「今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無」では、免許人 5者を対象として

いる。 

「今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無」に対する回答は、システムによ

って「通信量は増加予定」、「通信量は減少予定」に分かれた。 

「通信量増加理由」では、「今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無」にお

いて、「通信量は増加予定」と回答した免許人 3者を対象としている。 

全ての免許人が、「現在の通信量より大容量の通信を行う予定のため」と回答した。 

50.0%

100.0%

50.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

40GHz帯画像伝送(公共業務用)

80GHz帯高速無線伝送システム

無線局数は増加予定 無線局数は減少予定 全ての無線局を廃止予定 無線局数の増減の予定なし
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「通信量減少理由」では、「今後、3年間で見込まれる通信量の増減に関する予定の有無」にお

いて、「通信量は減少予定」と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「無線局の廃止予定があるため」と回答した。 

③ デジタル方式の導入等

「通信方式」では、免許人 4者を対象としている。

「通信方式」に対する回答は、「デジタル方式を利用」が多かった。

「デジタル方式の導入計画の有無」では、「通信方式」において、「アナログ方式を利用」と回

答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「導入予定なし」と回答した。 

「デジタル方式の導入予定がない理由」では、「デジタル方式の導入計画の有無」において、「導

入予定なし」と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「デジタル方式の無線機器がないため」と回答した。 

7-162



④ 公共業務用無線の技術

本図表では、40GHz帯画像伝送(公共業務用)の免許人 1者を対象としている。

当該免許人は「アナログ方式」を使用しており、実績使用年数は「5年以上 10年未満」であっ

た。 

図表－近－17－8 公共業務用無線の技術⑦ 

*1 図表中の割合は、各技術について回答された免許人数又は無線局数に基づき算出している。詳細は、第 2章第 2

節を参照のこと。

*2 0.05%未満については、0.0%と表示している。

*3 「★」印が表示されている技術は、比較的効率的な技術を示している。

*4 無線技術ごとに、回答割合が最も大きい選択肢の値に網掛けをしている。

*5 「その他」には、その他の無線技術を使用している免許人のみが回答している。

「高度化技術の導入予定⑦」は、「公共業務用無線の技術⑦」において、「★」印が表示されて

いない技術を使用している無線局数を回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「更改予定なし」と回答した。 

「高度化技術を使用しない理由」では、「高度化技術の導入予定⑦」において、「更改予定なし」

と回答した免許人 1者を対象としている。 

当該免許人は、「その他」と回答した。なお、「その他」の具体的な回答は「5GHz帯無線アクセ

スシステム又は公共ブロードバンドに移行するため」だった。

「代替可能性⑤」では、40GHz 帯画像伝送(公共業務用)の免許人 1者を対象としている。 

「代替可能性⑤」について、当該免許人は「携帯電話」及び「Wi-Fi」に「代替できない」と回

答した。その理由として、「携帯電話」については「携帯電話のエリア外で使用する可能性や停電

時に基地局が停波する可能性があるため」、「Wi-Fi」については「送信出力の上限から通信距離が

制限されるため」と回答した。 

この無
線技術
を使用
してい

る

この無
線技術
は使用
してい
ない

アナログ方式 100.0% 0.0%
その他 0.0% 100.0%

無線技術
比較的
効率的
な方式

免許人の割合

1年未満
1年以上
3年未満

3年以上
5年未満

5年以上
10年未
満

10年以
上15年
未満

15年以
上20年
未満

20年以
上

アナログ方式 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

その他 - - - - - - -

実績使用年数毎の無線局の割合（％）

技術
比較的
効率的
な方式
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(5) 電波利用システムの社会的貢献性

① 社会的貢献性

「電波を利用する社会的貢献性」では、免許人 5者を対象としている。

「電波を利用する社会的貢献性」に対する回答は、「非常時等における国民の生命及び財産の保

護」が多かった。なお、システムごとの具体的な内容は以下の通りである。 

40GHz 帯画像伝送(公共業務用)では「災害現場に派遣しリアルタイムな映像伝送を行い、被害状

況を把握することで、迅速な災害復旧が可能となり非常時等における国民の生命及び財産の保護

に寄与する」、80GHz帯高速無全伝送システムでは「携帯電話事業における通信確保に係る使用に

より、コミュニケーションの充実、利便性向上、災害時の通信確保等に寄与する」や「災害時に

防災関係機関相互の通信を確保するために整備しており、国の安全確保や非常時等における国民

の生命及び財産の保護に寄与する」との回答が多かった。 
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(6) 総合評価

① 周波数割当ての動向

第 4章第 2節第 16款(6)総合評価①周波数割当ての動向と同様のため、記載を割愛する。

② 電波に関する需要の動向

第 4章第 2節第 16款(6)総合評価②電波に関する需要の動向と同様のため、記載を割愛する。

③ 総括

本周波数区分は、画像伝送、データ伝送、アマチュア無線等で利用されており、47GHz帯アマチ

ュア、50GHz帯簡易無線及び 80GHz帯高速無線伝送システムで全体の約 7割以上を占めている。 

80GHz 帯高速無線伝送システムについては、平成 26年の狭帯域化に係る制度整備以降、無線局

数は増加傾向にある。一方で、40GHz帯画像伝送(公共業務用)については、今後 3年間で見込まれ

る無線局数の増減に関する予定について、「廃止予定」と回答した免許人もおり、50GHz帯簡易無

線を含め、無線局は減少傾向にある。 

災害対策等において、復旧要員の常時体制の構築などの体制面の対策を行われており、運用管

理の取組状況の充実も図られており、国民生活の利便の向上や非常時等における国民の生命及び

財産の保護等の観点で社会的貢献性は高いものと考えられる。 

これらを踏まえると、本周波数区分は、おおむね適切に利用されている。 

また、40GHz 帯は、1.7GHz 帯/1.8GHz 帯携帯電話向け非静止衛星通信システムのフィーダリン

クや新たな 5G候補周波数として需要があることから、公共業務用周波数の有効利用の促進の観点

から、40GHz 帯画像伝送(携帯 TV 用)は廃止又は他の無線システムへの移行、40GHz 帯固定マイク

ロは他の無線システムへの移行、38GHz 帯無線アクセスシステムについては周波数共用の検討を

進めることが望ましい。

本周波数区分は未利用帯域も多く、今後、周波数特性に応じた大容量通信ニーズなどに利用さ

れることが期待される。 
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